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平成11年3月23目

郵政大臣野田聖子殿

電気通信技術審議会

　会長　西澤　潤一

答 申 書

　本審議会は、諮問第57号「無線L　ANシステムの技術的条件」（平成3年7

月22目付け郵通技第5号に基づく諮問）の審議を行った結果、別紙のとおり答

申します。
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別 紙

諮問第5了号

r無線LANシステムの技術的条件」

のうち

「準マイクロ波帯を使用する無線L　ANシステムの高度化のための技術的条件」
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諮問第57号r無線L　A　Nシステムの技術的条件」に対する答申

　『無線L　A　Nシステムの技術的条件』のうち、準マイクロ波帯の周波数を使用する無

線LANシステムの高度化のための技術的条件は、次の通りとすることが適当である。

1高度小電カデータ通信システムの無線局についての適用範囲

　　技術的条件の適用範囲は、送受信装置及び制御装置とする。

2一般的条件

　（1）通信方式

　　　単向、単信、半複信又は複信方式であること。

　（2）伝送方式及び変調方式

　　ア　スペクトラム拡散方式

　　　　直接拡散（D　S）方式、周波数ホッピング（F　H）方式又はD　S方式とF　H

　　　方式との複合（D　S／F　H）方式であること。

　　イ　ア以外の方式

　　　　振幅変調（A　S　K）方式、位相変調（P　S　K）方式、周波数偏移キーイング

　　　（F　S　K）方式又はこれらの複合方式であること。

　（3）無線周波数帯

　　　産業科学医療用（I　S　M）の使用に指定されている2，400MHzから2，500MHz

　　までの周波数帯（l　S　Mバンド）から選択すること。（特に諸外国の状況等を考

　　慮し、2，400MHzから2，483．5MHzまでとすることが望ましい。）

　（4）空中線電力

　　ア　スペクトラム拡散方式

　　　　l　S　Mバンドを利用することから、密度電力で規定すること適当であり、1

　　　M　H　z当たり、10mW以下（2，427MHz以上2，470．75MHz以下の周波数の電

　　　波を使用するものであって、F　H方式又はF　H／D　S複合方式によるものは3

　　　mW／MHz以下）であること。

　　　　なお、実行輻射電力が絶対利得2．14デシペルの送信空中線に1M　H　z当

　　　たりの平均電力が10mW（2，427MHz以上2，470，75MHz以下の周波数の電波

　　　を使用するものであって、F　H方式又はF　H／D　S複合方式によるものは3m

　　　W／MHz以下）の空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を

　　　送信空中線の利得で補うことが可能であること。
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イ　ア以外の方式

　　10mW以下であること。

（5）違法使用への対策

　　送信装置の主要な部分（空中線系を除く高周波部及び変調部）は、容易に開け

　ること出来ない構造であること。

3　無線設備の技術的条件

　3．1送信装置

　　（1）周波数の許容偏差

　　　　±50×10－6以内であること。

　　（2）スプリアス発射の強度の許容値

　　　ア　2，387MHz未満及び2，496．5MHzを超える周波数帯＝2．5μW

　　　イ　2，387MHz以上2，400MHz未満及び2，483．5MHzを超え2，496．5MHz以

　　　　下：25μW
　　（3）空中線電力の許容値

　　　　上限20％、下限80％以内であること。

　　（4）占有周波数帯幅の許容値

　　　ア　F　H方式及びF　H／D　S複合方式

　　　　　83．5MHz以下

　　　イ　ア以外の方式

　　　　　26MHz以下

　　（5）S　S方式の拡散帯域幅（全電力の90％が含まれる周波数帯幅）

　　　　拡散帯域幅の下限については、500k　H　z以上であること。

　　（6）S　S方式の拡散率（拡散帯域幅のシンボルレートに等しい周波数に対する比）

　　　5以上であること。

　　（7）F　H方式又はF　H／D　S複合方式の場合の特定周波数での滞留時間は、0．4

　　　秒以下であること。

3，2受信装置

　（1）副次的に発する電波等の限度

　　　1G　H　z未満の周波数において4n　W以下、

　　20n　W以下であること。

1G　H　z以上の周波数において

3．3電気通信回線設備との接続

　　　電気通信回線設備に接続するものは、次の条件に適合すること。

　（1）個別識別符号（I　Dコード）
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　　識別信号を利用し、19ビット以上で構成すること。

　（2）インタフェース条件

　　混信による誤接続等を防止するため、キャリアセンス又は相関信号センスに

　　より対策を講ずるものであること。

3．4混信防止機能

　（1）電波法施行規則第6条の2第3号に規定する混信防止機能を有すること。

　（2）2，427MHz以上2，470．75MHz以下の周波数の電波を使用するものは、利用

　　者による周波数の切り替え又は電波の発射の停止が容易に出来る機能を有す

　　ること。

4測定法

　　以下の項目を除き、平成4年度電気通信技術審議会答申第57号r無線L　A　N

　　システムの技術的条件』に準ずること。

　4．1送信装置

　　（≦）周波数

　　　スペクトラム拡散方式の場合は拡散変調を停止した無変調波、また、その他

　　の方式については無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を用いて平

　　均値（バースト波にあってはバースト内の平均値）を測定すること。

　　　なお、空中線測定端子がない場合は、周波数計をR　F結合器又は空中線で結

　　合し測定すること。

　　（2）空中線電力

　　ア　スペクトラム拡散方式

　　　標準符号化信号を入力信号として加え、1MHzの帯域幅における平均電力を

　　　スペクトルアナライザのI　F出力部又はビデオ出力部に波形記録計を接続

　　　　したものを用いて測定すること。

　　　　平均電力の求める際の平均時間は、D　S方式又はマルチキャリア方式にあ

　　　　っては0．4秒、F　H方式又はF　H／D　S複合方式にあっては、［拡散帯域幅（M

　　　Hz）］×0．4÷［F　Hを停止した場合の拡散帯域幅（MHz）］（秒）とすること。各

　　　拡散帯域幅が1MHz以下の場合は、1MHzとして求めること。

　　　　なお、空中線端子がない場合は、スプリアス発射の強度の測定法の空中線

　　　測定端子がない場合に準ずること。

　　　イ　ア以外の方式

　　　　昭和60年度電気通信技術審議会答申第26号r小電力無線設備の技術的条

　　　　件（一部答申）』に準ずること。

　　（3）拡散帯域幅

　　　　拡散帯域幅の測定は、S　S方式を行う場合に限定する。
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（4）拡散率

　　拡散率の測定は、S　S方式を行う場合に限定する．

（5）F　H方式の滞留時間

　　標準符号化信号を入力信号として加え、F　H作動状態で送信したスペクトラ

　ムをスペクトルアナライザを用いて測定すること。

　　スペクトルアナライザの測定中心周波数は、任意のホッピング周波数の中心

　に設定し、掃引周波数幅はゼロスパン（OHz）とする。

　　観測されたスペクトラムから、一のホッピングあたりの送信開始及び終了時

　問をスペクトルアナライザから計測し、その差分を滞留時間とする。
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　　電気通信技術審議会

無線LANシステム委員会

　　　　報　　　告

一　9一





目 次

1　審議事項

Il委員会及び分科会の構成

”1審議経過

lV　審議概要

　　1　2．4G　Hz帯使用機器の現状

　　2　小電力無線局の高度化に対する要求条件

　　3　システム間の共用条件

　　4　無線諸元の検討

V　審議結果

別表1　無線LANシステム委員会の構成

別表2　無線L　A　Nシステム・小電力無線設備合同分科会の構成

13

13

13

14
14
38
43
50

63

65

66

11





電気通信技術審議会無線L　A　Nシステム委員会報告

審議事項

　無線L　A　Nシステム委員会は、今回、電気通信技術審議会諮問第57号r無線L　A

Nシステムの技術的条件』（平成3年7月22日諮問）のうち、「準マイクロ波帯を使

用する無線L　A　Nシステムの高度化のための技術的条件』について審議した。

”　委員会及び分科会の構成

　　委員会及び委員会の下に審議の効率化を図るために設置された分科会の構成は別

表1及び別表2のとおりである。

”1審議経過

　（1）第4回会合（平成10年6月16日）

　　　r無線L　A　Nシステムの技術的条件』（平成3年7月22日諮問）のうち、r準マ

　　イクロ波帯を使用する無線L　A　Nシステムの高度化のための技術的条件』について

　　審議を開始することとなり、審議の効率化を図るため、分科会の設置を決定した。

　（2）第5回会合（平成10年12月22日）

　　　分科会の審議報告に基づき審議を行った。分科会より提出された中間報告書にっ

　　いて審議を行った。

　（3）第6回会合（平成11年3月18日）

　　　答申案及び委員会報告書をとりまとめた。また、無線LANシステムの技術的条

　　件について、関係者から意見の聴取の機会を設けたが、所定の期日までに意見陳述

　　を希望する旨の申し出がなかった。
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lV　審議概要

1　2．4GHz帯使用機器の現状

　2．4GHz帯は、産業科学医療（ISM：Industrial、Scientific　and　Medical）バンドとし

てISM応用機器の使用が認められており、この周波数で運用する無線通信業務は、l

S　M応用機器の使用によって生じ得る有害な混信を容認しなければならない。国内では、

図1．1のように割り当てられている。

2，400

2，471

　　　　　　　』2，500
a4835匿醗翻

2，450 2，470．75 2，497
［MHzI

図1．1　1SMバンド使用機器

　　　＊MSS（MobiIe　Sate”ite　Service）1移動衛星業務

　　　★VICS（道路交通情報通信システム）：2，499．7MHz

　また、ISMバンドでは、電子レンジ以外にも、医療用ハイパーサーミア、木材乾燥

機などのマグネトロン使用機器が使用されている。本章では、まずこれらISMバンド

を使用している各種機器のシステムイメージ、技術諸元、アプリケーション例および

市場規模を説明し、諸外国の状況及び今後の傾向などを示す。

1．1小電カデータ通信システム

1．1．1　システムイメージと応用例

　　　2．4GHz帯小電力データ通信システム（通称＝2．4GHz帯中速無線L　A　N（Local　Are

　　a　Network））は、高速伝送能力を活かした無線通信による比較的大容量のデータ伝

　　送が可能である。同システムは、ネットワークを構築することでシステムの高度化

　　に用いたり、屋外などの回線工事が不可能な場所における高速データ伝送用組み込

　　み通信装置として用いられ、近年、OA（Office　Automation）、FA（Factory　Automati

　　on）、SA（Service　Automation）の各分野において二一ズが高まっている。主なシス

　　テム構成は図1．2のとおりである。
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図1．2システム構成図

システム構成 基本サーピスエリア 利用形態 備考

形態1対等分散通信 半径20m ・固定型 ・単信方式

轟＼診轟
　　　麗

程度 ・半固定型

・移動型

（除く

高速移動）

・CSMA鼎方式

形態2ポイント・スター通信 同上 同上 ・単信方式

轟＼ノ謁
届＼

（2波単信方式）

・アクセス制御は、

集中局主導可能

標 留　　　　　　　留

形態3ポイント・メッシュ通信 同上 同上 ・単信方式

準
　
　
L

函療函
轟　一轟

・アクセス制御は、

集中局主導

A 形態4リピート中継 BSA＊内は形態 ・固定型 ・BSA内は、形態

N 識鵜
嘩鞭1
＼凝SAメ蛍

1、2、3と同じ ・半固定型

・移動型

（除く

高速移動）

1、2、3のいず

れか

形態5ポイント・スター通信 同上 同上 同上

・庫臥＼

k轟蚤ノ
　　、　　　　　　　　　　　　　　　，
　　、　　　　　　　　　　　　　’

標 形態6対向型通信 同上 モデムやプリンタの ・単信方式、半複

準 無線接続、その 信方式、複信方

L
A

轟言謁 他の標準LAN

以外のテ㌧タ伝

式等

N
以 轟 送など

外
1：1、11N等

★BSA（Basic　Service　Area）、鼎CSMA（Carrier　Sense　Multlple　Access）
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ただし、固定型　：通常固定し、ロケーション変更の場合のみ移動する形態

　　　　半固定型：通常移動を伴うが、通信時は移動しない形態

　　　　移動型　：通信時も移動可能な形態

とする。

1．1，2　制度、技術諸元

　　　2．4GHz　ISM帯での使用を前提としているため、ある程度の干渉を許容したシ

　　ステムとしてスペクトラム拡散（SS：Spread　Spectrum）方式を用いている。19

　　92年、電波法施行規則第6条第4項第4号にr小電カデータ通信システムの無線局の無

　　線設備』として規定され、免許不要なシステムとして運用されている。

　　　システムの技術基準は次のとおりである。

表1．1小電力データ通信システムの技術基準

技術基準

送信周波数 2，471MHz以上、2，497MHz以下

伝送形式 伝送形式 データ

変調方式 DS、FHおよび複合方式

変調信号 拡散符号（拡散率10以上）

送信出力 10mW／MHz
免許条件 必要なし

空中線 絶対利得2．14dB以下であること。

ただし、実効輻射電力が、絶対利得2。14dBの送信

空中線に1MHz帯域幅における平均電力が10mWの
空中線電力を加えた時の値以下となる場合は、その低

下分を送信空中線の利得で補えるものとする。

空中線電力の許容偏差 ＋20％、一80％以内

占有周波数帯幅 26MHz以下（拡散帯域幅：500kHz以上）

スプリアス発射強度 ス2，458MHz≦f＜2，471MHz及び
　　2，497MHz＜f≦2，510MHz25μW以下
イ．2，458MHz＞f及び

　　2，510MHz＜f　　　　　2．5μW以下
副次的に発射する電波の

限度

1GHz未満　　　4，000μμW以下
1GHz以上　　　20，000μμW以下

その他 　主として同一の構内において使用される無線局
の無線設備であって、識別符号を自動的に送信し、
又は受信する混信防止機能が必要。

DS（Direct　Sequence）：直接拡散方式

FH（Frequency　Hopping）＝周波数ホッピング方式

拡散率：拡散帯域幅を変調信号の送信速度に等しい周波数で除した値
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1。1．3　システムの特徴

　　　小電カデータ通信システムは、微弱を除く2．5GHz以下で容認されている唯一

　　の広帯域の小電力無線であり、他のシステムに対する利点は以下のとおりである。

　　（1）データ伝送速度が高速なため・比較的大容量のデータ伝送に適している。

　　（2）高速伝送が可能なため、誤り訂正を行ってもスループットを確保できる。

　　（3）　端末の移設・増設の際に設置工事が不要であり、経済的な回線構築が容易に

　　　　実現できる。

1．1．4　市場分野及び用途の動向

　　　パソコンの低価格化は、OA以外でのパソコンの使用を増加させ、SA、FAシス

　　テムが℃技術の急速な普及とともに高度化し、扱うデータ量も増大している。こ

　　のような状況で、前述の技術進歩に伴ない、比較的低コストで大容量データを集

　　計管理するシステムが実現できるようになっていることから、これらのシステム

　　からの要求として、大容量データ伝送用無線機器に対する二一ズが高まってきて

　　いる。

　　（1）主要市場分野
　　　　小電カデータ通信システムの主要市場は、OA、SA、FA分野である。外食産

　　　業での顧客注文、注文伝票などの通知／発行システムや、商業での店舗管理用

　　　POS（Point　Of　Sales）システムヘの導入、市街地などで有線による回線工事

　　　が困難な場所の無線回線利用などとして利用されている。また今後、携帯情報

　　　端末用Bluetoothや情報家電用HomeRF（Home　Radio　Frequency）／SWAPなど、

　　　主にパーソナルユースを目的とした通信方式の規格化に向けた動きに伴ない、

　　　一般家庭における情報機器間の通信機としての役割も期待されている。参考資

　　　料1にHorneRFとBluetoothの概要を示す。
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（2）利用用途、形態、動向

ア　高速レスポンスを必要とするシステムでのデータ通信

　　バーコード、ハンディターミナル、シーケンサなど

イ　人体に厳しい環境下でのデータ通信

　　冷凍室、恒温室、クリーンルーム、原子炉、火山観測など

ウ　守秘性が要求されるデータ通信

　　金銭、経理、人事データなど

工　電気ノイズの厳しい環境下でのデータ通信

オ　ビル間などのデータ通信

カ　モバイルPC（Personal　Computer）間のデータ通信

キ　デジタル放送TVデータとPDA（Personal　DigitaI　Assistance）

　　又はモバイルコンピュータとの通信

ク　画像などの高速高容量データ通信

　　自動搬送車や自動機器などの動作状況の確認など

1．1，5　市場規摸動向

　　　小電カデータ通信システムの需要予測として、　『郵政行政統計データ通信利用

　　動向調査平成10年3月31日公表」を基に、企業内、企業外の両方の側面から条

　　件を想定し、普及台数を見積もった。表1．2に最近数年間の出荷台数を示す。

表1．2　2．4GHz帯・無線LAN需要（単位：万台）

年度 1995 1996 1997

出荷台数 2．4 4 5．9

累積台数 2．4 6．4 12．3

「日本電子機械工業会（EIAJ）小電界機器・システム委員会』より

（1）企業内LANへの普及予測条件

　・LANに接続される機器は、パーソナルコンピュータとプリンタが大半とする。

　・両機器の将来の出荷台数を現状と同等とし、両機器で1000万台／年とする。

　・企業内の両機器の需要を7割とする。

　・企業内の保有台数を3年間の出荷台数と等しいとする。

　・企業内のLAN構築率を表1，3とする。

　・2．4GHz帯の無線LANの利用率を表1，4とする。

　・普及台数＝LAN接続機器保有台数×LAN構築率×2．4GHz無線LAN利用率
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表1．3　企業におけるLAN構築率

年度 1995年 1996年 1997年 2000年 2005年

平均構築率 53．2％ 66．6％ 75．2％ 83％ 90％
＊印は予測値

表1，4　無線LANの利用率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊印は予測値

（2）企業内LAN以外への普及予測条件

　・LANに接続される機器は、パーソナルコンピュータとプリンタが大半とする。

　・両機器の将来の出荷台数を現状と同等とし、両機器で300万台／年とする。

　・POS端末やハンディターミナルの出荷台数も考慮する。

　・モバイルコンピューティング環境への適用も考慮する・

　・企業外LANの普及台数を、企業内の予測の2割とする。

年度 1995年 1996年 1997年 2000年 2005年

無線LAN 一 3．3％ 4．7％ 10％ 25％

2．4G 一
3．3％ 4．7％ 　　　★4～6％ 　　　　費12～18％

　以上の想定により、2．4GHz帯の無線LANの市場予測は、表t5と予測できる。

但し、普及台数は、その時点で実際に稼動している台数とする。

表1．5　無線LANの市場規模予測 （単位：万台）

年 2000 2005

普及台数 70－120 230’一400

1．2．移動体識別システム

1．2．1システムイメージとその応用

　　　質問機から応答機に向けて電波を発射し、それを受けた応答機でデータを確認後、

　　移動体データを質問機に送信することで、同データより移動体を識別する装置であ

　　る。実際の応用例は、工場でのライン上を流れてくる生産物の識別による生産指示、

　　研究所などにおけるドアの出入／開閉、通過できる／できないの判断、列車通過確

　　認やポイント切替指示など多方面に応用されている。

　　　主なシステム構成図は次のとおり。
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（1）システム構成モデルA

　　　　質問機

一
　
ー
タ
　
　
　
　
　
ロ

」

問用送言

読取用受信機

込用送信機

一
一
一

応答機

変調部

’調言号

発生部

書込受信 情報

記憶部

図1．3　移動体識別システム構成モデルA

（2）システム構成モデルB

　　　　　質問機

一
　
ー
タ
　
　
　
　
　
ロ

－
　
　
　
　
旦

’調掃引送信機
一

調量　受言
（

一

一

応答機

変調部

周波数

　共振部

図1．4移動体識別システム構成モデルB

（3）概念図 移動方向→

応答機　　→ 塵垂］一國一睡］一匪亟］
↑↓

質問機

　↑↓

團
圖 図1．5移動体識別システム概念図

1．2．2　制度、技術諸元

　　　移動体識別システムは、特定小電力無線局のシステムが制度化される以前は、

　　免許を要する無線局として電波法施行規則第4条第1項第26号の構内無線局と

　　して認可されていた。構内無線局移動体識別システムは、無線局免許は必要とさ
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れているものの、無線従事者免許は不要な無線局として認められている。その後、

1992年5月に電波法施行規則第6条第4項第2号の特定小電力無線局の中で移動

体識別システムが認可され、現在に至っている。

　システムの技術基準は表1．6のとおり。

　　　　　　　　表1．6移動体識別システムの技術基準

移動体識別

特定小電力無線設備　　　　　　　構内無線設備

送信周波数

2，440MHz帯

2，450MHz帯

2，455MHz帯

伝送

方式

伝送形式 データ

電波の型式 NON、
AID／AXNIFlDIF2D！GlD

NON、
AlD！AXNIFlD！F2D／GlD

送信出力 10mW 300mW

免許条件 必要なし 必要あり

使用有効範囲 3m未満 3m以上

空中線利得 絶対利得20dB以下

空中線電力の許容偏差 ＋50％、一50％

変調信号 無変調、データまたは掃引信号

変調方式 電波型式に適合するもの

占有周波数帯幅 5，5MHz以下

スプリアス発射の強度 100μW以下（平均電力）

副次的に発射する電波の限度 4，000μμW

その他 　特定小電力無線局の混信防止機能として、次のいずれかの機

能を有すること
①　主として同一の構内において使用される無線局の

　無線設備であって、識別符号を自動的に送信し、又は

　受信する機能
②　利用者による周波数の切り替え、又は電波の発射の

　停止が容易に行うことができる機能

注：質問　と　答 の技術基準は、基　　・に同　。

1．2．3　システムの特徴

　　特定小電力の移動体識別システムは、構内無線局システムと比較して送信出力が

　　小さいため認識距離が3m未満と短いが・運用上・特段支障はない。

　　現在のシステムは、産業用システムが主であり、生産現場において混在した種類

　　の製品の区別を非接触カードにより指示し、生産品目別の部品供給、仕向地毎の内

　　容変更など、コンピュータと組合せて指示を行うことで混在生産の自動化の重要な

　　ツールとなりつつある。また、個人に所有させることでゲートの通過管理、通過量

　　や通過時間管理ができるなど利用は無限に考えられる。

　　　現在、国内で稼動している主な移動体識別装置の仕様を参考資料2に示す。

1．2．4　市場分野及び用途の動向

　　　小電力の移動体識別装置は、工場や倉庫のベルトコンベア、駐車場入出管理な

　　どにおいて、コンピュータと組合せることにより、非接触で通過する物体を認識

　　し、流れの制御、作業指示などを行うものである。
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　従来、このような制碑は、接触によるものがほとんどであったが、接触部分の

管理が大変であった。しかしながら、無線による非接触のデータ交換の実現によ

って、作業指示やデータコードの読み取り及びロボットによる自動化生産でコン

ピュータからロボットなどの制御指示が簡単に行えるようになり、オートメーシ

ョンシステム作りに必要なものとなってきている。

　さらに、小型軽量化された小電力システムの取り扱いが比較的容易になったこ

と、また二一ズが多岐にわたっていることなどから、現在は産業用が主流となっ

ているものの、今後は多方面に応用拡大し使用され、市場が拡大される方向にあ

ると考えられる。

（1）主要市場分野

　　主な市場は、運輸、自動車、機械、ビル管理、建設業等における使用である。

（2）利用用途、形態、動向

　ア　運輸　　貨物の仕分作業において、仕分別に応答機を設置し自動仕分およ

　　　　　　び運送料金の自動計算や、請求書の自動発行など。

　　　　　　　　　　　　　　　利用はN（質問機）：M（移動応答機r貨物』）

　イ　自動車　生産現場において、多品種少量生産が可能なように部品流入の仕

　　　　　　分を行い最適な生産を行うためのシステムとして使用など。

　　　　　　　　　　　　　　　利用はN（質問機）：M（移動応答機r部品』）

　ウ　機械　　製鉄、機械加工の業種において、人間が行なうと危険が伴う重量

　　　　　　物での移動運搬、機械化作業による運搬先の指定や運搬方法の指

　　　　　　定、自動化機器の管理など。

　　　　　　　　　　　　　　　利用はN（質問機）：M（移動応答機r部材』）

エ　ビル管理　ビルの管理において、人間の流入のチェックや入退出時間の確

　　　　　認。警備の見回りにおいて、通過ポイントの時間確認やチェック

　　　　　など。　利用はN（質問機）：M（移動応答機r人間、ガードマン」）

オ　建設業　資材搬入確認や工事業者の入退出管理など。

　　　　　　　利用はN（質問機）：M（移動応答機「建設資材、工事業者』）

力鉄道輸送貨物列車の行先指示やポイント切替え、列車組替えなど。

　　　　　　　　　　　　　利用はN（質問機）：M（移動応答機r列車』）

　以上のように、移動体識別システムは様々な分野において利用されているが、

その活用方法はソフト次第で無限に広がるものであり、今後市場の拡大が期待

される分野であると考えられる。例えば、列車の入替え、ポイント切替え、

列車ダイヤの組替えなどにも利用が可能で、省力化・無人化が進むと思われる。

一22一



1．2．5　市場規模動向

　　　移動体識別装置には、電磁結合式、電磁誘導式、光通信式、マイクロ波式等が

　　あるが、マイクロ波を使用することにより、通信速度が高速化され複数のタグの

　　同時読取り、アンテナの小型化とプリント化による薄型化、回路の1チップIC化

　　による小型軽量化が可能と予想される。

　　　このic化、小型化は今後の利用分野の拡大と低価格化の可能性を飛躍的に高め

　　る可能性がある。また、SS方式を用いた移動体識別装置も開発され、ノイズに

　　強くより悪環境下での利用も可能となりはじめている。

　　　この小型、軽量、低価格、高耐環境性により、現在のFA市場中心から、2000

　　年には、物流・流通市場へ本格的に展開され、宅配便だけでも10億枚以上の無

　　線タグの需要があり、現在より1桁上の市場規模になると思われる。これが一層

　　の低価格化を実現する要因となり、今後さらなる利用分野の拡大を促進するとい

　　　う好循環をもたらすことが期待される。

　　　以上から、2005年までの移動体識別装置の将来需要予測台数を図1。6に示す。

　　　35

　　　30

　　　25
［千台］20

　　　15

　　　10

　　　　5

　　　　0

－
　
　
■

1997　1998　1999　2000　2005［年］

　　　　　　　　　　　　　　　■普及台数

図1，6移動体識別装置の将来需要予測台数

1．3．　アマチュア無線

1．3．1　システムイメージと応用例

　　　アマチュア無線の特徴は、電波法の範囲で運用の自由度が大きく、固定、車載、

　　携帯すべての運用形態で使用されていることである。FMの音声通信、電信のほ

　　か、中継局を介した通信、広いバンドを生かした動画像伝送、衛星通信、月面反

　　射による通信の他、デジタル通信やSS方式の実験などが行われている。

　　　アマチュア無線の主なシステム構成モデルを図1。7に示す。
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ケース1携帯一携帯（固定、車載）

嵐噛盤．
ケース3固定一固定（車載）

τ
只一只一糖
ケース5車載一車載

　　　て

幽轡

ケース2レヒ㌧ター携帯（固定、車載）

趣噛篭魯
ケース4衛星一固定

　　　　釜一〆

ケース6その他（反射など）

鐵亀∫醜一■
図1．7　アマチュア無線の主なシステム構成モデル

1，3．2　制度、技術諸元（2，4GHz帯）

　（1）周波数別の電波型式・使用形態等の条件

　　　　表1．7　アマチュア無線の周波数別の変調方式、使用形態等の条件

周1　【MHz】 用形、 ’調　エ及　　有周1　田冒

2，400～2，405 ”星通…　上り、下り 限なし

2，405～2，407 レ　ータヘの上り通言 F　M，、　、20kHz

2，407～2，422 T　V置号 A　M，、　6～9MHz
F　M系（15MHz以下）混在

2，422～2，424 データ通…及　RTTY A2、F1、F2

2，424～2，424．5 テータ通轟、月面反・通目 RTTYを、く　べて

2，424．5～2，425．0 示識言号の送言のみ A1、F2

2，425～2，427 レ　ータかりの下り通昌 F　Mハ　」・20kHz

2，427～2，431 7一タ通言　、く F　M・・6kHz以

2，431～2，442 T　V言号 A　Mハ　6～9MHz
F　M系（11MHz以下）混在

2，442～2，450 限なし 艮なし

（2）空中線電力等

　空中線電力は、空中線に供給される電力としてのみ規定されており、最大値

　は2Wである。空中線の型式は、多素子（10～15×2程度）の八木アンテナ

　が多いが、レピータ局においては無指向性とするため、通常多段のコリニア・

　アンテナを使っている
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（3）局数

　　レピータ局の数を表1．8に示す。

　　　　　　　　　　表1．8　アマチュア無線の全国レピータ数

関東 25 東北 1

東海 27 北海道 12

近畿 42 北陸 4

中国 7 信越 9

四国 8

九州 9 合計 144

（4）運用の傾向

　　運用の傾向は、大きく3分類され、

　　ア　FM系電話で、主にレピータを介して日常的な通信を行う

　　イ　FM系電話、TVで移動運用し、長距離通信の記録達成／更新を図る

　　ウ　SSを含む新しい通信方式、高速のデータ通信に関し技術的研究を行う

　が挙げられる。現在のところ、1，200MHz帯以下の周波数帯のように、移動体（車

　等で移動しながらの）通信を行う例はあまりない。また、イについては、移動

　しての運用が主だが、見晴らしのよい山頂等へ移動し半ば固定的に設営しての

　運用になる。

1．3．3　システムの特徴

　　　アマチュア無線局は、アマチュア業務としての運用に制限されており、他の業

　　務のために使用したり第三者のための通信はできない。また、このバンドはアマ

　　チュア無線に二次業務として割り当てられており、r周波数が既に割り当てられ、

　　または後日割り当てられる一次業務の局に有害な混信を生じさせてはならない。』、

　　あるいはr周波数が既に割り当てられ、または後日割り当てられる一次業務の局

　　からの有害な混信に対して保護を要求することができない。』とされ、更に、電

　　波法施行規則第13条の2及び関連告示により、　「この周波数帯の使用は、国際

　　周波数分配表に従って運用しているアマチュア業務以外の業務の無線局に妨害を

　　与えない場合に限る。」、「2，400MHzから2，450MHzまでの周波数帯の使用に

　　際しては、産業科学医療用装置の運用によって生じる有害な混信を容認しなけれ

　　ばならない。』と規定されている。

1．3．4　市場分野及び用途の動向

　　　販売されているアマチュア無線局としては、固定機型（オプションユニットを実

　　装して運用）1機種（1W）、車載機型1機種（1W）・周波数変換型送受信機数
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機種（2W）であり、製品が少ないこともあり、機器を自作して運用している局も

あるものと思われる。用途としては、音声通信、テレビジョン通信、衛星通信、

パケットデータ通信のほか、この周波数帯独特の月面反射（EME）通信などがあ

り、最近では、一部でSS通信の実験を行ったり、デジタル化に向けた実験も計

画されている。

1．3．5　市場規模動向

　　　現在、このバンドで実際に運用しているアマチュア無線局数の正確な把握はで

　　きないが、これまでに販売されたメーカー製無線機器（3メーカーの数機種に留

　　まる）の販売台数の累計は、1万台以下と推定される。また、中継局は全国に14

　　4局（表1．9参照）設置、運用されているが、他のアマチュア帯と比較して稼

　　働率は低い。

　　　しかし、日本アマチュア無線連盟（JARL）では、中継局の設置を推進するなど、

　　このバンドの活性化に向けて活動を行っている。また、1，200MHz帯以下の周波

　　数帯は現在利用度が極めて高い。特に144～1，200MHz帯では、デジタル変調技

　　術等の導入など、狭帯域化をはかって収容力の増加に努めなければならない状態

　　であり、混雑を避けようとするアマチュア局の2．4GHz帯への移行も活発化して

　　きている。

　　　その他、例えば先進的な技術的研究、特に高速大容量の通信の実験をする場合

　　など、十分な周波数帯幅を得るために、特に2，442～2，450MHzが用いられている。

　　この周波数帯で、アマチュアが容易に入手可能な素子や機材が近年豊富になって

　　きたことも、その要因として挙げられる。

　　　さらに、空中線のサイズが小さいこと、あるいは同サイズのアンテナで高い利

　　得が得られること及び雑音などの面から衛星通信に有利であるため、現在打上げ

　　計画が進められている。衛星については、この周波数帯のトランスポンダが搭載

　　されることになっている。

　　　以上のように、この周波数帯は、まだ1，200MHz帯以下の周波数帯ほどの運用

　　者はいないが、既に一般のアマチュアにも手の届く範囲になっており、また、衛

　　星の実現により国際的にも活況を呈してくるものと予想される。

1．3．6　諸外国の状況

　　　諸外国のアマチュア無線の用途は、基本的に日本と同じであるが、メーカー製

　　造機器はほとんど無く、活発に運用されている周波数帯ではない。海外において

　　は、2，300～2，450M　H　zがアマチュア無線に割り当てられているが、やはり二次

　　業務であり運用が制限されている。更に、国際電気通信連合（ITU：IntemationaI

　　Telecommunication　Union）の無線通信規則において、「2，400～2，450MHzの周波

　　数帯においては、アマチュア衛星業務は、他の業務に有害な混信を生じさせない

　　ことを条件として、運用することができる。この使用を許可する主管庁は、アマ
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チュア衛星業務の局の発射によって生じるいかなる有害な混信も直ちに除去する

ことを確保する。』と規定されている。

1．4　1SM機器

1．4．1　システムイメージと応用例

　　　ISM機器は、電子レンジ、医療用ハイパーサーミアおよび加熱器など、通信を

　　目的としない高周波利用設備である。

1．4．2　制度、技術諸元

　　　ISMバンドにおける制度としては、郵政省告示（昭和46年第257号）におい

　　定められており、無線設備規則第65条の規定により通信設備以外の高周波利用設

　　備から発射される基本波又はスプリアス発射による電界強度の最大許容値の特例

　　が2．4GHz帯で定められている。ISM機器の技術的条件を表1．9に示す。

　　　　　　　表1．9　1SM機器の電界強度

周波数帯　　　　　　　　　　　2，450MHz±50MHz

基本波による電界強度　　　　　特に規定なし

スプリアス発射による電界強度　特に規定なし

　また、電子レンジに関しては、電波法施行規則第46条の7において、表1．10

のとおり規定されている。

表1．10　電子レンジの技術的条件

周波数帯 2，450MHz±50MHz

高周波定格値 2kW以下かつ動作状態における高周波出力の最

大値が定格値の115％を超えないもの

スプリアス発射 周波数帯内では、規定なし

漏洩電波の電力束密度 耐久試験後、5mW／cm2以下

筐体 　高圧電気により充電される機器及び電線が、絶

縁遮蔽体または、接地できる構造の金属遮蔽体内

に収容され、外部より容易に触れられないもの

1．4．3　市場規模動向及び用途の動向

　　　電子レンジ、医療用ハイパーサーミアおよび加熱器などは、家庭内や病院など、

　　主に屋内の限られた場所での使用を目的としている。市場規模も電子レンジなど

　　は、既に一般家庭に普及済なため、市場での今後の急激な需要はないと思われる。
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1。5　MSS（Mobile　Sateliite　Service）

1．5．1　イメージと応用例

　　　2．4GHz帯の中・低軌道衛星を用いる移動体衛星通信システムは、1999年後半

　　からサービス開始予定であり、48個の低軌道衛星により、南極、北極を除く全世

　　界でのサービスが計画されている。通話料金は地域によって異なるが、世界平均

　　で1分1ドル程度が見込まれている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．〆

　　　　　　　　　　　　　　　敏／＼

　　　　　　　　　　　　　　　　　塵　題

　　　　　　　　　　　　図1．8　MSSシステムのイメージ図
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1．5．2　制度、技術諸元

表1．11MSSシステムの一例

衛星高度 1，414km

衛星基数 48機

軌道面数 8（Walker“delta－pa廿ern”consteIlation）

軌道面当たりの衛星基数 6
最低可視衛星仰角 10度

最大衛星一ユーザ間距離 3、504km

衛星傾斜角 52度

サービスリンク下り回線運用周波数 2，483．5MHz～2，500MHz

サービスリンク下り回線運用帯域幅 16．5MHz

スポットビーム数 16

セル再利用 毎セルごと

多元接続方式 CDMA

伝送レート 2，400bps

チップレート 1，2288Mcps

キャリア当たりの帯域幅 1，25MHz

キャリア数 13キャリァ

衛星サービスリンクア渉ナ送信利得最大 13．OdB

サーヒ’スリン舛ヤリア当たりの最大EIRP 16．OdBw

サーピスリンクス1ドットビ略当たりの最大EIR

P

16，0×13キャリア＝27．14dBW

衛星一地表間の自由空間ロス最小値 一163．4dB

衛星一地表間の自由空間ロス最大値 一171．3dB

大気等の影響によるロス 一1．OdB

ボイスアクティビティ 0．4（一4．OdB）

1．5．3　市場分野及び用途の動向

　　　市場分野は、携帯電話である。地上波を用いた通信方式の場合、経済的制限よ

　　りグローバルな通信を提供するには不向きであるため、低軌道周回衛星等による

　　グローバルな通信を必要とする市場が発生している。また・目的別に利用できる

　　衛星携帯電話と通常の携帯電話が両方使用できる端末の開発などが進められてい

　　る。

1．5．4　市場規模動向

　　　市場規模は、サービスが始まっていない今、統計的な予想はできないが、日本

　　での想定ユーザ数は、数10万程度と想定されている。
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1、6　VICS（Vehicle　lnformation　and　Communication　System）

1．6．1　イメージと応用例

　　　VICS（道路交通情報通信システム）は、ドライバーに道路交通情報をリアルタイ

　　ムに提供することを特徴としたシステムである。

　　　高速道路の路側に設置した電波ビーコン（電波発信信号搭）から送信されたVI

　　CS情報は、走行中の車の車載機で受信される。受信された道路交通情報は、Vl

　　CS対応のカーナビゲーション等に「地図表示型」、「簡易図形表示型」、r文字

　　表示型』の3種類のスタイルで処理される。

爵
　　図1，9 幅VICSシステムのイメージ図

1．6．2　制度、技術諸元

表1．12VICSの技術的条件

送信機　　　　　　　　受信機

用途 交通情報データ伝送

変調方式 二重変調

データ：GMSK★、位置検出：AM

周波数範囲 2，499．7MHz

送信帯域幅 85kHz

伝送速度 GMSK：64kbps・AMllkHz方形波

送信出力 10mW（10dBm）×2

アンテ

ナ利得

送信 7dBi

受信 2dBi程度

給電損
失

送信 3dB

受信

使用環境 屋外 車内

通信距離 90m
キャリア検出レペル 一65Bm

＊GMSK：Guassian　filtered　Minimum　Shift　Keying

1．6．3　市場分野及び用途の動向

　　　VICSは、その用途より屋外での使用を前提としている。主な市場分野は、道路・

　　交通・車両分野である。VICSで受信可能な情報としては、①渋滞情報・渋滞時間、

　　②所要時間情報、主要地点間の所要時間、③交通障害情報（事故、工事等）・交

30一



通規制情報、④駐車場情報（満車・空車状態）等がある。

　今後、家庭、オフィス等での「交通関連情報の提供』や目的地でのr目的地情

報の提供』については、サービス内容の充実を行いつつ順次拡大されていくと考

えられる。

　オンデマンドに対応した車載機等への情報提供サービスについては、21世紀

初頭までの実用化を目途に研究開発を推進し、全国へ展開される予定である。

1．6．4　市場規模動向

　　　VICSは、ITS（ロnte“igent　Transpo吐ation　Systems）の一環として推進されて

　　おり、今後も需要は高まると予測される。

unit5
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　　　図1．10　VICSユニットの出荷台数累計

　　　　　　　　　　　　　VICSセンターより（1998．7．29更新）
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　　　図1．11　カーナビの出荷台数累計

　　　　　　　　　　　　VICSセンターより（1998．9。1更新）
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1．7　諸外国の状況

　　無線LANの国際的な民間規格については、IEEE★802．11がISO鼎／IEC燃8802－11

　として規格化されている。また、移動体識別の規格では、ISO／lEC　JTCl／SC31／WG

　4が2．4GHz帯を含むRFID（Radio　Frequency　IDentification）の標準化を進めて

　いる。RF－IDは、iSO／IEC　JTCl／SC17／WG8をはじめとした、他の委員会と密接に

　絡んでおり、今後の協力体制が重要視されている。

　　　　　★IEEE：米国電気電子技術者協会（lnstitute　of　Electrical　and　Electronlcs

　　　　　　　　Engineers）

　　　　　勲ISO＝国際標準化機構（lntemational　Organization　for　Standardization）

　　　　　燃lEC：国際電気標準会議（Intemational　Electrotechnical　Commission）

1．7．12，4GHz帯無線LANの状況

　　（1）周波数帯域

　　　　各国における無線LANシステム等の使用周波数帯域を図1．14に示す。

2，446、5

2，445

i…iii鱒i鎌iiiii
2．48

ii鐵鱗i鐵ii…i 2，475

2，471＝＝：

i…i謹灘iii
2，497 ［MHzl

　　　　　　　　　　　　＊：フランス、スペインを除く

図1．12　各国の使用周波数帯域

（2）FHSS（Frequency　Hopping　Spread　Spectrum）方式の比較

　　FHSS（10r2Mbps）の場合の周波数配置は、次表のとおり。

　　　　　　　表1．13　1SO／匿EC8802－11のFHSS周波数配置

国（地域） チャンネル

　番号★

ホッピング

シーケンス

動作チャンネル中

心周波数数

北米、欧州（除く、仏、西） 2－80 26 79

日本 73－95 4 23

スペイン 47－73 9 27

フランス 48－82 11 35

★チャンネル番号：周波数下二桁をチャンネル番号と定義（1MHz間隔）

（3）DSSS（Direct　Sequence　Spread　Spectrum）方式の比較

　　DSSS（10r2Mbps）の場合の使用可能なチャンネルは、次表のとおり。
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表1．14　1SO／IEC8802－11のDSSS周波数配置

国（地域） チャンネル数

北米 11

欧州（除く、仏、西） 13

日本 1

スペイン 2

フランス 4

（4）送信電力の比較

　　送信電力は、ISO／IEC8802－11では特に規定されていないが、各国の規定に従

　うことになっている。各国の送信電力規定は次表のとおり。

　　　　　　　　　　　表1，15　各国の送信電力値

国（地域） 規定 備考

米国（FCC） 総電力1W 総電力で規定

欧州（ETS1） FHSS　l100mW10，1MHz

Other：10mWIMHz

密度電力で規定

日本（電波法） 10mWIMHz
（理論的には260mW）

密度電力で規定

（5）10Mbps機器への対応

　　1EEE802．11では、現在2．4GHz帯を想定した10Mbps程度の高速無線LAN

　の標準化作業が’99年末完了の目標で進められている（参考資料3）。しかし、

　当該技術は、32Mcpsの拡散クロックを使用するため、日本では適応できず、1

　6Mcpsに拡散を抑えた5Mbpsまでの伝送レートとなっている。一方、日本では、

　独立な情報信号に対し、同一の拡散符号によりスペクトル拡散変調し、かつ、

　搬送波周波数を情報伝送速度で規定される量の整数倍だけ互いに離して同時送

　信を行う方式（CFO－SSMAl　The　carrier　frequency　offset　spread　spectrum

　multiple　access）の開発が行われている。本方式を適用することにより、26M

　Hz帯域幅内で2MbpsのDS信号を5チャネル分多重化して伝送速度10Mbps

　を実現する機器が登場している。

1．7．2　RF－iDの状況

　　　　現在、I　S　Oでは、参考資料4にあるように、R　F－l　Dの運用周波数帯とし

　　　て135kHz，13．56MHz，2．45GHz及び5．8GHzの4周波数が決定され、標準化作業

　　　が進められつつある。

　　　　現在、審議の中心は同じI　S　Mバンド13．56M　H　zの周波数を使用するR

　　　F－I　Dの標準化となっている。

　　　　基本的には、本会議が召集されての全体会議がまだ第2回を経過した時点であ
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り、各l　S　O／WGの審議の進捗状況にも大きな変化はない。いずれにしても1

999年中は13．56M　H　zの周波数を使用するものの審議がなされ、その後

に2．4G　H　z帯の審議が開始されるものと予測され、2000年末に標準化

（案）の取りまとめが行われるものと考えられる。

1．7．3　米国連邦通信委員会（FCC：Federal　Communications　Commisslon）の状況

　　　米国においては、FCC　part15．247項（周波数拡散装置）、15．245項（電界撹乱検

　　知装置）及び15．249項（その他）に2．4GHz帯を含むISMバンドのデータ通信の技

　　術的条件についての規定が記述されている。米国のRF－IDは構成によって、15．2

　　47項、15，249項あるいは15．245項を適応した機器が存在する。表1．16にその

　　規定（2．4GHz帯のみ）の主な点を示す。
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表1．16FCCの主な規定

DS無線LAN FH無線LAN RF一旧等

FCC項目 15，247 15，245／15，249

変調方式 DSおよびFH（同変調方式のRF－IDも適用される） 規定なし

周波数領域 2，400－2，483。5MHz （電界撹乱検知装置の場合は2，435－2，465MHz）

放射強度 ・1W以下であること。（尖頭画 ・3mの2目誰こおいて50m励n以

・6d日以上の指向断Il得を有する送1言アンテナを用いる場合1よ6dB 下であること。

を超える分だけ小さくすること。 ただし2地点措　　　　　≡ ・電界撹甜一よ3m
の場合1コよ倒日を超える分について3dBあたり1dB減少させること。 の距離こおいて500酷伽以下

o 一般大衆がFCCで定めたガ扉ドラインに規定した値を超える無線 であること。

周波エネルギーの撰，磯ナること力瓶欄こ十分保護すること。

周波数あた ・いかなる3klセ帯域においても8

りの放射強度 dBm以下であること。

スプリアス ・使用している周皮数帯域以外の周波数糊こおいて1よ帯域1副）いずれ ・高講皮の電界強虜よ3m離れ

の1（魍セ纐画識、ても、最大出力を含んで覧、る10αdセの帯域幅 た点で5㏄1μ）m以下であるこ

よりも20dB以上低いこと。 と。

・15鋤1）に規定した領限静或で舗直ま1520のの一般妨害 ・電界撹甜剣鰯搬の場
詐翻齪鏡慶していること。 合1よ1，6巾醐m以下であること。

・高講皮を除き、範酬の周疲数

においては、基嘱鳳り50dB減

衰しているカ￥15雌）酬投

妨灘で減衰しているかい
ずれカvj喧い値を満足しているこ

と。

その他の ・∈dBの帯域励沙なくとも50 ・ホッブチャンネル幅よ最低25KH

技術的条件 αqセ以上であること。 Zまたは、ホッピングチャンネルの2

・処騨鳳逆拡散魑時こ何d αiB纐爵7）いずiれ力広」り司波数だ

Bの㎝比を改善できる力止 け離れているホッピングチャンネル

いう上りば1αIB以上であるこ 搬送周波数を持っていること。ホッ

と。（一　・　　　鳳 ピングチャンネルの選閃調以無作

又はCWジャムマージ巧封こ 為抽出順序から得られだ順番でホッ

より誌則ず筍 ピングすること。各チャンネ川よ

隠FHの複合の場臼よ17d 平韓泊勺に等しく荊用しなけ：ればなら

B以上の処理利得を持つこと なし㌔

・75以上のホッピンク周波数を使

用すること。

・ホッピングチャンネルの貌OdB

帯域幅を1MHzとする，

・任意の周皮数を占有する平均時間

は30秒間につきα4秒を超えないこ

と。

注1）　64個所の制限周波数領域が定められている。たとえば、2。4GHz帯に近いところでは、2，

　200。2，300MHz、2，310－2，3gOMHz、2，483．5－2，500MHz、2，655－2，900MHzなどがある。詳細

　はFCC本文参照。
注2）　一般妨害許容値は、FCC15．206において各周波数帯により表1，17のように定められて

　いる。
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表1．17一般妨害許容値

周波数（MHz） 許容電界強度 測定距離（m）

（μVlm）

0，009－0，490 2400／F（kHz） 300

0，490－1，705 24000／F（kHz） 30

1，705－30 30 30

30－88 100 3
88－216 150 3
216－960 200 3
960を超えて 500 3

　米国においても、技術の進歩と産業界からの要望に伴い、逐次改正を行っている。

たとえば、処理利得についてはCWジャムマージン法のような実際の理論処理利得

値によらず実際の雑音除去能力を測定する方法が追加された（FCC97－114）。

1．7，4　欧州電気通信標準化機構（ETSI：European　Telecommunications　Standards　ln

　　　stitute）の状況

　　　ヨーロッパにおいては、ETSI300328に2．4GHz　ISM－Bandのデータ通信につ

　　いて規定されている。このETSl300328は1996年11月に制定され、1997年7

　　月に若干改訂されている。表1．18にその規定の主な点を示す。
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表1．18　ETSl300328の主な規定

項目 DSSSとその他　　　　　　　　　　　　FHSS

変調方式 DSSSおよびFHSS

周波数領域 2，400－2，483．5MHz

伝送レート 250kbps以上

放射強度 100mW（EIRP）以下

瞬間最大電

力密度

10mWIMHz（eirp）以下 100mW！100kHz（eirp）以下

周波数幅 チャネル幅は一30dBm1100kHz（eirp）以上の帯域。

スプリアス 送信狭帯域スプリアス

周波数 送信時 スタンバイ時

30MHz～1GHz 一36dBm 一57dBm

1GHz～12．75GHz 一30dBm 一47dBm

1．8～1．9GHz、5．15～5．3GHz 一47dBm ・47dBm

送信広帯域スブリアス

周波数 送信時 スタンバイ時

30MHz～1GHz 一86dBm！Hz 一107dBm1Hz

1GHz～12．75GHz 一80dBm1Hz 一97dBm！Hz

1．8～1．9GHz、5，15～5．3GHz 一97dBm1Hz 一97dBm／Hz

受信狭帯域スプリアス

周波数 受信時

30MHz～1GHz 一57dBm

1GHz～12．75GHz 一47dBm

受信広帯域スプリアス

周波数 受信時

30MHz～1GHz 一107dBm1Hz

1GHz～12．75GHz 一97dBm／Hz

条件 ・DSSSを含むFHSSの規格

に合わないSS。

されたホッピング粒置縦

・チャネノUま20以上あること。チャ荊レとはオー

バ←ラップしない周波数チャネルまたはピ」クパワ

ーから2αオB低以直て5則定した周1皮数帯域幅で分離

・侮鯛鎌占有する時問まα4繍瓢、
こと。

・1ホッブの時間とチャネル数の4倍以内に全でのチ

ャネルを使用すること。
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2　小電力無線局の高度化に対する要求条件

　2，4GHz帯の小電力無線局の高度化利用に関して実施されたアンケート結果を基に要

求条件を明らかにする。このアンケートは企業サイドからのシステムの高度化に対する

意見を調査し、現実的な二一ズを明確にすることを目的として行われた。（参考資料5）

2．1小電力データ通信システムの高度化に関する二一ズ

　2．1．1無線システムの高速化への対応

　　有線系の通信速度の高速化に対応し無線システムヘの通信速度の高速化の要求

　は益々強くなっている。とくにコンピュータのCPU能力の高速化とコンテンツの

　大容量化が進むにつれて無線通信と言えども通信速度の高速化が非常に重要にな

　　っている。現在では2Mbps程度が2．4GHz帯無線L　A　Nの実用化の主体であるが，

　現行規格内でも10～11Mbps程度の高速化が実現しており，従来の電話系の数十K

　bps程度の低速の通信システムでは実現が難しかった多くの用途で今後多様な利

　用が考えられる。

　　　しかしながら，有線系のネットワークは既にギガビットオーダーの領域に到達

　　しており、このような高速通信系の中で通信する情報の多くはマルチメディア等

　　に対応したより大容量のコンテンツが大半を占める。

　　　このような状況から、有線系・無線系を意識することなくデータアクセスにお

　　いてストレスのない快適な環境が実現できることが望まれており、より高速のシ

　　ステム（例えば25Mbps以上）の要求についても、以下のような用途での対応が

　　求められている。

　　　①高速で多彩なマルチメディアサービスを提供

　　　②　基地局と複数の端末局から構成され、各端末がMPEG2（約6Mbps）等を利

　　　　用

　　　③　ATMバックボーンとの本格的接続

④

⑤

⑥

ニュースを売店で買うイメージで短時間に高容量データを伝送

100Baseイーサーネットの無線接続

lEEE1394の無線接続

　⑦家庭内機器の無線接続（ホームリンク）

　　　T　V、電話、パーソナルコンピュータ等の通信／放送接続、部屋内および

　　部屋間接続、機器間接続

　これらの二一ズは必ずしも2．4GHz帯に限ったものではないが、低コスト化へ

の要求や現状の実現可能性などを考慮すると2．4GHz帯でこのような高速のシス

テムを実現する可能性を持たせることは有益であると考えられる。

　どの程度高速化が可能であるかについては、現段階において高速化への要求が
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日々増大することからこれを定めることは困難であるが、数100kbpsから10数M

bps程度を基本としつつ10数Mbps以上の伝送容量を確保するため、広い周波数

帯域の確保、S　S方式の拡散率の制限緩和及びS　S方式のほか多様な伝送方式の採

用等が望まれている。

2．1．2　マルチメディア通信

　①のマルチメディア通信の中では大容量のコンテンツとして画像情報が挙げら

れ、特にFAの分野での利用が期待されている。

以下に幾つかの応用例を示す。

　ア．建築用クレーン用モニタシステム

　　　建築用クレーンの先端に取り付けると高層ビル、煙突、コンビナートのタン

　　ク等人命に危険のある高層建築物の状態確認ができる。

　イ．天井走行式マニピュレータ用モニタシステム

　　　栽培プラントの天井走行式マニピュレータに取り付けると、植物の生育状態

　　を確認して、テレコントロールで施肥、灌水、薬剤散布、出荷作業を行ったり、

　　画像処理装置と組み合わせて自動化を行うこともできる。また、天井走行式マ

　　ニピュレータほどの設備としなくても天井に電動ズームレンズ付きカメラを

　　旋回台と一緒に取り付けることで植物の生育状態を事務所で確認することが

　　できるようになる。

　ウ。自動搬送車用モニタシステム

　　　自動搬送車は、その使用形態から無線化が必須であった。これまでは、テレ

　　　コントロールなど制御信号だけを無線化していたが、画像伝送装置を取り付け

　　ることで、事務所にいながらにして自動搬送車の走行領域内を画像で確認でき

　　るようになる。この使い方ができると、これまで単に荷物の運搬だけに使われ

　　ていた自動搬送車の機能が広がり、搬送後の荷物の確認や、生産ラインの稼働

　　状況、機器の動作状況などを搬送の合間に画像で確認できる。いわば自動走行

　　画像確認システムとなる。

　エ．特殊な場所で利用するモニタシステム

　　　化学プラントなどで電気的、機械的に問題は無いが人命に危険がある場所で、

　　　目視確認をしたいが現状ではそれができない場所、または建築中の物件や工事

　　現場の視察等、有線で固定設置するほどではないが時々状況を画像で確認した

　　　い場所で用いるモニタシステムヘの利用が期待できる。

2．1．3　無線ホームリンク

　⑦の家庭内機器の無線接続（ホームリンク）においては、HomeRFやパーソナルコ

　ンピュータの周辺機器の接続手段としてのシステムが外国で検討されている。これ
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らのシステムは個人で購入して利用されることが多く、隣の部屋で使われたり、携

帯電話のようにすぐ側で使われたりするためF　A用機器に比べて混信によるトラ

ブルを発生する可能性が高くなることが予想される。

　従って、現在の2．4GHz帯無線LANで使用できる周波数帯では端末収容能力が

低いため、複数チャンネルが設定できる環境を整備しておくことも必要である。こ

のような観点からは利用可能帯域の拡大が望まれる。

2．2小電カデータ通信システムの制限の緩和に関する要求

　2．2．1　変調方式の制限の緩和について

　　　2．4GHz帯の小電力無線および移動体識別装置には、それぞれ変調方式が規定さ

　　れている。例えば小電力データ通信システムは、SS方式であることが条件であり、

　　また移動体識別システムにおいては対象となる電波の型式が規定されている。

　　　現在2．4GHz帯はISO／IEC8802．11の無線LANなどのS　Sシステムが世界的規

　　模で利用されようとしているような状況であるが、より有効に2。4GHz帯を利用す

　　るにはSS方式のほかシステムの要求に適した変調方式を選択できる可能性を持

　　たせて設計の自由度を高めることが望ましいと考えられる。

　　　さらに2．4GHz帯がISMバンドであると言う特殊性を考慮し、他の周波数帯で

　　は難しい自由度の高い無線周波数帯域が確保されることにより、より安価で、より

　　ユーザー二一ズを満足できる製品の開発が促進されるものと予想される。

2．2．2　拡散率の制限の緩和について

　現行の小電カデータ通信システムは、拡散率が10以上と規定されている。この制

限により今後新たな国際的な規格が現われた場合などに対応することができない

ことが予想される．特にデファクト標準に対しては国際標準よりもその制定速度が

早く、これに対応して国内の関係諸規定を変更することも困難が予想される。

　現在、畦EEE802．11において、無線LANの新たな仕様を99年末の承認を目標に

作業中であり、拡散率はr8』前後になる見込みである。

　このため拡散率に関する制限を緩和することが望まれている．ただし、拡散率の

制限の必要性を含めて、SSの場合に他のシステムとの周波数共用可能な範囲で拡

散率をどの程度まで低減すべきかについても検討する必要がある。

2．2．3　チャネルセパレーションの設定について

　2．4GHz帯の無線システムを考えるとき、約100MHzにわたる帯域をどのように

使い分けるかについて周波数の有効利用の観点からチャネルを設定すべきか、否か

か、もし、チャネルを設定する場合どのように区分すべきかを検討する必要がある。

　今後の高速化や高機能化二一ズヘの対応を図るためには、SS方式のほか、多様
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な伝送方式、変調方式及び伝送速度を可能とすることが望まれており、画一的なチ

ャネル設定をしないことが望ましい。周波数資源の有効利用及び多様な伝送方式等

の採用の観点からのチャネルセパレーションの検討については第4章において行

うこととした。

2．3　諸外国の無線L　A　Nシステムの導入の要望について

　　2．4GHz帯はISMバンドとして世界的に共通性の高い帯域である。この2．4GHz帯

　を用いた無線システムは既に幾つかのシステムが利用されているが、1998年頃から

　無線LANやコンピュータの周辺機器の接続システムなどの分野において世界的な共

　用性を特徴とする新しいシステムの開発が活発に行われるにようになった。

　　現在、国内のOA用無線LANの大半が外国で開発された製品である。従来は各社

　独自のプロトコルを用いていたため相互に通信することはできなかった。しかしなが

　ら無線LANの場合、端末機器は移動が容易なため相互接続性については以前から強

　く望まれていた。このため相互接続性を考慮した代表的な無線LANとして

　ISOIIEC8802．11が開発され、‘98年5月に承認された。このシステム仕様を開発し

　た米国IEEE（The　lnstitute　of　Electrical　and　Electronics　Engineers）ではより高速化を

　目指した新たな仕様を現在審議中である。この新しい仕様に基づく製品も今後日本に

　導入される可能性は高いと予想される。

　　また、家庭内のネットワーク化の市場はインターネットや情報家電機器の普及と相

　まって今後大きな市場となることが予想されている。

　米国においては複数のパーソナルコンピュータを持つ家庭が増えており、またインタ

　ーネットの利用も急増している。このため複数のパーソナルコンピュータを接続して

　ネットワーク化する動きも活発である。有線配線の煩わしさから無線によるネットワ

　ーク化の二一ズも高まったが、無線機器が高価であったり十分な通信速度を確保でき

　ていなかったため、あまり普及していなかった。

　　更に、近年のパーソナルコンピュータの小型・軽量化とビジネスにおける道具とし

　ての必要性の高まりにより、国内だけでなく外国への出張においてもパーソナルコン

　ピュータを携帯することは珍しいことではなくなってきた。また、携帯性や操作性の

　向上のためにパーソナルコンピュータの周辺機器のコードレス化は強いユーザー二

　一ズの1つでもある。
　　以上のような諸外国の新しい無線システムの開発状況を考えると、このような機器

　が、国内で利用される機会は今後高まるであろうと予想される。携帯電話の場合と同

　じように国際的な規格の調和を可能にする環境の整備が強く望まれている。

2．4　移動体識別システムに関する要求条件
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　移動体識別は、FA分野での応用から始まったが、92年に特定小電力移動体識別装

置が制度化されて以来、駐車場管理、入退出管理、物流管理などの分野への利用が広

まっており高周波デバイスの低廉化に伴いシステムコストの低下で、市場は毎年10

～20％の成長を続けている。しかしながら、この移動体識別の市場が広がるとともに、

混信などのトラブルが多少発生している。

　このような問題は、今後ますます増加するものと危惧されており早期の改善が期待

されている。

　このようなトラブルの原因の一つに移動体識別の周波数が固定のものとして登

録・管理されていることが挙げられる。

　例えば、ある場所で移動体識別を導入したが、エリアの拡大のため新たにシステム

を増設したり、他のシステムを併設しようとする場合、変更申請なしで簡単にチャネ

ルを変更することが出来ないため、混信が避けられない状況にある。

　このような問題を解決するためには、周波数が固定しないで、定められたバンドの

中で設定・変更可能な柔軟性のある内容に変更することが望まれている。
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3　システム間の共用条件

3．1概説
　　現在、2．4GHz帯のI　S　Mバンドを使用している機器は、無線L　A　Nを代表とする小電カ

　　データ通信システム、電子レンジを代表するI　S　M機器、無線タグを使った移動体識別装置、

　　V　l　C　Sとアマチュア無線で、各システムは多少の周波数の重複はあるものの用途別に周波

　数帯を分けて運用している。しかし、第1章、第2章の需要動向、高度化の二一ズから明ら

　　かなように各システムに割り当てられた現在の帯域幅ではこれらに対応することが困難で

　　ある。さらに、M　S　Sが今後この帯域を使う予定であることも考慮し、現在の用途別の帯域

　制限を見直し各システムの要求を満足するための共用化策を検討する。

　　同一周波数帯域内で周波数を共用する方法として、①空間離隔、②時間離隔、③周波数離

　隔、④コード分割があげられる。しかし、無線仕様や動作条件の異なるシステム間で②時間

　離隔、③周波数離隔、④コード分割を実施するのは極めて困難である。そのため、①空間離

　　隔によってシステム間分離を図る方法を主体に検討を進めるものとする。つまり、各システ

　　ムの無線局間の距離を確保することで相互の干渉を避けることができ、かつ、その距離が実

　　際の運用上で実現可能な長さであれば、共用可能と判断できる。

3．2　検討手順

　　　l　S　Mバンドで周波数を共用する可能性のある機器の標準モデルを想定し、各モデル間の

　　与干渉・被干渉距離の計算を行い、共用化の検討材料とする。

　（1）モデル化

　　各システム内でも多くの機種があり、それらすべてに対して検討を加えるのは困難である。

　　そこで、表3．1に示すように各システムごとにモデルを想定し、モデル間での干渉を検討す

　　るものとした。各モデルの詳細諸元は参考資料6に示す。

表3．1モデル化
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

小電カデータ
通信システム

高速無線LAN

　　DS

中速無線LAN

　　DS

中速無線LAN

　FH

中速モデム

　　DS

低速モデム

　　DS
I　S　M機器 家庭用電子レ

ンジ

業務用電子レ
ンジ

医療器 加熱器 一

移動体識別装
置

構内無線局 特定小電力 一 一 一

アマチュア無
線

音声、中継局 音声、固定局 音声、固定局 映像、固定局 一

M　S　S 衛星局 端末局 一 一 一

V　I　C　S 路上局 車載局 一 一 一

（2）与干渉電力の想定

　システムモデルごとの送信電力およびアンテナ利得からE　l　R　Pを想定する。たとえば、

　アンテナ利得10dBi、給電線損失2dBのとき、送信機のアンテナ端子で30dBmであれば、

　E　l　R　Pは38dBmとなる。

（3）耐干渉入力の想定

　システムモデルごとに標準通信モデルを想定し、その状態での受信入力を計算する。この
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標準受信入力からジャミングマージン分下げたレベルを耐干渉入力とする。ジャミングマー

ジンは各モデルごとに想定する。耐干渉入力はアンテナ利得を含めた絶対値（dBm）で表現す

る。たとえば、アンテナ利得10dBi、給電線損失2dBのとき、受信機のアンテナ端子で一

80dBmであれば、耐干渉入力は一88dBmとなる。
　なお、アマチュア無線のように通信距離が不定の場合は標準受信入力を想定できないので、

受信機内部雑音や外部雑音から想定される最高受信感度を耐干渉入力とする。

（4）伝搬損失モデルの想定
　　各システムごとに適当な伝搬損失モデルを想定する。伝搬環境が同一であれば・原則的に

　は希望波および干渉波の伝搬損失モデルは同一とする。

　　　①自由空間損失　　自由空間として計算
　　　②　奥村カーブ・秦式　　　開放地、郊外、都市（大、中小）で、1km以上のとき

　　　③　n乗　　　　　　　屋内のとき。nは3．5程度
　　また、コンクリート壁の損失は、壁1枚あたり一17dBとする。

（5）干渉条件
　　小電力データ通信システムのS　S変調波は他システムにとって疑似雑音であり、他システ

　ムの狭帯域変調波は小電カデータ通信システムで逆拡散されるので疑似雑音として扱える。

　したがって、干渉レベルの計算は白色雑音として扱うものとする。

　　干渉波の送信帯域幅より希望波の受信帯域幅が広い場合は、干渉波のE　I　R　Pが干渉電力

　となる。逆に、干渉波の送信帯域幅より希望波の受信帯域幅が狭い場合は、干渉電力を次の

　式で計算する。

　　　干渉電力＝干渉波のE　l　R　P×希望波受信帯域幅／干渉波占有周波数帯幅

（6）与・被干渉の計算
　　E　I　R　P、耐干渉電力（絶対値）および送受信帯域幅が分かれば、適当な伝搬モデルを想定

　して伝搬損失を計算するだけで干渉の有無あるいは被干渉距離を計算することができる。

（7）干渉実験による確認

　　想定条件の正確性を検証するため、小電カデータ通信システムおよび電子レンジから、移

　動体識別装置への干渉特性を電波暗室内で測定した。

3．3　干渉距離の計算結果

　（1）干渉距離

　　　想定したモデルシステムとその動作条件（ただし、使用周波数帯が同一であると仮定してい

　　る。）によって計算した干渉距離を表3．2に示す。又、詳細な計算結果は、参考資料6に示す。

　　なお、この表の小電力データ通信システムは次の理由でモデル2（D　S）および3（F　H）に限定

　　した。

　　　　　①モデル1は全帯域を使用するが総空中線電力はモデル2と同一なので、モデル2

　　　　　　で代表できる。

　　　　　②　モデル4および5は帯域が狭く総空中線電力はモデル2より小さいので、モデル

　　　　　　2で代表できる。
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表3．2干渉距離と2．4GHz帯周波数共用条件の検討

被干渉 小電力データ通信システム 移動体識別 アマチュア無線 M　S　S V　I　C　S

与干渉 モデル2（DS） モデル3（FH） モデル1，2 モデル1～4 モデル2（端末） モデル2（車載）

モデ 一 15m 37m 432～1943m 81～430m 14m

小電力 ル2 共用可

データ （D　S） 面配置条件 面配置条件 共用条件 共用条件 共用条件 （個別割当）

通信 モデ 58m 一 76m 柔32～1943m 170～890m 14m

システ ル3 共用可

ム （F　H） 面配置条件 面配置条件 共用条件 共用条件 共用条件 （個別割当）

移動体 モデ 42～112m 42～112m 167～478m 291～22km 一 53～142m

識　別 ル1，2 面配置条件 共用可 共用可 共用可

装　置 共用条件 共用条件 （共用中） （共用中） （個別割当） （個別割当）

アマチ モデ 256m 256m　， 1．Ok～2．2km 210～600m 一

チュア ル1 （共用中） 許可条件 共用可 共用可

無線 ～4 共用条件 共用条件 共用条件 （個別割当） （個別割当）

M　S　S モデ 干渉レペル以下 干渉レ殉似下 一

ル2 共用可

（端末） 共用可 共用可 （個別割当）

モデ 36m 36m 117m

VICS ル2 共用可 共用可 共用可

（車載） （個別割当） （個別割当） （個別割当）

l　S　M 　　一モ7 1，8k～2．1k 1．8k～2．1k 5。5k～7．1k
ル1，2 m m m
（電子 共用条件

レンジ） 共用条件 共用条件1 （共用中）

注：干渉距離は、使用周波数帯が同一であると仮定して計算している。

　（2）共用の可否の判断

　　　小電力データ通信システムや移動体識別装置は主として構内で使用するものであるので、

　　干渉距離が構内の大きさより短い場合は空間離隔することによって共用可能と判断する。ま

　　た、これまで共用してきたシステム、たとえば移動体識別装置とアマチュア無線などは今後

　　とも共用可能と考えるのが妥当である。当然、同一システムどうしは共用を前提に構築され

　　ているので、改めて共用条件を考える必要はない。

　　　さて、一般的な構内の大きさを明確にすることは困難であるが、数10m以内の干渉距離で

　　あれば、多くの場合は空間離隔が可能と思われる。しかし、用途の異なるシステム間におい

　　ては、必ずしも干渉距離だけでは共用できないものもあり得る。たとえば、小電力データ通

　　信システムと移動体識別装置は、同一構内で近接して運用されることも考えられる。そのた

　　め、表中のr共用条件」とかかれている部分（網掛けの部分）は、空間離隔だけではなく、そ

　　れ以外の共用条件の検討および干渉対策が必要である。とくに、使用周波数を拡張した小電

　　力データ通信システムが与干渉側となる場合は、小電カデータ通信システム側で干渉対策を

　　考慮する必要がある。

3．4　確認実験
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3．4．1　実験の目的及び方法

　　使用周波数帯を拡張した場合の小電カデータ通信システム並びにl　S　M機器が移動体識別に

　与える干渉を測定し、計算による干渉距離等の妥当性について確認するための実験を行った。

　　実験の方法は、電波暗室内に移動体識別装置及び干渉源を設置し、干渉レベル及び干渉方向を

　変化させ、6種類の移動体識別装置について動作の正常・異常の確認を行った。その詳細につい

　ては、参考資料7に示す。

　　なお、今回の実験においては、F　H方式から移動体識別装置への送信タイミングが機種ごとに

　異なるため、定量的な評価が困難であると考えられる。従って・F　H方式については・ホッピン

　グを停止した状態で移動体識別装置に対する干渉を与えた最悪値をD　S方式の測定結果から算

　出して評価できるため、F　H方式の装置を用いた実験は実施していない。

3．4．2　実験の結果

　（1）小電カデータ通信システムからの干渉

　　　小電カデータ通信システムから移動体識別装置への干渉距離については、実験値と計算

　　値がほぼ一致しており、想定条件及び計算過程が妥当であると考えられる。また、移動体

　　識別装置側については、一部のものを除き正面以外の干渉の場合は、アンテナの指向性に

　　より、干渉を受けにくく、アンテナ利得が10dB程度のものにあっては、指向性による干渉

　　レベルに20dB程度の差が生じている。

　　　　　　　　　　　表3．3無線L　A　N（SG）に関する実験結果

移動体識別装置の条件

送信

出力

通信

距離

干渉距離換算値 備考

正面 側面 背面

A社 10mW 2m 69m 79m 69m

計算値
（D　S）

37m

B社 10mW 2m 17m 5m 6m一
5m 44m 一 一

C社 10mW 2m 19m 5m 5m
5m 61m 一 一

D社 3mW 2m 84m 23m 11m
E社 10mW 3m 50m 一 一

F社 300mW 0，7m 6m 5m 6m

（2）I　S　M機器からの干渉

　　l　S　M機器の代表として電子レンジを実験に用いたが、それからの干渉距離は、計算値

　に比べ実験値の方が大幅に短く、想定条件及び計算過程について、現実より厳しい条件で

　計算していると考えられる。これは、電子レンジの輻射電力が想定条件より低いことが起

　因していると考えられる。

　　電子レンジと移動体識別装置については、現在、特段支障無く共用していることから、

　多くの場合の干渉距離は、実験値である数m～数十m程度と考えるのが妥当である。
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表3．4電子レンジに関する実験結果

移動体識別装置の条件

送信

出力

通信

距離

電子レンジ（正面） 備考

4m 8m
A社 10mW 2m × ×

計算値

5．5k

　～
7．1km

B社 10mW 2m 一 一

5m △ 一

C社 10mW 2m 一 一

5m △ △

D社 3mW 2m 一 △

E社 10mW 3m 一 △

F社 300mW 0．7m ○ ○

＝未実施、O：干渉なし、△：エラー有り、×：通信不可

3，5　小電カデータ通信システムと他システム間の共用化条件の検討

　　小電カデータ通信システムと他システム間との共用化条件の検討について以下に示す。なお、

　それぞれの詳細な検討については、参考資料8に示す。

3，5．1対小電カデータ通信システム

　　無線L　A　Nシステムはランダム送信であるが、画像伝送などは、連続送信である。また、

　変調方式や伝送速度、拡散コードなどが個々に異なることから、時間離隔、コード分割は困

　難であり、空間離隔あるいは周波数離隔で対応することが適当と考えられる。

3．5．2対ISM機器
　　I　S　M機器は通信装置ではなく、高周波エネルギーを利用するための装置であり、一般的

　な通信装置と同様に検討することは適当ではないと考えられることから、距離による空間離

　隔とすることが適当と考えられる。

3．5．3　対移動体識別装置

　　移動体識別装置については、使用周波数を拡張した場合の小電力データ通信システムと周

　波数帯が重なることから、空間離隔、周波数離隔によることとし、干渉距離内における他装

　置の配置にあたっては、干渉についての対策をとることが適当と考えられる。

　　なお、干渉対策についての検討は、以下のとおり。

　（1）移動体識別装置への干渉対策

　　　小電カデータ通信システムから移動体識別装置への干渉距離は、おおよそ40m－80mで

　　あり、同一建物構内で運用される場合等においては、同一の運用管理者のもとで空間的な

　　周波数共用が可能となるケースが多くなると考えられる。しかし、移動体識別装置は、無

　　線局免許を有する構内無線局であるケースがあるため、保護されなければならない。

　　　小電力データ通信システムから移動体識別装置への保護の方法としては、次のような方

　　法が考えられる。

①利用者による周波数の切り替え又は電波の発射の停止が容易に出来ること。

②他の無線局から発射された電波によって生じる伝送誤りを検知した場合、当該電波の

　発射を自動的に停止する機能によること。

③　キャリアセンスした場合、当該電波の発射を自動的に停止する機能によること。
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④相関信号検出した場合、当該電波の発射を自動的に停止する機能によること。

⑤　通信相手局以外の局の識別符号を検知する機能によること。

DS FH マルチキャリア シングルキャリア

実現性 効果 海外製 実現性 効果 海外製 実現性 効果 海外製 実現性 効果 海外製

品の対 品の対 品の対 品の対

応 応 応 応

①CH変 O ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○ ○ ○ ○

更／電波

停止

②エラー O O × ○ × × ○ × ？ ○ × ？

センス機

能

③キャリ × O × × ○ × × ○ ？ ○ ○ ？

アセンス

機能

④相関セ ○ ○ × 一 一 一 一 一 一 一 一 一

ンス機能

⑤識別符 ○ × ○ ○ × ○ ○ × O ○ × O
号の送信

または受

信機能

表3．5　小電カデータ通信システムから移動体識別システムヘの保護方法の効果

○＝有／対応可　×：無／対応不可　？：不明 ：対象外

　　これらの方法の効果を表3．5に示す。この比較検討結果から①の方法を共用化のための臼

　条件とすることが望ましい。

（2）その他の干渉対策
　　さらに、移動体識別装置への干渉を極力低減するため、FH方式の空中線電力を必要最小

　限とすること及び帯域内スプリアスの規定を検討することが望ましい。

　　また、混信回避を確実とするため、民間レベルでガイドライン等の運用ルールを定め、

　民間レベルでの啓蒙活動を促進することを含めて共用条件とすることが望ましい。

3，5．4　対アマチュア無線

　　2．4G帯のアマチュア無線については、普及台数が多くないため、利用者の運用に委ねる

　ことが適当と考えられる。また、当該周波数帯のアマチュア業務は、2次業務であり、他

　の無線局に混信を与えない場合に限り運用することが可能である。

3．5．5対MSS
　　M　S　S端末機器への干渉距離は、計算上80m－900m程度であり、現在の規格による小電

　カデータ通信システムにおいては、距離による空間離隔となる。また、M　S　S端末は、主

　に屋外使用であり、小電カデータ通信システムを屋内使用に限定すれば壁の遮蔽効果が期

　待できるが、一部屋外で使用されている例もあり限定することは困難と考えられる。

　　今後、M　S　S端末機器が増加することが想定されており、将来的には、M　S　S端末機器

　との周波数離隔となる2483．5MHzを小電カデータ通信システムの周波数の範囲の上限と

　することが望ましいと考えられる。
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3．5．6対V　l　CS

　　周波数離隔であり、特段支障は無い。

3．6　移動体識別装置と他システムの共用化条件の検討

　3．6．1対i　S　M機器

　　　l　S　M機器は通信装置ではなく、高周波エネルギーを利用するための装置であり、一般

　　的な通信装置と同様に検討することは適当ではないと考えられることから、距離による空

　　間離隔とすることが適当と考えられる。

　　　なお、これまで、電子レンジと干渉した事例も報告されているが、距離や指向性を考慮

　　することにより回避されており、今後とも特段大きな支障とならないと考えられる。

3．6．2　対移動体識別装置

　　基本的には、距離又は指向性による空間離隔及び周波数離隔によると考えられる。ただ

　し、移動体識別装置には、間欠動作のものもあり、この場合は、時間離隔によることも併

　用できるものと考えられる。
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4　無線諸元の検討

4．1　検討方針

　　高度化に対する二一ズに応え、2．4GHz帯ISMバンドを利用する小電カデータ通

　信システム用無線局および移動体識別用無線局の無線設備の諸元を検討する上で、

　以下の項目を基本的な考え方とする。

　（1）周波数利用効率向上

　　　限られた周波数資源の有効利用を図らなければならない。

　（2）高度化対応

　　　高速化、大容量化、高密度化、多様化などに対応するよう検討されなければな

　　らない。

　（3）国際的標準化動向との調和

　　　2．4GHz帯を使用するシステムにおいては、可能な限り国際的な技術動向等を

　　踏まえた上検討されなければならない。

　（4）既存無線局への干渉防止

　　　他のシステムと周波数を共用することから、既存の他システムの無線局等（特

　　に免許必要局）に混信を与えないよう検討されなければならない。

　（5）ISM機器からの混信

　　　2．4GHz帯はI　S　M周波数帯であり、I　S　M機器からの混信を前提とした上で、

　　システムの技術的条件が検討されなければならない。

　（6）小電力無線設備に対応すること。

　　　現行の無線設備が、小電力無線設備の混信防止の思想に基づいて規定されてい

　　ることから、その思想ができる限り尊重されなければならない。

4．2　周波数利用に関する検討

　4．2．1小電力データ通信システムの二一ズ及び需要動向からみた所要周波数帯域幅

　　　小電力データ通信システムの二一ズ及び需要動向を考慮、同一通信エリア内に

　　ある複数の端末が同時に通信するシステムと、一つの端末がある高速のデータを

　　単独で伝送するシステムの二つのシステムで検討を行った。その詳細については、

　　参考資料9に示す。

　　（1）面的セル配置による周波数の有効利用

　　　　モバイルコンピューティングヘの対応などから、複数のセルによりサービス

　　　エリアを面的に拡張することへの期待がある。全セルでチャネルを共用するこ
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とも可能であるが、高スループットを得るためには、各セルで異なるチャネル

を使用できることが好ましい。

　前述の干渉条件より、セル半径を30mとして六角形セルを仮定すると、同

一チャネルを使用するためには次隣接以上の距離を必要とする。（ここでは、セ

ル周辺の端末が基地局から干渉を受けるとした）

　よって、理論的にはクラスターサイズ＝3のチャネル繰り返しが可能となる

が、これは最適なセル配置を仮定した場合である。よって、面的にセルを構成

するためには最低限3チャネル相当の周波数帯域が必要となる。

30旧　59m

　　　　　　　　　図4，1　3チャネルによるセル配置

（2）　1ユーザによる広帯域運用と現行帯域運用の比較

　　1ユーザによる広帯域運用した場合と現行程度の帯域で複数チャネル運用し

　た場合の得失を下表に示す。1ユーザの高速性を取るか、多数ユーザの運用を

表4．1　広帯域化と現行の比較

広帯域化 現行占有帯域幅 備　考

用　途 動画像伝送、L　A　N L　A　N、動画像伝送

チャネル数 1チャネル 4チャネル

占有帯域幅 83．5MHz 22～25MHz
伝送速度 30～40Mbpsが可能 11Mbps程度まで

製品コスト 高価

収容ユーザ数

1セル内では多数の端

末が収容可

複数セルを考慮すると

1チャネルに比べて4

倍程度多い

条件によって異

なるので、単純

比較は困難

実現性 有り 既存

注　収容ユーザ数の比較は次の方式によった。

　　　・隣接するセルには異なった周波数を割り当てる

　　　・セル形状は正方形とする

　　　・一つのセル内の端末数は同数とする

一51一



取るかは、直接の比較ができないので判断が困難である。実際には、11Mbps以

上の伝送速度を必要とするユーザ数は比較的少ないと思われる。また、L　ANの

場合は、常時大容量データ伝送をしているわけではなく、時間的にも限定される

　と思われる。したがって、F　H方式以外の方式の場合、1ユーザによる広帯域運

　用より現行帯域程度で複数チャネル運用を可能とすることが望ましい。

（3）所要周波数帯域

　①想定されるトラヒック量や動画像伝送等の高速伝送に対応し、かつ、面的

　　セル配置による周波数有効利用を図るためには、最｛邸艮現行帯域幅の3チャ

　　ネル相当の周波数帯域とすることが望ましい。

　　なお、無線L　ANシステムにおいて複数チャネルを設定し、周囲の周波数

　　利用状況に応じて自律的に周波数を選択し運用する技術が検討されており・

　　周波数を有効に利用可能とする技術として今後の導入が期待されている（参

　　考資料10）。同技術は、移動体識別システムやアマチュア無線JSM機器等

　　の他システムとの周波数共用の際にも有効に動作することが技術試験で確認

　　されているところである。

　②　高速化システムは現行規格の帯域幅で10Mbps以上を実現できるので、F

　　H方式以外の方式の場合これを積極的に利用することが望ましい。

　③ただし、ビル間伝送のような限定された用途には、2．4GHz帯でも高速化が

　　有用であるし、今後の技術の発展を阻害しないためかつ、国際的な動向に調

　　和させるためにも、83．5MHz程度の周波数帯域が必要であると考えられる。

4．2．2　r高度小電カデータ通信システム（仮称）』の制度化

　　小電カデータ通信システムの使用周波数帯について、平成4年度電技審答申で

　は、電子レンジ等からの雑音を回避する観点から、ISMバンドの高い周波数帯を

　小電カデータ通信用周波数として設定した経緯がある。

　　しかしながら、複数チャネル設定に対する二一ズ、諸外国とのハーモナイゼー

　ションに対する要望等に対応する観点から、ユーザ及びメーカが電子レンジ等の

　lSM機器からの混信を前提とするというISMバンド利用上の制約を容認し、か

　つ移動体識別システムヘの混信を最大限回避することをすることを条件として、

　小電カデータ通信システムの高度化のため、ISMバンドのより低い周波数帯も使

　用できるよう措置することができ問うと考えられる。

　　具体的には、現行小電カデータ通信システムのほかに新たにr高度小電力デー

　タ通信システム（仮称）、以下「高度システム』という。』を制度化することにより、
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高度化二一ズヘの対応、国際動向との調和を図ることが望ましい。

　なお、第3章における周波数共用条件の検討では、現行小電カデータ通信シス

テムとMSSサービスリンクとの周波数共用は可能とされているが、将来のMSS

需要増により周波数共用が困難になった場合、小電力データ通信システムを高度

小電カデータ通信システムに移行させ、高度小電カデータ通信システムのみを存

続させることについて、再度検討することが必要と考えられる。

（1）高度システム

　2，400～2，483．5MHzの周波数の電波を使用するもの

（2）現行システム：技術的条件を変更しない

　　2，471～2，497MHzの周波数の電波を使用するもの

4．2．3　移動体識別装置の周波数範囲

　　　現行規格の周波数範囲は2，427～2，470．75MHz（約43MHz幅）で、一部を重複し

　　て配置した26MHz～31MHz幅の3チャネルが割り当てられている。移動体識別

　　装置は1チャネルあたりの伝送データ量が少なく、伝送速度は32kbps程度のも

　　のが多い。そのため、多くの装置は占有周波数帯域幅が数10kHz～数100kHz程

　　度で済み、現行の周波数の範囲のままであっても将来的な需要等を満たすには十

　　分であると考えられる。なお、占有周波数帯域幅に比べて指定周波数帯幅が広い

　　のは、装置の簡略化・低価格化のために周波数変動の大きい自励発振器を開発当

　　初から採用しているためである。現在においては、水晶制御のシンセサイザによ

　　って安定化を図るとともに、簡単に周波数を変更できる構成とすることが容易と

　　考えられる。

　　　移動体識別装置は1つの装置で2ないし3チャネルを使用するので、一般には

　　空間分割で運用されてきた。移動体識別装置の性格上近接して配置されることも

　　多く、空間分割が困難な場合は指定された周波数帯域幅のなかで中心周波数を変

　　移させるという変則的な周波数分割方式を併用して対応してきた。しかし、装置

　　ごとに中心周波数が固定されているため、即応性にかけるという問題点があった。

　　それを解決するためには、使用周波数帯を固定的にチャネル分割せずに、システ

　　ムごとに自由に分割できるようにすることが望ましい。その際、あらかじめチャ

　　ネルセパレーションを指定する方法も考えられるが、移動体識別装置の伝送速度

　　や占有周波数帯幅はシステムによって異なるので、一律に規定するのは困難であ

　　る。

　　　したがって、移動体識別装置の周波数範囲は2，427～2，470．75MHzとし、その
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中で任意の2ないし3チャネルを使用できることとすることが適当と考えられ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2，450
ロドドロロロドロ　ドロロドロロコラロロロロじロロロロドドコロ　ロじドロロコドロロラロロロ　ドロロリドロロロドしロロドドし
「　　　　　　　　　　　　　　l　S　M機器（電子レンジ、医療機器等）　　　　　　　　　　　　　　1
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2，427 2，453 2，483．5 2，500

移動体識別装置　2，440MHz MSS

2，434．25 2，465．75

移動体識別装置　　2，450MHz

2，439．25 2，470．75

移動体識別装置．　2、455MHz

　　VlCS

羅7□

2，400 2，450 2，471

アマチュア無線 無線LAN（現行）

2，400 2，483，5

l　E　E　E802．11（欧米）

2，427 2，470．75 2，497

、移動体識別蒙章無分割案

2，471 2，497

高度システム案

　　　　↓

現行帯域

2，400 2，483．5

新規追加。

2，400 　　　　　　2，450

図4．2　周波数配置（案）

2，500MHz

4．3　高度システムの変調方式

　　電子レンジなどのISM機器が存在する2．4GHz帯において、数10m程度の通信エ

　リアで無線しANあるいは画像伝送などに必要な通信品質を確保するためにはS　S方

　式の採用が望ましいと思われる。一方で、マルチキャリア方式のようにSS信号と

　同様に電力密度的に拡散されている変調方式が開発されており、ISM帯でも必要十
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分な通信品質が得られる可能性がある。

　また、2．4GHz帯の二一ズは必ずしも高速大容量で、長い通信距離のもののみが必

要とされるとは限らない。そのような用途にまで構成が複雑で消費電力の大きいSS

変調方式に限定するのは、周波数有効利用の面等からも好ましくない。

　そのため、高度システムの変調方式は原則としてSS方式とし拡散率の下限を定

めるものとすることが適当である。ただし、10mW以下という限定された空中線電

力内においては、変調方式の規制を緩和し、より簡略なシングルキャリアによるデ

ジタル変調方式を採用できるようにすることが適当と考えられる。

4．4　高度システムのチャネル分割

　　　現行規格では、26MHz幅の周波数帯域を割り当てられ、かつチャネルという

　　規定がない。そのため、実際の製品の多くは、全体域を1チャネルとして使って

　　いるが、なかには適当に分割して多チャネルで使っているものもある。伝送速度

　　が2Mbpsの場合は、26MHzの全帯域を占有してしまうため、チャネルを設定す

　　ることが困難であった。

　　　ここで、2，400MHz～2，483．5MHzの高度システムのチャネル分割方法案とその

　　適否を検討した。以下の理由により、チャネルを規定しないことが望ましい。

　　　なお、詳細を参考資料11に示す。

　　①多様な変調方式、伝送速度を可能にするには、チャネルセパレーションを

　　　規定しない方が良い。

　　②　チャネルセパレーションを規定しない場合、漏洩電力が規定できない等の理

　　　由により、チャネル設定の必要性がなくなる。

　　③　チャネルを規定する場合、20Mbps以上の超高速伝送が実現困難になる。

　　④国際的な標準化の動向があり、製品の多数は、それに従った設計となること

　　　が期待でき、特段の支障は生じないものと考えられる。

　　⑤　FH方式やチャープ方式は中心周波数の概念にそぐわない。

　　　チャネル設定に関する比較検討結果を表4．2に示す。
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表4．2　チャネル設定の得失

チャネル設定あり チャネル設定なし

周波数利用効率 ・占有周波数帯幅を統一すれば効率的な

周波数配置が可能。

チャネル設定した方が効率的。

・キャリアセンスが困難。

全帯域使用可否 ・対応不可 ・対応可

既存機器との整合 ・既存機器はメーカ独自で設定してきた

のでチャネルセパレーションを

100kHz以下にする必要あり。

・現行どおり

海外規格との整合 ・チャネルセパレーション1MHzであ

れば整合性あり。

・必要であれば海外規格に合わせればよ

い。

実現性 ・伝送速度や変調方式の統一が困難なの

で、実効性を期待できない

・現行どおり

4．5　空中線電力等

4．5．1　高度システムの空中線電力

　　　SS変調方式の高度システムの空中線電力は、現行システムと同様に電力密度

　　で規定する必要がある。FH方式のように周波数が時間的に変化するものに対し

　　ては、時間的平均化した場合の空中線電力密度で規定することが望ましい。共用

　　モデルによる検討の結果、空中線電力密度が10mW／MHzであれば、他の無線

　　局に対し適当な距離を置き、かつ、混信防止機能を有することによって有害な干

　　渉を与えることなく周波数共用が可能である。

　　（1）FH－SS変調方式の場合

　　　　FH．SS変調方式は、周波数を時分割して広帯域に拡散させるS　S方式である

　　　　ことから、特定の短時間に着目した場合のピーク電力が周波数を共用する移動

　　　　体識別に対し干渉を与えないよう、その制限値に配慮することが必要である。

　　　　従って、2．4GHz帯高度小電カデータ通信システムの場合、移動体識別シス

　　　　テムと周波数を共用しないものについては、従来どおり、10mWIMHz以下、

　　　　周波数を共用する場合においては、3mW／MHz以下を制限値とすることが適当

　　　　である。
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（2）DS．SS変調方式の場合

　　DS－SS変調方式は、周波数軸上で広帯域にエネルギーを拡散させる方式であ

　ることから、移動体識別システムと周波数共用した場合でも、同システムに干

　渉を与える可能性は低い。このため、移動体識別システムと周波数を共用する

　か否かに関わらず、制限値は従来どおり10mW／MHz以下とすることが適当で

　ある。

（3）SS変調方式以外の狭帯域変調の場合

　　従来のシステムと同様、通常の空中線電力で10mW以下と規定することが

　適当である。

4．5．2

　　（1）

（2）

占有周波数帯幅

　FH－SS変調方式の場合

FH－SS変調方式の占有周波数帯幅については、諸外国で検討されているシス

テムとのハーモナイゼーションの観点から、最大83．5MHzとすることが適当

である。広い占有周波数帯幅を利用することによって、高速大容量伝送に対応

することができ、拡散率を上げることによって高信頼性によるデータ通信が可

能となる。

なお、空中線電力が3mWlMHz以下に制限されること、及び短時間にホッピ

ングしながら時分割によりごく狭い周波数を使用するシステムであることか

ら、1システムで83．5MHzを占有しても周波数利用効率の低下は押さえられ

るものと考えられる。

　DS－SS変調方式及びその他の変調方式の場合

DS－SS変調方式等の占有周波数帯幅については、83，5MHzまでの広帯域シ

ステムを認めることにより、20Mbps以上の高速データ通信をサポートするよ

う措置することも考えられるが、①周波数利用効率の低下の可能性がある広帯

域システムの実現二一ズよりも、従来程度の帯域幅で複数チャネルを設定しサ

ービスエリアを面的に拡張させる二一ズの方が大きいこと、②20数Mbps以

上の伝送速度については、5GHz帯広帯域移動アクセスシステムにおいて実現

される予定であること③現行の占有周波数帯幅でも10数Mbps程度の伝送速

度で通信することは可能であり、想定トラヒック量や動画像伝送等の高速伝送

へ対応が可能であることから、現行システム同様、最大26MHzとすることが

適当である。

57



4．5、3　電波防護指針

　　　周波数範囲を2，400～2，483．5MHzまで拡張した場合、電力密度を10mW／MHz

　　以下とした場合においても総電力は最大約260mWになる。電波防護指針として、

　　電波法施行規則第21条の3（表4．3参照）において、電界強度・磁界強度・電力束

　　密度が規定されている。空中線電力Pt・＝o。26w、空中線利得G＝2．14dB（約1，6倍）

　　とすると、距離Dニ1mの地点の電力束密度は

　　　電力束密度＝Pt×G／（4π×D2）

　　　　　　　　＝＝0．26×1．6／（4π×1）

　　　　　　　　＝0．033［Wlm21ニ0．0033【mW／m2】

　　となる。無線LANはパソコンなどに装着され、通常、人体から30cm以上の距離

　　で使用されるため、30cmの地点の電力束密度を計算すると、

　　　電力束密度（30cm）ニ0．26×1．6／（4π×0．09）

　　　　　　　　　　　＝0。37［W／m21・＝0，037【mW！cm21

　　となる。この値は防護指針の1mW／cm2以下であるので、総電力260mWは問題

　　ないものと考えられる。

　　　　　　　　　　　　表4．3　電波防護指針（抜粋）

周　波　数 電界強度 磁界強度 電力束密度 平均時間

1．5GHzを越え

300GHz以下

61，4V／m 0．163A！m l　mW／cm2 6分

注　表では電界強度・磁界強度・電力束密度の数値がそれぞれ規定されているが、

　真空中（または空気中）の電波伝搬であれば電波インピーダンスは120π［Ω1である

　ので、各数値の意味は同一であると考えられる。

4．6　高度システムの拡散率の緩和

　4．6，1拡散率緩和の比較検討

　　　S　S変調方式の利点は通信品質の面で干渉波・ノイズに強く、マルチパスフェ

　　ージングに強いということである。さらに、拡散／逆拡散を簡略化できれば、変

　　復調器の規模や消費電力を低減することができ、送信機終段も非直線増幅器が使

　　用できるので消費電力が少なくてすむ。そのため、広帯域のもの等に比べ、安価

　　にシステムを構築し、かつ、より高速伝送を可能とすることができることから、

　　大幅な利用の増加が見込まれる。

　　　低拡散率SS方式の用途としては、次のようなものがある。

　　ア　移動体識別装置　　アクティブ方式

　　イ　画像伝送　　　　　光ファイバ幹線のアクセス回線
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　　　　　　　　　災害現場、危険地帯の監視

　　　　　　　　　工事現場、工事機器の監視

ウ　高速伝送　　　　　高速テレメータシステム、研究・実験用システム

エ　位置検知　　　ローカル的な位置検知システム、自然河川流量観測用無線浮

　　　　　　　子

　また、必要最小限の周波数帯域と空中線電力を使用することによって無線シス

テム設置密度を増加させることができ、周波数の有効利用を図れることになる。

　したがって、低拡散率のメリット及び国際的動向を勘案し、高度システムのS

S拡散率は、現行システムの「10以上」から「5以上」に緩和することが望まし

い。

　ただし、低拡散率ss方式（狭帯域変調を含む）システムの利用者は、ISM機器

や他のS　S無線局からの干渉を受けやすいことをあらかじめ考慮してシステム

を構築する必要がある。

4．6．2　低拡散率S　S方式等から移動体識別装置への干渉

　　　移動体識別装置との干渉距離の計算においては小電カデータ通信システムの

　　モデル（モデル1～5）を想定して計算したが、いずれも干渉電力は1MHz幅に均

　　等に分布するものとしてきた。低拡散率SS変調方式（狭帯域変調を含む）の場合

　　はより狭い範囲に電力が集中することがあり、移動体識別装置のように等価受信

　　帯域幅が狭いシステムヘの干渉条件が異なってくる。たとえば、等価受信帯域幅

　　が32kHzとした場合、1MHzあたりの空中線電力は同じ10mWであっても、1

　　MHz幅に均等に分布した場合と32kHz以内に集中した場合を比べると、二F渉電

　　力は集中した方が約15dB（＝10×iog（32kHz／1MHz））大きくなる。しかし、FH

　　方式のような周波数が時間的に変化するS　S変調方式においては、1MHz幅に

　　均等に分布した10mWの場合より干渉電力が大きくなる。たとえば、モデル3

　　のように拡散帯域幅を26MHzとしたときは、均等に分布したときに比べて干渉

　　電力が約14dB（＝10×log26）大きくなる。この数値はほぼ同等であり、低拡散率

　　SS変調方式（狭帯域変調を含む）を許容したからといってFH方式に対し干渉条件

　　が悪化することはない。

　　　FH方式の干渉確率は時間的なもので連続する干渉にならないが、必ずある割

　　合で干渉を起こす。一方、低拡散率SS変調方式（狭帯域変調を含む）は周波数が

　　合致してしまうと連続的な干渉になってしまうが、合致しなければまったく干渉

　　にならないので、適当にチャネルを設定すれば多数の利用者が同一周波数帯を利
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用できる。時間的確率と周波数合致確率を同列に比較するのは困難だが、少なく

とも干渉条件によって低拡散率SS変調方式（狭帯域変調を含む）を疎外する理由

はないと考えるのが妥当である。

4．7　高度システムのスプリアス発射の強度の許容値

　　小電カデータ通信システムの周波数帯においては、使用周波数帯域内スプリアス

　を規定していなかったが、拡張予定の周波数帯に移動体識別装置が含まれるので・

　使用周波数帯域内スプリアスを規定しないと有効な周波数共用が困難である。占有

　周波数帯幅やチャネルセパレーションが固定であれば、隣接チャネル漏洩電力とし

　て帯域内スプリアスを規制できるが、変調方式や変調速度が固定されていない小電

　カデータ通信システムの周波数帯では、使用周波数帯域内スプリアスの規制数値を

　一律に決定できない。そこで、変調速度（シンボルレート）から帯域内スプリアス規

　定する方法を検討する。詳細は、参考資料に示す。

4．7．1　基本的考え方

　（1）帯域外スプリアスは、現行小電カデータ通信システムと同様の技術的条件を強

　　　制規格として規定することが望ましい。

　（2）周波数の有効利用及び移動体識別装置への干渉軽減を図るため、帯域内スプリ

　　アスに関する技術的条件を民間規格として規定し、かつ、帯域外スプリアスの許

　　容値と連続性を有することが望ましい。

4．7．2帯域内スプリアスに関する民間規格

　（1）スペクトルマスク

　　　帯域内スプリアスについては、図4．3に示すように、2，400MHz以上f　L以下及

　　びfu以上2，483．5MHz以下（スペクトルマスク外）の周波数帯におけるスプリアス

　　発射強度の許容値は、25μWとする事が望ましい。ここで、

　　　f。：当該電波の中心周波数

　　　R、：変調速度

　　　　　F　H方式以外の場合

　　　　　　fu：fo十（Rs×1．2）

　　　　　　fL：fo一（Rs×1，2）
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FHの場合

　f　u：最高チャネル周波数＋（R、×2×1．2）

　f　L：最低チャネル周波数一（R、×2×1．2）

　　　　　　　R、は変調速度（sps）に等しい周波数として計算する

25μW
2．5μW

25μw　l
。一一一一一願一一1

1
1
トー一噸囎一一一一

2387　　2400　　　　　　　　　f　L　　f　o　　f　u　　　　　　　　2483．52496．5MHz

　　　　　　　　　　　　図4，3スペクトラムマスク

（2）25μWの適否

　無線設備規則第7条第14項で小電カデータ通信システムのスプリアス発射の

　強度の許容値は給電線に供給される周波数毎の平均電力が、2，457MHz未満及び

2，510MHzを超える周波数帯においては、2．5μW以下、2，458MHz以上2，471MHz

未満及び2，497MHzを超え2，510MHz以下の周波数帯においては、25μW以下

　としている。この帯域外スプリアス許容値との整合を図ることが望ましい。当該

周波数帯はISMバンドであり、一般規則の100μWを採用する方法も考えられ

るが、中心周波数が周波数帯の端に位置したときに矛盾を生じるので、25μWが

妥当と考える。

4．8　高度システムのその他の無線諸元

　4．8．1　S　S方式の拡散帯域幅

　　　現行システムにおいては、現在拡散帯域幅500kHz以上と規定されており、高

　　度システムの拡散帯域幅も同様とすることが適当と考えられる。

4．8．2　F　H方式における特定周波数での滞留時間

　　FH方式の場合は平均電力の瞬間最大値が大きくなるので、ホッピングレートが

　遅くなると特定の周波数に長時間滞留してしまい、他の無線局に干渉を与えるお

　それがある。そのため、同一周波数への滞留時間を制限する必要がある。干渉の

　面からはできるだけ滞留時間が短い方が望ましいが、極端に短くするのは技術的

　に困難であるし、ホッピングパターンの同期に必要な時間の割合が多くなるので

　周波数利用効率が落ちる。そのため、国際的な技術動向も踏まえ新たに滞留時間

　を0．4秒以下と規定することが適当と考えられる。
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4．9　今後の検討課題

　　（1）OFDM方式の検討

　　　　現在、5GHz帯広帯域移動アクセスシステムや地上デジタルテレビジョン放送

　　　方式において導入が検討されているOFDM（O曲ogonal　Frequency　Division

　　　MultiPlex）方式については、高度小電カデータ通信システムにおける導入の要望

　　　の動向を踏まえつつ、今後検討することが適当である。

　　（2）狭帯域変調方式等の空中線電力の規定方法

　　　　一定の通話品質を確保し、かつ、より高速通信を可能としたいという二一ズに

　　　対応するため、狭帯域変調方式あるいは拡散率の低いS　S変調方式においても密

　　　度電力による空中線電力の規定が可能かどうかについて、周波数利用効率を踏ま

　　　えつっ、今後検討することが適当である。
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V　審議結果

　　無線L　A　Nシステムの技術的条件のうち、準マイクロ波帯を使用する無線L　A　Nシ

ステムの高度化のための技術的条件について検討を行い、別添のとおり答申をまとめ

た。
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別表1

電気通信技術審無線L　A　Nシステム委員会
議　会
構成員

氏　名 所　属

清水康敬 東京工業大学　大学院社会理工学研究科長　　　　　　　　［委員長］
秋山　正樹 松下通信工業㈱専務取締役
飯田　徳雄 （社）電信電話技術委員会　専務理事　　　　　　　　　　　～H10．12

堀崎修宏 （社）電信電話技術委員会　専務理事　　　　　　　　　　　H10，12～
伊藤　泰彦 国際電信電話㈱事業開発本部移動通信事業部審査役
奥原　弘夫 ㈱東芝取締役情報通信・制御システム事業本部本部長
加藤　孝雄 ㈱日立製作所取締役情報通信事業部長
倉本　　實 NTr移動通信網㈱常務取締役研究開発部長　　　　　　一H10．12
酒匂　一成 N下r移動通信網㈱取締役設備企画部長　　　　　　　H10．12一
久留　　勇 日本モトロう㈱代表取締役社長

田中　和則 日本電信電話㈱技術開発支援センタ担当部長
田中　好男 （財）電気通信端末機器審査協会　専務理事
卜一マスPローガン 米国電子協会　日本担当部長兼日本事務所長

長谷川　徹 （財）テ囚ムエンジニアリングセンター専務理事

パトリックキャロル 欧州ピジネス協会　通信・情報処理アドパイザ

馬場　征彦 日本電気㈱常務取締役交換移動通信事業本部長

林　　　豊 通信機械工業会　専務理事

原　　昌三 （社）日本アマチュア無線連盟

宮原　英明 （社）電気通信事業者協会　専務理事

森寺　章夫 富士通㈱取締役移動通信・ワイヤレス事業本部長

若尾　正義 （社）電波産業会　常務理事

事務局 郵政省電気通信局電波部移動通信課
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別表2
電気通信技術審議会無線LANシステム委員会
無線L　A　Nシステム・小電力無線設備合同分科会　構成員

氏　名 所　属

内田　國昭 （社）電波産業会　研究開発本部次長　　　　　　　　　　　　［主任］

相原　重信 通信機械工業会　第二技術部長　　　　　　　　　　　　　～H11．2

吉村　裕光 通信機械工業会　サービス部　　　　　　　　　　　　　　H11．2一
アイリーンLショート グローパルスタージャパX掬　日本代表　　　　　　　　　　　　　一H10、12

鈴木　一夫 グローパルスタージャパン蘇1　アドパィザ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H10。12～

青木　直孝 日本アイ・ヒ㌧・エム㈱ES事業モービル＆ネットワーク製品部長

伊藤　泰宏 日本放送協会　技術局開発センター

今久　喜寿 ㈱東芝コンピュータネットーワークプロダクト事業部参事

岩沢　　修 国際電気㈱仙台研究所所長
小田　　尚 日本無線㈱システム機器事業部技術第3部

岡坂　定篤 ㈱日立製作所情報通信事業部
北村　良之 アンリツ㈱産業機械事業部第2開発部課長

久保　泰章 日本テレビ放送網㈱技術局技術部送信担当副部長

栗原　　猛 （財）電気通信端末機器審査協会　企画調査部

小松原道正 ソニー㈱　メディアプ吐シング研究所通信ラ1ドラトリー

児山　淳弥 三菱電機蘇）通信システム開発センター

篠永　英之 KDD㈱技術企画部研究グトプリダ
高橋　恒雄 イ渉’㈱　コンシューマ・プラットフわム開発本部本部長

高橋　正雄 松下通信工業㈱コミュニケーションシステム事業部

玉眞　博義 （社）日本アマチュア無線連盟　業務部業務課

徳田　清仁 沖電気工業㈱社会基盤システム事業部高速無線ネット開発チーム

担当部長

内藤　秀之 郵政省通信総合研究所　標準計測部測定技術課長

野田　弘志 （財）テ囚ムエンジニアリングセンター第二証明部部長

橋本　　明 N－rr移動通信網㈱無線リンク開発部長

本田　正徳 富士通㈱移動通信ワイヤレス事業本部・ワイヤレスシステム事業部

元吉　　茂 （社）電信電話技術委員会　第三技術部

守倉　正博 日本電信電話㈱ワイヤレスシステム研究所ワイヤレスマルチメディア研究部

主幹研究員

山本　雅男 クラリオX掬情報通信技術部

横田　知治 昭和電線電績㈱ネットワークシステム開発室

若山　郁夫 日本電気株　LAN事業部専任部長
事務局 郵政省電気通信局電波部移動通信課
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参考資料1

HomeRFとBluetoothの概要

表　HomeRFとBluetoothの概要

HomeRFISWAP★ Bluetooth

目的 家庭オフィス内無線LAN PC・周辺機器（携帯電話など）間
の無線接続

サービスエリア 30m程度 10m程度

ネットワーク構成 Infrastructure　Network Ad　Hoc　Networkが基本

サービス内容 音声＋データ 音声orデータ

プロトコル lEEE802．11＋DECT★ 独自

音声符号化 ADPCM＊32kbps CVSD＊またはLog　PCM★64kbps

誤り訂正 音声　　再送

データ：上位層のARQ＊
音声　　FEC★
データ：FEC＋上位層のARQ

FH速度 50hop／s 1600hOPls

発表 3198末米国 5／201g8英国

★SWAP：Shared　Wireless　Access　ProtocoI

★CVSDl　Continuous　Variable　Slope　Delta　modulation

★DECT：DigitaI　Enhanced　Cordless’Tlelephone

★PCM：Pulse　Code　Modulation

＊ADPCM：Adaptive　Differential　Pulse　Code　Modulation

＊FEC：Fonvard　Error　Correction

＊ARQl　Automatic　Repeat　reQuest
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参考資料3

IEEE802、111TGbの状況

　旧EE802．11の概要

　lEEE802．11は、北米におけるLANIMANの地域標準化団体であるlEEE802内の

無線LANの標準化を目的とするワーキンググループとして、1990年に設立された。

IEEE802．11は、無線LANに適したMAC層とPHY層の標準化作業を中心とした活

動を行い、MAC層としてCSMA！CA（CarrierSenseMultipleAccess1ColIision

Avoidance）をベースとしたアクセス方式、PHY層として1！2Mbpsを実現する2．4GHz

帯のFHSS（Frequency　Hopping　Spread　Spectrum）、DSSS（Direct　Sequence　Spread

Spectrum）方式及び赤外線の周波数拡散方式を標準化し、IEEEStd802，11－1977標準

として策定した。この標準は、1997年にISOにおいて、国際標準（ISOllEC　DIS

8802－11）として認められた。さらに、IEEE802．11は、今後の新しい高速データサ

ービスヘの対応、広範な無線LへNの普及を目指し、より高速なPHY層の標準化作業

を開始した。この標準化作業を推進するため、lEEE802．11は、1997年に2つのタ

スクグループ（タスクグループA（TGa）、タスクグループB（TGb））を設けた。これらの

タスクグループは、

　・　TGa＝5GHz帯で20Mbps程度の伝送速度を実現するPHY

　・　TGb：2．4GHz帯において、FHSSでは3Mbps以上、DSSSでは8Mbps以上の

　伝送速度を実現するPHY

をターゲットとし、IEEE802のコンセプトである”同一MAC／複数PHY”に従い、IEEE

802．11で定めたMACに適した新しいPHYの標準化作業を進めている。

図1に、TGbのこれまでの活動内容及びスケジュールを示す。1997年11月～1998

年1月に日・米・欧を中心とした企業から2．4GHz帯の高速無線LAN用基本変調方

式として、7方式が提案された。これらの提案について、

　・　雑音やマルチパスフェージングに対する耐性

　・　無線LANの広い普及にも耐えられるシステムキャパシティの実現性

　・　現状のISO1旧C　DIS8802－11標準準拠システムとの互換性・共存性

　・　コスト、実装等、無線機器の実現性

を中心とした観点から、共通の評価基準に基づいたシミュレーション等による比較検

討を行い、1998年7月にCCK（ComplementaryCode　Keying）★方式が基本変調方式と

して定められ、同年9月にはCCK方式に基づいた最初の標準化文書案（dra鮒．0）が策

定された。その主要パラメータを表1にまとめる。今後、TGbの活動スケジュール

は、図1に示すように、1999年3月のIEEE802．”での承認、2000年3月のIEEE
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802の承認に向けた作業が行われる。

19971Nov． 1998／Jan。 M　ar． M　ay J巴ly Sepし 19991M　ar，　　　20001M　ar．

欝†麟十一聯一今一鳶噸→今藻吟
l　　　　　i　　　　　i　　基本方式　　d「aft　LO

i　　i　　i　灘　　解

　　　　　図1TGbの標準化スケジュール

802・11　802承認
叩　　　…

表1現状のTGb方式の主要パラメータ

変調方式 CCK（Complementary　Code　Keying）

チップ変調方式 QPSK／11Mchip／sec

チップシンボル数／CCKシン
ボル

8

サポートする伝送速度 11Mbps，5．5Mbps，2Mbps，1Mbps

帯域幅（FCC） 83．5MHz（2400－2483。5MHz）

チャネル数 3チャネル（5MHzセパレーションのうちの同時使用
可能数）

＊：CCK（Complimentary　Code　Keying）

　CCKでは、高いBit－rateを得るため固定の拡散符号ではなく、複数の拡散符号を用いて

周波数拡散を行っている。従来考えられていた直接拡散方式同様、拡散符号により周波数

拡散させた信号を、受信時には逆拡散の処理利得によって特定周波数からの干渉を効果的

に排除するという基本動作を行っている。このため、CCK方式も直接拡散方式の一方式と

考えられる。
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参考資料4

ISO／IECJTC1／SC31ハ〃G4（RFID》について

RFID国際標準化分科会（SC31》の審議概要

1．はじめに

　S　C31／WG4への取り組みは、その審議内容が日本にとって利用の歴史やその技

術的分野におけるレベルが高いこともあって、日本からも積極的に参画してきている。

　RFIDは日本ではデータキャリア（★1）と呼ばれ、国内では（社）日本電子工業振興協

会（J日DA）、エーアイエムジャパンのRFID部会で10年ほど前から関連諸活動がなさ

れており、今回の国内取り組みは，この部会活動との共同の作業として日本の対応及び

審議がなされてきている。

以下、ISO会議の開催経過及び日本の対応について述べる。

★1：JISXO500　用語

2．会議の開催経過

　　1998年1月のI　SO！l　EC　JTC1　リオデジャネイロ総会でSC31の中

　に新規にワーキンググループ4（WG4）の設置についての活動と作業エリアの発表

がされ、6月にJ　T　C1の正式承認を得る。

従って正式会議としては1998年、平成10年8月26－27目の両日開催された

東京会議がS　C31／WG4の正式、第一回会議となる。

　それ以前では過去3回のアドホック会議がWG4の設置と正式会議へのアプローチ

　として開催されている。

　　　Adhoc－1．コペンハーゲン会議　（1997．09）

　　　Adhoc－2．ロンドン会議　　　　（1997．12）

　　　Adhoc－3．オスロ会議　　　　　（1998．07）

　　　第1回　　東京会議　　　　　　（1998．08）

3．日本の対応

　3．1　コペンハーゲン会議（Adhoc・第1回）

　　　日本提案としては、まず標準化の全体構造を示唆することを目的とし、これらの

　理解として既に他のの応用分野でのR　F　l　Dの存在を認めた上でS　C31（A　D　C）

　　に於けるR　F　l　Dの理解を示した上で、＜物用＞のR　F　l　Dと位置づけた。

　　具体的には、S　C31（R　F　I　D）のシンタックス等のコモンアイテムは、これ

　までのバーコード、2次元コード等で決まっているコードを継承し、R　Fインター
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フェースはS　C17、T　C204等で決まっている規格が流用できるところは、こ

れを尊重し流用する。

　標準化構造として3レイヤー構造（コモンアイテム層、R　Fインターフェース層、

アプリケーション層）を提案、広く支持を得ることができた。

　尚、この構造案はこの会議に先立ち、同年6月、A　l　M／E　U（ヨーロッパ）の

R　F　l　D関係者の会合がロンドンで開催され、A　l　M　J　a　p　a　nから発表し、出

席者の多数の賛同を得ている。

3．2　ロンドン会議（Adhoc・第2回）

　・　アプリケーションの紹介

　日本における最近のスマートカードとRF　l　Dのアプリケーションについて紹介を

　した。

　R　F　I　Dによる実際のアプリケーションの大きなポテンシャルを示したが、実際に

　この利便性を獲得するためには、世界的な規格か必要であることを強調した。

　またR　F　I　Dの通信に使用する周波数としては、日本のメーカに中波帯の400－

　500k　H　zを使用し製品化している事例があり、下記周波数のうち5．8GH　zの

　代わりにこの中波を提案したが、欧州では船舶用に使用している国があり、標準化

　の周波数としないこととした。

　R　F　l　Dの標準化の使用周波数としては国際的に使用が認められている4周波数を

　決定した。

　　1）135k　H　z以下　　　　　2）13．56MH　z

　　3）2．45GHz　　　　　　4）5．8　GHz

　である。

3．3　オスロ会議（Adhoc一第3回）

　　日本からは特別の提案事項はなかったが、R　F　I　D機器の標準仕様の審議につい

　ては、具体的な適用事例が必要との判断が示され、同時開催のS　C311WG2との

　リエゾン会合も持たれ、東京会議への課題とされた。

過去3回のアドホック会議を経て議題は第1回東京会議へ引き継がれた。

3．4東京会議（第1回）

記念すべき第1回会議が東京で開催されたこともあって、日本からは総勢21名の

出席者となった。また提案と日本のR　F　l　D現状紹介を含め下記4テーマのプレセ
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ンテーションを日本から行った。

1）　Present　situation　of　RFID　in　Japan

　　r日本に於けるRF　I　Dの現状』と題して、以下の3項目について説明を行っ

　た。

　①ISO／IECJTC1／SC31／WG4活動への取り組みを説明。
　　　また活動主体としてA　D　C及びA　D　C／WG4委員会の構成企業について

　　も説明。

　②　R　F　I　Dアプリケーションの方向性としてカード型とタグ型について説明。

　③　日本に於ける関連法規制として、電波法とR　F　I　Dの運用周波数及び出力

　　規制また人体曝露指針について欧米規制と日本の現状比較について説明。

　2）　Proposal　for　RFIDApPlication　in　SupPlyChain　ModeI

　　　サプライチェーンモデルにおけるR　F　I　D応用事例の提案

　　　本提案内要については、2章で詳述されているので省略する

　3）RFID　Market　and　ApP”cations　in　Japan

　　　　日本に於けるR　F　I　D市場と応用事例

　　　本提案内要については、4章で詳述されているので省略する。

　4）Necessity　of　RFID　Measurement　Standardization

　　r　R　F　l　Dの性能評価測定法にかんする国際標準化の必要性』と題して、

SC311WG4への追加作業アイテムの位置づけとして日本提案を行う。

4　むすび

　標準化の最終目標は、国際並びに国内の異なったメーカで製造されたR　F　I　D機器

が相互に一定の性能を有し、かつ互換性を持ち、もってユーザのR　F　l　Dシステムで

　の混在使用を可能にし、かつより信頼性の高い安全な機器の標準仕様を確立すること

　である。

　従って今後の提案への取り組みとしては、大規模アプリケーションはもとより、小

　さいながら数多くのR　F　l　D応用展開を計っている日本のR　F　I　D市場を背景に、

　　rltem　Management』用R　F　I　Dの要求事項を十分に把握した上で、これらを標準

　化の基本条件として位置づけ、ユーザ側に立った標準仕様を提案していかねばならな

　い。

また数多くのメーカを有する日本ならではの技術面でも大きく寄与できると考える

　日本での審議は常にこれらの点に着眼し、今後の提案を展開していくつもりである。
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参考資料5

小電力無線局の高度化に対するアンケート等

　2．4GHz帯の小電力無線局の高度化利用に関するアンケート結果を示す。アンケートは企業サ

イドからのシステムの高度化に対する意見を調査し、現実的な二一ズを明確にすることを目的

とする。

　調査は、主としてr高度化の提案』、「二一ズ』について行われた。

1　アンケート調査の方法

　1．1調査項目

　　　「2．4G　H　z帯システムのアプリケーションの高度化に対する要求条件』及びrシステ

　ムに対する要求条件」について調査を行った。調査結果の概要を表1及び表2に示す。

　　表1：2．4GHz帯システムのアプリケーションの高度化に対する要求条件

　　表2：システムに対する要求条件

1．2調査対象

　（社）電波産業会の参加企業25社に対し調査を行ったところ18社から回答を得た。

1．3アンケート結果の概要

　また、利用二一ズについては、有線系LANの高速化に伴うr無線システムの高速化』や

、最近の画像圧縮技術の導入による『画像情報の伝送』並びに音声、データ、画像などのr

マルチメディア通信への利用』が望まれていることがわかった。

　アンケートの結果、高度化利用に関しては、r無線LANの利用周波数帯域の拡大』が最も

多く（46％）、続いてr制限事項の緩和』　（32％）・r共用条件の見直し』（12％）の要望

があった。

　なお、高度化利用以外についてもいくつかの提案が出されていた。

2　システムに対する要求条件

　2．1無線システムの高速化

　　高速化の要求は有線系の通信速度の高速化に対応しより強くなっている。特にコンピュー

　タのCPU能力の高速化とコンテンツの大容量化が進むにつれて通信速度の高速化も非常に

　重要になっている．

　　現在では2Mbps程度が無線LANの実用化の主体であるが、11Mbps程度の高速化の検討

　が進められている．

　　さらに、マルチメディア等に対応したより高速のシステム（例えば25Mbps以上）につい

　ても要求があり、対応が求められている。

2．2　画像情報の伝送

　画像情報の利用は、FAの分野での二一ズが多く出されている。
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（1）建築用クレーン用モニタシステム

　　建築用クレーンの先端に取り付けると高層ビル、煙突、コンビナートのタンク等人命

　に危険のある高層建築物の状態確認ができる。

（2）天井走行式マニピュレータ用モニタシステム

　　栽培プラントの天井走行式マニピュレータに取り付けると、植物の生育状態を確認し

　て、テレコントロールで施肥、灌水、薬剤散布、出荷作業を行ったり、画像処理装置と

　組み合わせて自動化を行うこともできる。また、天井走行式マニピュレータほどの設備

　としなくても天井に電動ズームレンズ付きカメラを旋回台と一緒に取り付けることで植

　物の生育状態を事務所で確認することができるようになる。

（3）自動搬送車用モニタシステム

　　自動搬送車は、その使用形態から無線化が必須であった。これまでは、テレコントロ

　ールなど制御信号だけを無線化していたが、画像伝送装置を取り付けることで、事務所

　にいながらにして自動搬送車の走行領域内を画像で確認できるようになる。この使い方

　ができると、これまで単に荷物の運搬だけに使われていた自動搬送車の機能が広がり、

　搬送後の荷物の確認や、生産ラインの稼働状況、機器の動作状況などを搬送の合間に画

　像で確認できる。いわば自動走行画像確認システムとなる。

（4）特殊な場所で利用するモニタシステム

　　化学プラントなどで電気的、機械的に問題は無いが人命に危険がある場所で、目視確

　認をしたいが現状ではそれができない場所、または建築中の物件や工事現場の視察等、

　有線で固定設置するほどではないが時々状況を画像で確認したい場所で用いるモニタシ

　ステムヘの利用が期待できる。

2．3マルチメディア通信への利用

　マルチメディア通信としては在宅医療や防犯システムなどが挙げられる．家庭用のシステ

ムとしてはHomeRFにおいて検討されている．

32．4GHz帯システムのアプリケーションの高度化に対する要求条件

　3．1　無線LANの利用周波数帯の拡大による周波数利用効率の拡大

　　近年のモバイル通信およびモバイルコンピューティングヘの二一ズは年々増加傾向にあ

　　り、特にWindowsCEなど小型の端末に適したOSの開発と相まってノートブック型コンピ

　　ュータの小型・軽量化への技術開発の結果ユーザーに広く受け入れられつつある。また、P

　　DAなどの小型の通信端末もペン入力や音声入力の機能向上により更に多くのユーザーが

　　利用するものと考えられる。

　　　また2．4GHz帯を用いるシステムとして、ベンダー独自のシステムだけでなく標準仕様に

　　基づくシステム化が進められている。

　　その1つはISO／IEC8802．11である・このシステムは最大2Mbpsの情報伝送速度をもつ

　　システムで有線系イーサネットとの互換性のあるシステムである。この国際的な標準化効

　　果により相互接続性の向上と機器のコスト低下は更に利用者数を増加させるものと予想さ

　　れている。

　　このシステムは2．4GHzのISMバンドを用いる無線システムである。ISMバンドの利用
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可能帯域は各国で指定された帯域が異なるため全く同じチャネル数を確保できるものでは

ない。特に小電力データ通信システムにおいては2Mbps（現在、1EEE802．11においては11

Mbps程度の高速化を検討中。なお、10Mbpsのシステムも一部実用化されているが）を超え

る高速の無線LANを構築する場合DS方式では1チャンネル分の帯域しか認められていな

いため、同一サービスエリア内でユーザー端末が増えた場合スループットの低下を招き非

常に使い難いシステムとなる可能性がある。また、オフィスビル内で異なる企業がこの無

線LANを導入した場合、アクセスポイントなどの無線局の設置の状況によっては隣り合っ

た企業のシステムと干渉してお互いに通信を妨害する可能性も否定できない。もちろん家

庭内で用いる場合にも同様の問題が発生する。一般家庭のユーザーの特性として直接的に

電波の干渉を現象として理解することが難しいことを考えると、単一チャンネルしか利用

できないシステムは普及の大きな妨げとなることは明白である。

　無線LANがより高速化し、より多くのユーザーが利用することにより、まだ普及台数の

少ない現時点ではあまり目立った障害とはなっていないチャンネル不足に伴うトラブルが

増大するものと予想される。

このような問題を解決するには、複数チャンネルの設定等が可能なように、広帯域を利用

できるようにすることが最も効果的であると考えられる。

このため複数のチャンネルが利用でき、ユーザーの増加を収容するための方策が強く望ま

れるところである。

　ユーザ数の増加だけでなく無線通信のマルチメディア化による影響も考慮する必要があ

る。

家庭内無線システムとしてはマルチメディア通信の媒体として、2，4GHz帯を利用しようと

する動きがでてきている。現在HomeRF／SWAPが標準仕様のまとめを行なっている。この

システムは音声とデータをサービスできるものである。

このシステムは動画伝送も視野に入れているが、第一段階としては、データおよび音声通

信を目的とし、世界中で即時実現可能性を重視して、2．4GHz帯の使用を決めている。

　更にコンピュータの周辺機器においても無線化が進んでおり、Bluetoothがその1つであ

る。このシステムは比較的近距離の無線通信を実現している。
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HomeRF／SWAP Bluetooth

目的 家庭、オフィス内無線LAN PC・周辺機器（携帯電話など

）間の無線接続

サービスエリア 30m程度 10m程度

ネットワーク構成 lnfrastructure　Network Ad　Hoc　Networkが基本

サービス内容 音声＋データ 音声orデータ

プロトコル lEEE802．11＋DECT 独自

音声符号化 ADPCM32kbps CVSDまたは　LogPCM64

kb　s

誤り訂正 音声　　再送

データ：上位層のARQ
音声’FEC
データ：FEC＋上位層のARQ

FH速度 50ho　ls 1600ho　ls

発表 3量98末米国 5120eg8英国

HomeRFISWAPとBluetoothの概要

　このようにデータだけでなく音声または画像を組み合わせたマルチメディア化が今後オ

フィス並びに家庭内の無線通信において急速に普及するであろうと予想される。

　先に述べたが、このような広帯域通信が非常に接近した場所で使用されることが予想さ

れるためチャンネル間の干渉を防止／軽減する方策として複数のチャンネルを利用できる周

波数帯域を確保しておくことが必要と考える．

4　制限事項の緩和への要求

　4．1無線LANのSS変調の制限の緩和について

　　この要求は短距離において高速伝送したい場合に狭帯域変調方式（例えば、シングルキ

　　ャリア方式）やOFDM等のマルチキャリア方式が選択できるためシステムに最適の方式が

　選定できるようになり、コストを含めた適切なシステムを提供することを目的としている．

　　ただし、一方ではISMバンドを使用する全てのシステムに対してSS変調の制限をすべき

　　との意見もあり、複数のシステム間の周波数共用条件の検討の中で議論する必要がある．

4．2　拡散率の制限の緩和について

　小電カデータ通信システムにおいては、拡散率が10倍以上必要であると規定されている．

　この制限により今後新たな国際的な規格が現われた場合などに対応することができないこ

　とが予想される。特にデファクト標準に対しては国際標準よりもその制定速度が早く、しか

　しながらこれらに対応して国内の関係諸規定を変更することも困難であるため、この拡散

率に関する制限を緩和することが望まれている．ただし、拡散率の制限をどの程度緩和でき

るかについては複数のシステム間の周波数共用条件の検討の中で議論する必要がある．

4．3　電気通信回線設備への接続緩和について

　現行小電力データ通信システムにおいてはその用途を「主としてデータ信号の伝送のた
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めの無線通信を行なうもの」との記述がある。コンピュータネットワークを考えると音声、

画像、およびデータそれぞれの信号がデジタル化されている場合、いわゆるマルチメディア

データとして取り扱われるべきであるとの意見が多い。

　具体的には先に紹介したHomeRFやBluetoothのシステムがこれに該当する。

勿論、これらの設備が誤接続防止機能を有することを証明したものに限り、許可されること

を前提とすべきである．

同じように移動体識別からも電気通信回線設備への接続要求があった．

5　共用条件の見直し

　5．1　周波数割り当ての再検討

　　この提案はISMバンドの全てを無線LANと移動体識別に解放する内容である。

　　例えば、

領　域 優先区分

A領域 小電カデータ通信システム優先

B領域 移動体識別優先

C領域 小電カデータ通信システム優先

のような3つの優先区分を設定して、運用する案が提案されている。

この提案は周波数の利用効率の拡大を目的としている。既存のシステムと新しいシステム

の共存性のために変調方式などの変更も必要であると提案している。

5．2　1SMバンド全般の方式等の再構成

　この提案は現行あるISMバンドのシステムを現状のままでなく、抜本的に変更して最初

から各種のシステムが共存できることを前提に規格を作り直すべきであるとの内容である

0

　例えば、10年程度の猶予期間を設けて周波数の割り当てを見直す提案である。

具体的な割り当てについては具体的に提案されていない。

　他にはISMバンドを使用するシステムはこのバンドの持つ特殊性から全て電波干渉に強

いSS方式を採用すべきであるとの提案もあった。

　これらの要望についてはいかに既存のシステムを保護するかについての配慮が必要であ

り、現在稼働中のシステムヘの影響も大きいことが予想される。従って、これらの要望を

優先もしくは前提とした検討を行うことは困難と思われる。

5．3　キャリアセンス条件の再検討

　この提案は明確なセンス規定のない小電カデータ通信システム間において、同じエリア

　において共存することができない状態を想定した対策のための要望である。1SOllEC8802，

　11においてはキャリアセンスのしきい値が規定されておりこれらを参考にセンス規定を導

入することを提案している。

　ただし、この要求に対してはセンス規定を現行のとおり必須とすべきでないとの反対意見

　もある。
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キャリアセンスが共存のための必須条件であるあるか、否かについては技術的にも実務的

にも有効で且つ、効果のある基準が設定可能であるかについて第3章以降で検討する必要

がある。

5．4　連続送信時間条件の再検討

　　この提案は上記キャリアセンスを必須条件とする場合に組み合わせて要求される内容で

ある。現在、送信時間の制限がないため、キャリアセンスを必須とした場合、送信可能な

状態を強制的に制限しておく必要がある。提案の中では3秒程度が出されているが、第3

章以降の検討の中ではこの数値の妥当性についても検討する必要がある。

6　その他の要望

　　　ここで記述する事項は2．4GHz帯の高度化利用に直接結びつくものではないが、例えばメ

　　ーカーサイドからの検査検定手続きをより効率化できる等改善が希望される事項、および

　小電力無線局の定義に関する合理化への要望である。

6．1小電カデータ通信システムの技術的条件の緩和

　　ここでの提案は小電カデータ通信システムの規定内容をより精選して合理的な内容にす

　ることを目的としている。

先ず、　r技術基準を遵守することを主眼とする製造者責任』の考えを取り入れて例えば、

周波数偏差、空中線電力の下限値などの品質に関する規定を削除しても電波障害に繋がる

　ことはないとの提案である。

　次に、小電カデータ通信システムでは拡散帯域幅の90％の占有帯域幅と規定されている

が、一般に占有帯域幅の定義は、99％占有帯域幅で規定されているため、二重規格を避け

統一すべきであるとの提案もある。

　更にビット同期信号の条件については、使用する符号や通信制御ICによっては01の繰

　り返しが困難な場合があり条件の緩和が望まれている。

6．2　呼び出し名称の登録の緩和について

　この要求は移動体識別から要望されている項目である．

移動体識別は、FA分野での応用から始まったが、92年に特定小電力移動体識別装置として

の認可を受けて以来、駐車場管理，入退出管理，物流管理などの分野への利用が広まって

おり高周波デバイスの低廉化に伴いシステムコストの低下で、市場は毎年10～20％の成長

を続けている。

　　しかしながら、この移動体識別の市場が広がるとともに、混信などのトラブルが出てき

ている。

　このような問題は今後益々増加するものと危惧されており早期の改善が期待されている

o

　このようなトラブルの原因の1つに移動体識別の周波数は一波固定のものとして登録・

管理されていることがあげられる。
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　例えばある場所で移動体識別を導入したが、エリアの拡大のため新たに呼び出し機を増

設したり．他のシステム併設しようとする場合変更申請なしで簡単にチャンネルを変更す

ることができないため、混信が避けられない状況にある。

　このような問題を解決するために、周波数を固定しないで、定められたバンドの中で設定

・変更可能な柔軟性のある内容に変更することが望まれている。

6．3　送信出力の規制の緩和について

　　この項目は単に2、4GHz帯の小電力無線局に限った問題ではないが、特に国際的に共通性

の高いlSMバンドの特性を考慮すると送信出力を10mWに限定されていることにより外国

　からの機器の導入のために共用化が進まない状況がある。これは単に外国からの導入だけ

　でなく，外国への輸出においても個別の仕様設定を行なう必要があるため個別管理する必

　要がある．もし共用化が進めばこのような個別管理が不要になり、さらにコストを下げるこ

　とも可能となって、結果的にユーザーに対してもメリットが期待できると考える。

　　このような観点から送信出力に対する規制を諸外国と同等に緩和されることを望む意見

　もある．

膠配’陣口

利用周波数範囲 出力 根拠

欧州 2400～2483．5MHz 500mW　ElRP 1－ETS300　400

米国 2400～2483．5MHz 1W　Max FCC　ParH5

移動体識別に関する規格概要

　ただし、2．4GHz帯の高度化の検討においてはこれ以上に検討することは検討の範囲から

適当でないと判断されるため第3章以降においての検討は行わない。

6，4　新たな周波数帯の確保

　移動通信のために割り当て可能な2．500GHz～2。655GHzの中で、より広い周波数が利用

できるように再配置する提案があった．

　また、900MHz帯と2．4GHz帯を併用したコードレス電話が外国で実用化されておりこのシ

　ステムの導入が可能になるようにとの要望もあった。

　　この要望についても2．4GHz帯の高度化の観点から検討の対象として適当でないと判断

　される。

　アンケート結果をまとめ本報告書で検討すべき事項を整理すると、高度利用化の二一ズに

基づく検討の範囲としては表1の中の「高度化関連』に該当する項目とする。
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参考資料6

周波数の共用化とシステム共存条件

　現在，2．4GHz帯のl　S　Mバンドを使用している機器は無線L　A　Nを代表とする小電カデータ通

信システム，電子レンジを代表するl　SM機器，無線タグを使った移動体識別装置，V　I　CSとア

マチュア無線で，各システムは多少の周波数の重複はあるものの用途別に周波数帯を分けて運用し

ている。しかし，1章，2章の需要動向，高度化の二一ズから明らかなように各システムに割り当

てられた現在の帯域幅ではこれらに対応することが不可能である。さらに、M　S　Sが今後この帯域

を使う予定であることも考慮し、現在の用途別の帯域制限を見直し各システムの要求を満足するた

めの共用化策を検討する。

12．4GHz帯共用モデルの検討

1．1　概要

　　I　S　Mバンドで周波数を共用する可能性のある機器の標準モデルを想定し、各モデル間の与

　干渉・被干渉距離の計算を行い、共用化の検討材料とする。

　（1）モデル化するシステムの選定
①

②

③

④

⑤

⑥

小電力データ通信システム
l　S　M機器

移動体識別装置

アマチュア無線
M　S　S

V　I　C　S

（2）与干渉電力の想定

　システムモデルごとの送信電力およびアンテナ利得からE　I　R　Pを想定する。たとえば，

アンテナ利得10dBi，給電線損失2dBのとき，送信機のアンテナ端子で30dBmであれば，

E　I　R　Pは38dBmとなる。

（3）耐干渉入力の想定

　システムモデルごとに標準通信モデルを想定し，その状態での受信入力を計算する。この

標準受信入力からジャミングマージン分下げたレベルを耐干渉入力とする。ジャミングマー

ジンは各モデルごとに想定する。耐干渉入力はアンテナ利得を含めた絶対値（dBm）で表現す

る。たとえば，アンテナ利得10dBi，給電線損失2dBのとき，受信機のアンテナ端子で一

80dBmであれば，耐干渉入力は一88dBmとなる。
　なお，アマチュア無線のように通信距離が不定の場合は標準受信入力を想定できないので，

受信機内部雑音や外部雑音から想定される最高受信感度を耐干渉入力とする。

（4）伝搬損失モデルの想定

　各システムごとに適当な伝搬損失モデルを想定する。伝搬環境が同一であれば，原則的に

は希望波および干渉波の伝搬損失モデルは同一とする。

　　①自由空間損失　　自由空間として計算
　　②　奥村カーブ・秦式　　　開放地，郊外，都市（大，中小）で，1km以上のとき

　　③　n乗　　　　　　　屋内のとき。nは3．5程度
（5）干渉条件

　小電カデータ通信システムのS　S変調波は他システムにとって疑似雑音であり，他システ

ムの狭帯域変調波は小電カデータ通信システムで逆拡散されるので疑似雑音として扱える。

したがって，干渉レベルの計算は白色雑音として扱うものとする。

　干渉波の送信帯域幅より希望波の受信帯域幅が広い場合は，干渉波のE　I　R　Pが干渉電力

となる。逆に，干渉波の送信帯域幅より希望波の受信帯域幅が狭い場合は，干渉電力を次の
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式で計算する。

　　　干渉電力二干渉波のE　I　R　P×希望波受信帯域幅／干渉波占有帯域幅

（6）与・被干渉の計算
　E　l　R　P，耐干渉電力（絶対値）および送受信帯域幅が分かれば，適当な伝搬モデルを想定

して伝搬損失を計算するだけで干渉の有無あるいは被干渉距離を計算することができる。

1．2．各システムのモデル化

　　各システム内でも多くの機種があり，それらすべてに対して検討を加えるのは困難である。

　そこで，各システムごとにモデルを想定し，モデル間での干渉を検討するものとした。

　　なお，干渉条件の裏付けは別章で記述する。

（1）小電カデータ通信システム用無線装置

低　　　　　　　』

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5 備考

前
　
　
提
　
　
条
　
　
件

用　　途 L　A　N L　A　N L　A　N モデム モデム

伝送速度 10Mbps 2Mbps 1Mbps 256kbps 32kbps

変調

方　式

S　S D　S D　S F　H D　S D　S

無線 Q　P　S　K Q　P　S　K B　P　S　K B　P　S　K B　P　S　K

拡散率 11 11 11 31 31

送信

出力

／MHz 10mW／MHz10mW／MHz10mW！MHz10mWIMHz 10mWIMHz

計 30dBm 24dBm 24dBm 21dBm 13dBm

アンテ

ナ利得

送信 2dBi 2dBi 2dBi 2dBi 2dBi

受信 2dBi 2dBi 2dBi 2dBi 2dBi

給電線

損　失

送信 O　dB OdB OdB O　dB OdB

受信 OdB OdB OdB OdB OdB

使用環境 屋内 屋内 屋内 屋外 屋外

通信距離 30m 30m 30m 100m 1km

所要B　E　R 10－5 10－5 10－5 10－4 10－3
N　F 6dB 6dB 6dB 6dB 6dB

受信機雑音 一88dBm 一94dBm 一105dBm 一97dBm 一105dBm

装置マージン 3dB 3dB 3dB 3dB 3dB

干渉マージン 10dB 10dB 10dB 10dB 10dB

干
渉
条
件

周波数範囲 2．4～2．5GHz

送信帯域幅 100MHz 26MHz 26／2MHz 13MHz 2MHz

受信帯域幅 100MHz 26MHz 2MHz 13MHz 2MHz
E　I　R　P 32dBm 26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

耐干渉入力 一70dBm 一76dBm 一76dBm 一76dBm 一98dBm
受信アンテナ

利得込み

表1．1 小電カデータ通信システム用無線装置のモデル
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（2）　I　S　M機器

表1．21SM機器のモデル
モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 備　　考

前
提

構　　成 電子レンジ 電子レンジ ハイハ㌧サーミア 加熱器

用　　途 家庭用 業務用 医療用 業務用

出　　力 500W程度 1kW程度 150W（★1） 18kW（＊2） マグネトロン出力

干
渉
条
件

周波数範囲 2450±50MHz

送信帯域幅 狭帯域 狭帯域 狭帯域 狭帯域

受信帯域幅 一 一 一 一

E　l　R　P 32dBm 35dBm

耐干渉入力 一 一 一 一

★1rA　I　o　k　aハイパーサーミア装置H　M　S－020型』の例。

＊2印刷システムに含まれる「乾燥機」の例。1．5kW出力のマグネトロンを12台装備。乾燥機

を紙が通過するためのスリットから強力な漏れ電波あり。
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（3）移動体識別装置

表1．3　移動体識別装置のモデル

モデル1 モデル2 備　　考

前
提
条
件

無線局種別 構内無線 特定小電力

用　　途 長距離伝送 短距離伝送

変調方式 NON，AID他 NON，AID他

送信出力 300mW（25dBm） 10mW（10dBm）

ル
労
利
得

質
問

送信 11dBi 11dBi

受信 11dBi 11dBi

応
答

送信 2dBi 2dBi

受信 2dBi 2dBi

給電線

損　失

送信 OdB OdB

受信 OdB OdB

応答器損失 10dB 10dB

使用環境 屋内／屋外 屋内／屋外

通信距離 5m 2m TR－1はいずれも2m

N　F 13dB 13dB 参考値

受信機雑音 一118dBm 一118dBm 参考値

伝播マージン 10dB 10dB タグの姿勢変動など

干渉マージン 10dB 10dB

干
　
　
渉
　
　
条
件

周波数範囲

2440MHz帯　2427～2453MHz

2450MHz　　帯　　　　2434．25　～

2465．75MHz

2455MHz　帯　　　243g．25　～
2470．75MHz

送信帯域幅 狭帯域 狭帯域

受信帯域幅 32kHz 32kHz

E　I　R　P 36dBm 21dBm アンテナ利得11dBm

耐干渉入力 一98dBm 一97dBm 受信アンテナ利得（11dB）込み

参考　パラメータはRCRTR－1「移動体識別装置研究開発報告書』のモデルAの値を採用した。
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（4）アマチュア無線

表1，4　アマチュア無線のモデル

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 備考

前
　
　
提
　
　
条
　
　
件

構　　成 中継局 固定局1 固定局2 固定局3

用　　途 音声通信 音声通信 音声通信 映像通信

変調方式 FM FM SSB　AM TV　FM
送信出力 2W33dBm 2W33dBm） 2W33dBm） 2W33dBm）
アンテナ

利　得

送信 15dBi 24dBi 24dBi 24dBi

受信 15dBi 24dBi 24dBi 24dBi

給電線

損　失

送信 4dB 2dB 2dB 2dB

受信 4dB 2dB 2dB 2dB

使用環境 屋外 屋外 屋外 屋外

通信距離 不定 不定 不定 不定

所要S／N 10dB 10dB 10dB 20dB

N　F 10dB 10dB 10dB 10dB

受信機雑音 一122dBm 一122dBm 一129dBm 一92dBm

干渉マージン 10dB 10dB 10dB 10dB

干
　
渉
　
条
　
件

周波数範囲

受信2405～

　　2407MHz
送信2425～
　　2427MHz

2405～
2424．5MHz

2425～
2431MHz

2400～
2405MHz

2424～
2424，5MHz

2421～
2450MHz

送信帯域幅 16kHz 16kHz 3kHz 16MHz
受信帯域幅 16kHz 16kHz 3kHz 16MHz
ElRP 44dBm 55dBm 55dBm 55dBm

耐干渉入力 一146dBm 一157dBm 一131dBm 一116dBm
受信アンテナ利

得込み
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（5）M　S　S

　M　S　Sのサービスリンク下り回線は、2483，5MHz～2500MHzを使用するため、無線

LANの利用周波数帯域2471MHz～2497MHzと一部周波数が重複する。表1．5にMSS
のモデルをまとめる。尚、表1．5の各パラメータはITUのTG4／5Repo吐に規定されてい

るLEO　Dを参照している。

表1．5　MSSのモデル

モデル1 モデル2 備考

前
提
条
件

構成 衛星局 端末局

用途 音声通話 音声通話

変調方式 SS SS
送信

電力

／CH 最大46dBm（EIRP） 1チャネル当たり

計 最大57dBm（EIRP）

チャネル数 13

送信帯域幅 1．25MHz 1チャネル当たり

衛星高度 1，414km 一

通信距離 1，414～3，504km 1，414～3，504km

衛星機数 48機 一

軌道面数 8 一

可視衛星仰角 一 最低10度
ポイスアクティビティ 0．4 0．4

所要受信入力 一

干渉マージン 一

干
渉
条
件

周波数範囲 2483．5～2500MHz 下りリンク

送信帯域幅 16．5！1，25MHz 一

受信帯域幅 一 1．25MHz
EIRP 最大57dBm／46

　　dBm

一

耐干渉入力 一 受信アンテナ利得込

　　　　み
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（6）VICS

表1．6　V　I　C　Sのモデル

モデル1 モデル2 備　　考

前
提
条
件

構　　成 路上局 車載局

用　　途 交通情報データ伝送

変調方式 データ：GMSK，位置検知：A　M 2重変調

伝送速度 GMSK：64bps，A　M：1kHz方形波

送信出力 10mW（10dBm）×

2
一 2方向に出力

アンテナ

利得

送信 7dBi 一

受信 一 2dB＊ ＊：メーカによって異なる

給電

損失

送信 3dB 一

受信 一 O　dB★ ★：ア万ナ部にLNAがあるのでOdBとした

使用環境 屋外 車内

通信距離 90m

C　Dレベル 一 一65dBm

干渉マージン
一 10dB

干
渉
条
件

周波数範囲 2499．7MHz

送信帯域幅 85kHz 一

受信帯域幅 一 （85kHz）

E　I　R　P 14dBm 一

耐干渉入力 一 ｝75dBm CDレペルから10dBダウンとした

↑尊野騨∞　　醐
路上局　　　、
アンテナ　　　　、
高さ　　　　　、
5．5m

㌦。腕。

　　、％・・辱．．

　　　　　’。●…。．．

1←通信範囲3－5m→1

道路面

図1．1V　l　C　Sのモデル
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1．3　与干渉電力

（1）小電カデータ通信システム用無線装置

　小電カデータ通信システムの規格である送信出力10mW／MHz・アンテナ利得2．14dBと送信

帯域波からE　I　R　Pを次のように想定する。

表1．7小電カデータ通信システムの与干渉電力

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5 備　　考

変調方式 D　S D　S F　H D　S D　S

伝送速度 10Mbps 2Mbps 1Mbps 256kbps 32kbps

送信

出力

1MHz 10mW 10mW 10mW 10mW 10mW
計 30dBm 24dBm 24dBm 21dBm 13dBm

ア万ナ利得 2dBi 2dBi 2dBi 2dBi 2dBi

給電損失 O　dB O　dB O　dB O　dB O　dB

送信帯域幅 100MHz 26　　／
2MHz
26MHz 13MHz 2MHz

E　i　R　P 32dBm 26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

①送信電力の計算
　送信電力は，送信帯域幅×MHz当たりの電力で計算した。たとえば，モデル1の場合は

　　　　10mW／MHz×100MHz＝1W（30dBm）
となる。実際の装置では，送信スペクトラムが平坦でないのと帯域制限フィルタの偏差から，

この計算値より少ない送信電力となる。

②　モデル3（F　H）の送信帯域幅

F　Hの場合は，瞬間的に見ると送信帯域幅2MHzでE　I　R　P24dBmの送信となる。
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（2）　l　S　M機器

　1）電子レンジ

　R　C　R　T　R－27の数値を基準として見直した（R　C　R　T　R－27に計算ミスがあり，実際

より大きなE　I　R　Pとなっているので訂正した）。

①計算結果
　　　　家庭用電子レンジのE　l　R　P＝32dBm

　　測定値はdBm／MHz表記であるが，電子レンジは拡散しているわけではなく，周波数

　変動が周波数ホッピング的なだけであるので，そのままdBm値を採用した。

　　業務用は出力電力1kWとして，家庭用より3dB大きくした。
　　　　業務用電子レンジのE　I　R　P＝35dBm

②計算過程
　　計算過程を下表に示す。表中の数値はrR　C　R　T　R－27の107ページ表1』を用いた。

　　　　表1．8　家庭用電子レンジの不要輻射測定結果（負荷あり）

番
　
　
号

装置

出力

電力

［Wl

帯域内最大等価不要輻射電力 測定

距離

［m】

備　　　考水平面内最大値2450±50MHz

［dBm／MH司 【mW／MH司

1 A 600 22 158

1
2 B 500 17 50

3 C 500 16 40

4 D 500 15 32

5 E 500 16 40

6 F 600 27 501

3
7 G 500 31 1259

8 H 600 29 794

9 1 500 19 79

10 J 500 29 794

11 K 500 21 126 1

2
　
　
3
　
　
4
　
　
5

1
　
　
　
1
　
　
　
司
1
　
　
　
1

L 600 27 501 1
30 1000 3
30 1000 5
28 631 10

16 M 500 24 251 3
17 N 650 24 251 3
平均値m （23。8） 442

標準偏差σ （5，6） 392

m十3σ （40．6） 1617 1617mW＝・32dBm／MHz
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（3）移動体識別装置

構内無線局と特定小電力無線局の規格の最大値より日RPを以下のように想定した。

　　　　　　　　　表1．9　移動体識別装置の与干渉電力

モデル1 モデル2 備　　考

無線設備 構内無線 特定小電力

送信出力 300mW（25dBm） 10mW（10dBm）

アガナ利得 11dBi 11dBi

給電損失 O　dB O　dB

送信帯域幅 32kHz 32kHz

E　l　R　P 36dBm 21dBm

（4）アマチュア無線

　送信出力を2W（法規上の最大値）、中継局は22段コリニア、固定局は27素子×2の八

木アンテナとしてEIRPを次のように想定した。

　　　　　　　　　　表1．10　アマチュア無線の与干渉電力

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 備考

無線設備 中継局 固定局1 固定局2 固定局3

用　　途 音声通信 音声通信 音声通信 映像通信

変調方式 FM FM SSB（AM） TV（FM）

送信出力 2W（33dBm） 2W（33dBm） 2W（33dBm） 2W（33dBm）

アンテナ利得 15dBi 24dBi 24dBi 24dBi

給電損失 4dB 2dB 2dB 2dB

送信帯域幅 16kHz 16kHz 3kHz 16MHz

EIRP 44dBm 55dBm 55dBm 55dBm

（5）M　S　S

　GSでは、16．5MHzの帯域幅を13個の周波数スロットに分割し、各スロット毎にCDMA
による複数通信チャネルの多重化が行われているが、ここでは全周波数スロット・全チャネ

ルを一括して取り扱うこととし、更にスポットビームの周波数プランを無視した最悪ケース

を想定して検討を行う。

　この場合、サービスリンク下り回線のチャネル当たりの最大送信EIRP＝46dBmより、

小電カデータと重複する2483．5MHz～2497MHzに亙るGS衛星からの最大与干渉電力
　（EIRP）　は、

46dBm×｛（2497－2483．5）／125｝＝46。O　dBm×10．8＝56，33dBm
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GS通信キャリア群

1 1 1 1 『
DS－SS

’

1 1 1 ！ 1 『 1

、

1 1 目i 1 1 I　l 1 1

2．470 2．480 2．490 2．500［GHzl

となる。

図　1．2　小電力データとGSの使用周波数バンド

（6）V　l　C　S

　①　E　I　R　P

道路上に道路と平行して設置した2つの路上アンテナがあり，それぞれに給電線を通して

10mWが供給される。給電線損失は，送信出力がアンテナ端で5mWになるように選択される。
2つのアンテナの指向性は異なる方向を向いているので，E　l　R　Pは下表にようになる。

表1．11　V　I　C　Sの与干渉電力

モデル1 モデル2 備　　考

構　　成 路上局 車載局

送信出力 10mW（10dBm）×
2

『 2方向に出力

アンテナ利得 7dBi 一

給電線損失 3dB 一

送信帯域幅 85kHz 一

E　I　R　P 14dBm 一

　②送信波形
　V　I　C　Sのビーコンは，データ変調のG　M　S　Kに1kHzAM（変調度10％）を重畳しているが，

A　Mの変調度は10％と小さいので，与干渉電力としては平均送信電力を用いても問題ないと
考える。

　　　　　　　　　　　　・ms＿1

19・％

図1．3　V　l　C　Sの送信波形

③　アンテナパターン

　路上アンテナは，下向きに取り付けられ，道路に平行したまゆ型のパターン形状である。

このアンテナの真下で小電力データ通信システムを運用することは極めてまれなので，与干

渉電力（E　l　R　P）はアンテナ利得をOdB程度として計算してもよいと思われるが，ここでは，

最悪条件を考慮して最大E　l　R　Pを採用した。
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1．4　耐干渉入力の検討

（1）小電カデータ通信システム

①標準伝搬モデル

岬濫
Lft

受信電力Prは，次式で与えられる。

　Pr＝Pt－Lft＋Gat一「十Gar－Lfr
Pt

Lft

Gat

「

Ga　r
Lfr

空中線電力【dBm】

送信給電線損失［dBl

送信空中線利得［dB】

伝搬損失［dBl

受信空中線利得［dBl

受信給電線損失［dB】

「 翻馳
　　　　　　　Lfr
図1．4伝搬モデル

→　OdBとした
→　2dBとした

→　2dBとした
→　OdBとした

式1．1

②遅延分散特性
　屋内等の閉空間において，壁，屋内配置物により，遅延プロファイルは統計的に指数関数分

布となり，遅延時間τの確率密度関数をPτとした時，

　　pτ＝（1／σ）e（一τ／σ）＿。．＿＿9＿。．＿＿＿＿＿g………式12
と仮定できる。ここで，σを遅延分散（DelaySpread）と呼ぷ。

　室内伝搬における遅延分散特性の測定例を表1．12に示す。各モデルによって貢献が異なる

が，ここでは単純平均値70nsを用いることとする。

表1．12屋内における遅延分散

場　所 周波数 遅延分散 備　　　考

OFC／NCO 0．85，1．7，4GHz 40ns 鉄筋，121×75m

OFC／NYX 0．85，1．9，4，5，8GHz 40ns 50×100m

会議室 2．4GHz 43ns 鉄筋，10×20m，見通し15m

工場 2．4GHz 50ns 鉄筋，50×50m，反射物多し

Walnut　Creek 915MHz 74ns

1．9GHz 94ns

SF　PacBe” 915MHz 76ns

1．9GHz 77ns

San　Ramon 915MHz 67ns

1，9GHz 88ns

見通し環境 2．4GHz 120ns 鉄筋，26×100m

準見通し環境 2．4GHz 30～120ns同上，上とはアガナ高が異なる

分散遅延の単純平均 約70ns
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③　所要Eb／NO
　　R　C　R　T　R－27r無線L　A　Nシステム研究開発報告書」同様に，所要Eb／NOを算出
　する。遅延分散（σ）として上記70nsを用いたときの，各モデルの所要Eb／NOを表1．13に

　示す。ただし，モデル4および5は屋外使用であり，遅延分散は十分長くσ／Tは1程度に
　なるものとした。

　　　　　　　　　　　　　表1．13所要Eb／NO

拡散符号速度 正規化帯域幅σπ 所要B　E　R 所要Eb／NO 備　考

モデル1 55Mcps 3．85 10－5 20d　B 屋内

モデル2 11Mcps 0．77 10｝5 23d　B 屋内

モデル3 11Mcps 0．77 10－5 23d　B 屋内

モデル4 8Mcps 1 10『4 18d　B 屋外

モデル5 1Mcps 1 10－3 15d　B 屋外

④所要受信電力Prd
　　所要Eb／NOを得るための所要受信電力Prdは，無線区間のキャリア対雑音比（C／N）
　から，次式で与えられる。

　　　Prd鼠C／N＋（Pdn＋1010gWs）＋Mjam＋Msys・…………・　　式1，3
　ここで，Pdnは，単位周波数あたりの雑音電力密度で，雑音が熱雑音のみであった場合は，

kをボルツマン定数，Tを絶対温度とし，k＝1．38×10－23であり，T＝300Kとしたとき，

受信機の雑音指数N　FがN　F・＝6dBとすれば，

　　Pdn＝10×lo9（kT）十NF

　　　　＝一203＋6＝一197［dBw1Hzl＝一167［dBm／Hz】…………・・　　　式1．4
となる。Wsは受信帯域幅，即ち，拡散帯域幅で，Mjamは，ジャミング・マージンで通常10dB

程度取る。Msysは，システムの内部損失マージンで，通常3dB程度とされる。

　また，C／NとEb／NOの関係は，次式により与えられる。

　　C／N＝Eb／NO＋1010g（Rd／Ws）………………・…・…　　　式1．5
ここで，Rdは情報信号の伝送速度【bpslである。

したがって，所要受信電力Prdは次式で与えられる。

　　Prd＝Eb／NO＋1010g（Rd／Ws）＋（Pdn＋1010gWs）＋Mjam＋Msys　　式1．6
各モデルの諸元を代入して計算した所要受信入力を表1．14に示す。なお，Rd／Wsの計算に

おいて，実際の装置のWsはたとえば22MHz程度と狭いが，大きな誤差ではないため26MHz
を使用した。

　　　　　　　　　　　　　表1．14　所要受信電力

受信帯域幅 伝送速度 Rd／Ws 所要Eb／NO Mjam Msys 所要受信電力
モデル1 100MHz 10Mbps 10 20dB 10dB 3dB 一64dBm
モデル2 26MHz 2Mbps 13 23dB 10dB 3dB 一68dBm
モデル3 26MHz 1Mbps 26 23dB 10dB 3dB 一71dBm
モデル4 13MHz 256kbps 50 18dB 10dB 3dB 一82dBm
モデル5 2MHz 32kbps 63 15dB 10dB 3dB 一94dBm
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⑤　伝搬損失
　　屋内における距離d離れた点での平均伝搬損失PL（d）は次式により与えられる。

　　　PL（d）［dB】＝PL（dO）＋10×n×log（d／dO）［dB】…・……・…・・　　式1．7

　ここで，PL（dO）は単位長さあたりの伝搬損失であり，波長をλとしたとき，

　　　PL（dO）ニ2010g（4πdO／λ）………………・……………　　 式1。8

　となる。nは伝搬減衰の係数である。2．4GHzにおいて・PL（dO）＝40dBである。

　　室内伝搬における伝搬減衰係数の測定例を表1．15に示す。表1．15ではnの平均値3．4で

　あるが，周波数が2．4GHzでないため，少し大目に見てn＝3、5とする。

表1．15 屋内における伝搬減衰係数
低

場　　所 周波数 伝搬減衰係数 周波数 伝搬減衰係数 備　　考

WalnutCreek 915MHz 2．4 1．9GHz 2．6

SFPacBe” 915MHz 2．3 1．9GHz 3．9

San　Ramon 915MHz 2．8 1．9GHz 3．8

単純平均 2．5 3．4

各モデルの伝搬損失計算結果を次の表に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　表1．16　伝搬損失

使用環境 伝送距離 伝搬減衰係数 伝搬損失 備　　　考

モデル1 屋内 30m 3．5 92dB

モデル2 屋内 30m 3．5 92dB

モデル3 屋内 30m 3．5 92dB

モデル4 屋外 100m 奥村カーブ 89dB 奥村カーブは郊外部

モデル5 屋外 1km 奥村カーブ 103dB 奥村カーブは開放地

⑥　標準受信入力と耐干渉入力

　　送信出力を10mW／MHzとしたときの各モデルの受信入力を表1．17に示す。受信入力は

　所要受信入力より大きい必要がある。ここで，送受信給電線損失をOdBとしているのは，

　「給電線損失分をアンテナ利得で補うことができる』の規定によるものである。

表1．17　受信入力

送信出力 伝送距離 伝搬損失 アガナ利得 受信入力 所要受信入力 耐干渉入力

モデル1 30dBm 30m 92dB ＋21＋2dB 一58dBm 一64dBm 一70dBm

モデル2 24dBm 30m 92dB ＋2／＋2dB 一64dBm 一68dBm 一76dBm

モデル3 24dBm 30m 92dB ＋21＋2dB 一64dBm 一71dBm 一76dBm

モデル4 21dBm 100m 89dB ＋2！＋2dB 一64dBm 一一82dBm 一76dBm

モデル5 13dBm 1km 103dB ＋21＋2dB 一86dBm 一94dBm 一98dBm

注　アンテナ利得欄は送信／受信アンテナ利得を表す。給電線損失は各OdBとしている。
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（2）　l　S　M機器

　　l　S　M機器には受信装置がないので，I　S　M機器の耐干渉入力は検討対象外である。

（3）移動体識別装置

①標準伝搬モデル

Pt

質問器

Pr

　Gat1質問波　　　　　Gar
L　ft1　　　　　　　「1　　　　　　　　　　L　fr2

Lfr1　　　　　「2　　　　　　　Lft2

　Gar1応答波　　　　　Gat

　　　図1，5伝搬モデル

応答器

L

　質問器から発射された電波は応答器で反射され再び質問器で受信し，識別コードを読み取る原

理のため，受信電力Prは，次式で与えられる。

　　Pr＝Pt－Lft1＋Gat1一「1十Gar2－Lfr2－L－Lft2＋Gat2・「2十Gar1－Lfr1　・9　式1．9

　　　Pt　　空中線電力［dBml
しft1／Lfr1質問器電線損失【dBl

Gat1／Gar1質問器空中線利得【dBl

r　l／r2　　伝搬損失［dB】

Gar2／Gat2応答器空中線利得ldBl

Lfr2／Lft2応答器電線損失【dBl

L　　　　応答器全体損失［dBl

→

→

→

→

→

→

OdBとした
送信11dB，受信11d　Bとした
r1＝r2　自由空間損失とした

送信2dB，受信2d　Bとした

OdBとした
10dBとした

②　標準受信入力の計算

　　　受信入力＝Pt＋Gat1－r1（下り）＋Gar2－L＋Gat12－r2（上り）＋Gar1
　モデル1：25dBm＋11dB－54dB＋2dB－10dB＋2dB－54dB＋11dB＝一67dBm
モデル2：10dBm＋11dB－46dB＋2dB－10dB＋2dB－46dB＋11dB＝一66dBm

　近距離見通し条件なので伝搬損失は自由空間損失で計算した。カードの姿勢変動
や主ビームからのずれなどの伝搬マージンを10dBして，標準受信入力を次のとお
りとする。

　　　標準受信入力　モデル1：一77dBm
　　　　　　　　　　モデル2：一76dBm

③　耐干渉入力の計算
　　干渉マージンを10dBとすれば，利得11dBの受信アンテナでの耐干渉入力は次
　のとおりとなる。

　　　モデル1：一98dBm
　　　モデル2：一97dBm

　計算に使用したパラメータの数値はRCRTR－1「移動体識別装置研究開発報告書』のモデルAの
値を採用した。
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（4）アマチュア無線

①　耐干渉入力
　　アマチュア無線の場合、局間の通信距離は不定であり、通信が成立する限界レベルに近い

　状態で運用されることもあり、標準受信入力を想定できないので各モデルの受信雑音電力

　（理論値）を基に耐干渉入力を想定する。

表1．18　アマチュア無線の耐干渉入力

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 備考

無線設備 中継局 固定局1 固定局2 固定局3

用　　途 音声通信 音声通信 音声通信 映像通信

変調方式 FM FM SSB（AM） TV（FM）

アンテナ利得 15dBi 24dBi 24dBi 24dBi

給電損失 4dB 2dB 2dB 2dB

干渉マージン 10dB 10dB 10dB 10dB

所要SIN 10dB 10dB 10dB 20dB

NF 10dB 10dB 10dB 10dB

受信雑音電力 一122dBm 一122dBm 一129dBm 一92dBm

SIN改善係数 13dB 13dB 一
12dB

所要受信電力 一125dBm 一125dBm 一119dBm 一84dBm

耐干渉入力 一146dBm 一157dBm 一131dBm 一116dBm

（5）V　I　C　S

①標準伝搬モデル

て7∠
　　　◎ ◎

送信アンテナパターン

図1．6　V　l　C　Sの標準伝搬モデル

②　所要受信電力

　　受信側に受信感度の規定が無いので所要受信電力が計算できず，耐干渉入力を想定できな

　い。そこで，C　D（キャリア検知）レベルの規格値から10dBダウンのレベルを耐干渉入力と

　した。また，受信アンテナの利得規格がないので，路上局の試験に使用する試験用受信ダイ

　ポールアンテナ相当とし，利得を2dBとした。
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表1．19　V　l　C　Sの耐干渉入力

モデル1 モデル2 備　　考

構　　成 路上局 車載局

アンテナ利得 一 2dB★ ＊：メーカによって異なる

給電線損失 『 OdB★ ＊：アガナ部にLNAがあるのでOdBとした

受信帯域幅 ｝ 85kHz

耐干渉入力 一 一75dBm CDレベルから10dBダウンとした

博　　一　　　皿借轍非由注　モデル1は受信機非実装

1．5　干渉の検討

（1）基本干渉モデル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　距離d
　　　被干渉システム　　i〈一一rd一一一一一一似　与干渉システム

酢乳認地　［ゴ監憲噛
　　　　Lft暉　　　Lfr　　　　　　　　　Lft　　　LfrI
　　　　　　　　　　　　　　図1．7　基本干渉モデル

干渉波の受信電力Prは，次式で与えられる。

　Pr＝Pt－L牡＋Gat一「十Gar－Lfr
Pt

Lft

Gat
「d

Gar
Lfr

空中線電力ldBml

送信給電線損失【dB】

送信空中線利得【dBl

伝搬損失［dB1

受信空中線利得［dB】

受信給電線損失［dB】

式1，10

（2）実際の干渉モデル

　　干渉検討の対象システムは屋内・屋外を問わず，いろいろな場所に存在する。与干渉システ

　ムと被干渉システムが同一空間にある場合は，干渉波の伝搬損失計算方式は非干渉システムの

標準伝搬モデルと同一方式を用いればよい。しかし，与干渉システムと被干渉システムが異な

　る空間にある場合は，干渉波の伝搬モデルを想定しないと干渉波の伝搬損失を計算できない。

　　そこで，異空間における干渉波の伝搬モデルを次のように想定し，空間伝搬損失にコンクリ

　ート壁の損失を追加して計算するものとした。コンクリート壁の損失は以下の資料により，1

　枚当たり17dBとした。
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表1，20コンクリート壁の遮蔽損

　参考1）　　Rappaport　TIS。llndoor　Radio　Communication　for　Factories　of　the　Future，IEEE

commun．magazine。pp15－24，May1989
　参考2）　　N　T　T資料

　①同一空間：基本干渉モデルと同じ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　距離d
　　　　被干渉システム　　i　　　　　　　rd一一一一→i与干渉システム

酢雅認Y噛　囲坪・認▽也
　　　　　Lft。　　　　Lfr　　　　　　　　　　　　　　Lft　　　　LfrI

　　　　　　　　　　　　　　図1．8　同一空間での干渉モデル

　②屋内と屋外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　距離d

　　　　被干渉システムi←一一一rd一一→i与干渉システム

ー乳猛▽過　匝σ・認Y［曲
　　　　　Lft’　　　Lfr　　　　　　　　　　　Lft　　　Lfrl
　　　　　　　　　　　　　　コンクリート壁×1：損失17dB

　　　　　　　　　　　　図1．9　屋内と屋外システムの干渉モデル

　③　屋内と屋内（異なる建物間）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　距離d
　　　　被干渉システム　　iく一一一一一一一rd一一一一一一レi与干渉システム

ゴ1漏▽鞄匝“・凝▽也
　　　　　Lft監　　　　　Lfr　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lft　　　　　LfrI

　　　　　　　　　　　　　　コンクリート壁×2：損失34dB

　　　　　　　　　　　　図曜．10屋内と屋内システムの干渉モデル

　　（3）干渉波の伝搬損失計算式

　　①屋内：3．5乗則を用いる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一104一

遮　　蔽　　物 遮蔽損 備　　　考

0．6m　square　reinforced　concrete　pillar 12　　～
14dB

1，300MHz　参考1）

oncrete　wali 8～15dB 1，300MHz　参考1）

Concrete　floor 10dB 1，300MHz　参考1）

遮蔽欠損 23dB P　H　S　　参考2）

単純平均 17dB 真数の平均値



r［dBl＝40dB＋10×3，5×logD［dBl・……・・……………・・…・…・式1．11

　D＝距離［ml
　λ：波長［ml　周波数：2，450MHz

②屋外
　奥村カーブ・秦式を用い，システムの想定設置環境によって大都市，中小都市，郊外，開

放地を選択する。計算結果を巻末資料に示す。なお，秦式の有効距離は1～20kmであるが，

自由空間損失より秦式の損失の方が大きい範囲では，l　km未満でも秦式を使用するものと
した。

③　衛星通信：自由空間損失を用いる。

r［dBl＝20×log（4πD／λ）………………・……・・…………9式1．12
　D：距離［ml
　λ1波長【m】　　　周波数：2，450MHz

2　小電カデータ通信システムからみた干渉の検討

　（1）小電力通信システム間の干渉

　①同一システムからの干渉
　　同一システムからの干渉，たとえばモデル1→モデル1の場合は，干渉波をノイズとして

　扱える。先にジャミング・マージンMlamニ10dBとしており，アンテナや送信電力，所要受

　信入力などが同一条件であるので，干渉波の伝搬損失rdが標準伝搬モデルの伝搬損失rよ

　　り10dB以上大きければよいことになる。

　　伝搬損失rdが10dB大きくなる距離を次の表に示す。
　　なお，F　H（モデル3）の場合は相互の同期がランダムであるので，干渉を受ける時間的確

　立はD　Sより少ないといえる。

表2．1　同一モデル間の非干渉距離

環境 伝送距離 損失計算 伝搬損失r 伝搬損失rd 非干渉距離

モデル1 屋内 30m 3．5乗則 92d　B 102d　B 約59m
モデル2 屋内 30m 3，5乗則 92d　B 102d　B 約59m
モデル3 屋内 30m 3．5乗則 92d　B 102d　B 約59m
モデル4 屋外 100m 奥村則（郊外） 89d　B 99d　B 約197m
モデル5 屋外 1km 奥村則（開放） 103d　B 113d　B 約1．9km

②　相互システムからの干渉

・　占有帯域幅が希望波より狭い干渉波

　干渉波の全電力が希望波の受信帯域内に入るので，前節と同じくジャミング・マージン

　Mjam＝10dBとして計算する。つまり，干渉波電力が，希望波（標準モデル）の受信電力よ

　り10dB少なければよいことになる。

・　占有帯域幅が希望波より広い干渉波

　希望波の受信フィルタによって干渉波電力の一部は削除される。つまり，帯域比だけ削

減した干渉波電力が，希望波（標準モデル）の受信電力より10dB少なければよいことにな
る。

・距離の計算
　各モデル相互の非干渉距離を表6．2に示す。なお，干渉波の伝搬損失rdはすべて3．5乗

則（式5，4）で計算した。当然，奥村カーブや自由空間損失で計算すると数値が変わることに
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なる。また，耐干渉強度（非干渉距離）は非対称になるので，各システム間の距離は長い方の

数値を採用しなければならない。

　rd【dBl＝40dB＋10×3．5×bgd【dBl…9…・…9………………式2．1

引く　‘．‘　　　』　弔　　ノ

与干渉システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

E　l　R　P 30dBm 26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

耐干渉入力 帯域幅 100MHz 26MHz 26MHz 13MHz 2MHz

被
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1

　　30m

一70dBm 100MHz

26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

96dB 96dB 93dB 85dB

39m 39m 32m 19m

モデル2

　　30m

一76dBm 26MHz

24dBm 26dBm 23dBm 15dBm

100dB 102dB 99dB 91dB

51m 58m 49m 28m

モデル3

　　30m

一76dBm 26MHz

（2MHz）

14dBm 15dBm 15dBm 15dBm

90dB 81dB 81dB 81dB

26m 15m 15m 15m

モデル4

　100m

一76dBm 13MHz

21dBm 20dBm 26dBm 15dBm

97dB 96dB 91dB 91dB

42m 39m 28m 28m

モデル5

　　1km

一98dBm 2MHz

21dBm 20dBm 26dBm 15dBm

119dB 118dB 134dB 113dB

178m 167m 477m 120m

表2．2 小電カデータ通信システム相互間の非干渉距離

　上段：実効干渉波電力（被干渉側の帯域内のE　i　R　P）

中段：必要伝搬損失（与干渉波の伝搬損失）＝

実効干渉電カー耐干渉入力

　下段：必要距離

③　リミッタに関する考察

　干渉の有無は送受信機がリニア系として計算している。しかし，実際の送受信機はリニア

系でない。とくに受信機はリミッタ方式が一般的である。受信機がリミッタ方式の場合は，

干渉波の方が希望波より大きいと，希望波が抑圧されるので，リニア系計算上では受信可能

でも実際は受信できなくなる。

　ただし，本検討では受信帯域内の干渉波電力は希望波より10dB小さいとしているので，

リミッタの影響はないと考える。
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（2）　I　S　M機器からの干渉

　　　　　　　　　　表2、3 I　S　M機器からの干渉距離

　　　　　　被干渉

与干渉

小電カデータ通信システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

一73dBm 一80dBm ｝80dBm 一86dBm 一110dBm
モデル1

電子レンジ

（家庭用）

EIRP＝32dB
m
ア
渉
ナ
高 ：2m

所要損失

自由空間

3．5乗則

秦式都市

　　郊外

　　開放

106dB

1．9km

　75m
133m

312m

1．2km

112dB

3，9km

112m

198m

641m

1．8km

112dB

3．9km

112m

198m

641m

1．8km

118dB

7，7km

167m

293m

561m

2．2km

142dB

123km

800m

1，5km

3，3km

12km

モデル2

電子レンジ

（業務用）

日RP＝35dB

m

所要損失

自由空間

3．5乗則

秦式都市

　　郊外

　　開放

109dB

2．7km

　92m
163m

379m

1，5km

115dB

5．5km

137m

241m

561m

2．1km

115dB

5．5km

137m

241m

561m

2．1km

121dB

10，9km

203m

356m

830m

3．2km

145dB

17．3km

　985m

1，7km

3．99km

15．5km

モデル3

医療用

日RP

モデル4

加熱用

EIRP

（3）移動体識別装置との干渉

　　　　　表2．4　小電カデータ通信システムから移動体識別装置への干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

E　l　R　P 32dBm 26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

耐干渉入力 帯域幅 100MHz 26MHz 26MHz 13MHz 2MHz

被
干
渉
淑
払

モデル1

構内無線 一98dBm 32kHz

一3dBm 一3dBm 8dBm 一3dBm 一3dBm
95dB 95dB 106dB 95dB 95dB

37m 37m 76m 37m 37m

モデル2

特定

　小電力

一97dBm 32kHz

一3dBm 一3dBm 8dBm 一3dBm 一3dBm
94dB 94dB 105dB 94dB 94dB

34m 34m 66m 34m 34m
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表2．5　移動体識別装置から小電カデータ通信システムヘの干渉

被干渉システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

耐干渉入力 一
7
0
d Bm

一
7
6
d
B m

一
7
6
d
B m

一
7
6
d
B
m

一
9
8dBm

E　l　R　P 帯域幅 100MHz 26MHz 2MHz 13MHz 2MHz

与
干
渉
淋
払

モデル1

構内無線 36dBm 32kHz

36dBm 36dBm 36dBm 36dBm 36dBm

106dB 112dB 112dB 112dB 134dB

76m 112m 112m 112m 478m

モデル2

特定

　小電力

21dBm 32kHz

21dBm 21dBm 21dBm 21dBm 21dBm

91dB 97dB 97dB 97dB 119dB

28m 42m 42m 42m 178m

どちらも屋内での使用が殆どのため，伝播損失は3．5乗則を採用した。

（4）アマチュア無線との干渉

　　　　表2．6小電カデーター通信システムからアマチュア無線への干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

EIRP 30dBm 26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

耐干渉入力 帯域幅 100MHz 26MHz 2MHz 13MHz 2MHz

被
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1 一146dBm
壁×1＝17dB

16KHz
一8dBm 一6dBm 一6dBm 一6dBm 一6dBm

121dB 123dBm 123dBm 123dBm 123dBm

831m 947m 947m 947m 947m

モデル2 一157dBm
壁×1＝17dB

16KHz
一8dBm 一6dBm 一6dBm 一6dBm 一6dBm

132dB 134dBm 134dBm 134dBm 134dBm

1705m 1943m 1943m 1943m 1943m

モデル3 一131dBm
壁×1＝17dB

3KHz
一15dBm 一13dBm 一13dBm 一13dBm 一13dBm

99dB 111dB 1”dB 111dB 111dB
197m 432m 432m 432m 432m

モデル4
　一116dBm
壁×1＝17dB

16MHz
22dBm 24dBm 24dBm 23dBm 15dBm
121dB 123dB 123dB 122dB 114dB

831m 947m 947m 887m 526m
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表2．7　アマチュア無線から小電力データー通信システムヘの干渉

被干渉システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

耐干渉入
力

一70dBm 一76dBm 一76dBm 一76dBm 一98dBm

EIRP 帯域幅 100MHz 26MHz 2MHz 13MHz 2MHz

与
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1

44dBm
壁　　　×

1＝17dB

16KHz

44dBm 44dBm 44dBm 44dBm 44dBm
97dB 103dB 103dB 103dB 125dB

173m 256m 256m 256m 1079m

モデル2
55dBm壁

×1＝17dB
16KHz

55dBm 55dBm 55dBm 55dBm 55dBm
97dB 103dB 103dB 103dB 125dB

173m 256m 256m 256m 1079m

モデル3

55dBm
壁×

1＝17dB

3KHz
55dBm 55dBm 55dBm 55dBm 55dBm
97dB 103dB 103dB 103dB 125dB

173m 256m 256m 256m 1079m

モデル4

55dBm
壁×

1＝17dB

16MHz
55dBm 55dBm 55dBm 54dBm 46dBm
97dB 103dB 103dB 102dB 127dB

173m 256m 256m 240m 1230m

（5）M　S　Sとの干渉

　①　干渉モデル

。，衛星dヂ、、
’一’㌦・・磁信号

　　　　　』』●』』1ロ
　　　　　　　』』ゐ■1薗
　　　　　　　　　’■1』■・』、

汐
GS端宋

ビル

□□“［ニコ
巨璽］□

二□Eコロ図2．1小電力データ端末室内利用時におけるMSS衛星からの干渉
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ビル

。、衛星」臥、

　　　　’　　　　　4一■』

　　　　、’
干渉信寧

　　’
　　’
　声

一■一妬．．　干渉f言号

　．D亀』』～一

　　　　一一’』
　　　　　一』』一．

　　　　　　　一：亀』

小電力テ“一タ

　端末

渉
GS端末

ヒ“ル

小電カデ融
　端末

口［ニコ
［ニコロ
ロEニコ
ロ［ニコ

ロEコ
図2．2　小電力データ端末屋外利用時におけるMSS衛星からの干渉

　MSS衛星から小電カデータ端末への干渉モデルとしては、図2．1に示す小電カデータ端末

室内利用時におけるGS衛星からの干渉、図2．2に示す小電カデータ端末屋外利用時における

GS衛星からの干渉の2通りが考えられる。GS衛星一小電カデータ端末間距離を考えると、

GS衛星が天頂方向に存在する場合に最短距離（衛星高度）となり、最低可視仰角10度の位

置に存在する場合に最長距離（約3504km）の関係となる。ここで、音声通話時の無音区間の

割合を60％、室内利用時における小電カデータ端末のアンテナ利得を2．14dB、ケーブルロス

を1．OdBと仮定すると、小電カデータ端末におけるGS衛星からの受信信号電カレベルは、

最大：56．33－163．4－4．0＋2．14－1，0＝一109。93dBm

最小：56．33－171．3－4，0＋2，14－1．0＝。117，83dBm

となる。
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　但し、MSS衛星一小電カデータ端末間の伝搬損失は、自由空間ロスとして計算している。

更に、遮蔽欠損による23dBの信号減衰を考慮すると、小電力データ端末におけるMSS衛星
からの受信信号電カレベルは、

最大：一109．93－23．0＝一132，93dBm

最小：一117．83－23．0＝一140．83dBm

となる。

　上記の計算結果より、衛星が天頂方向にあり、かつ、回線がほぼフルに近い状態で利用され

ている最悪ケースを前提として考えた場合でも、GS衛星から室内利用時における小電カデー

タ端末への干渉電カレベルは約一133dBm程度である。従って、伝送速度2Mbiソsの小電力デ

ータ端末の耐干渉入力レベル約一80dBm（表2．1）に比べて、その影響は完全に無視できるもの

と考えられる。更に、伝送速度32kbit／sの小電カデータ端末の場合でも、所望の耐干渉入カレ

ベル約一110dBmより大きく下回るため、ほぼ完全に無視できるものと考えられる。

　次に、小電カデータ端末の屋外利用時におけるGS衛星からの影響について考える。小電カ

データ端末をビル間等のLAN間接続用システムとして利用する場合、一般に指向性アンテナ

等の高利得アンテナの適用が想定される。そのため、小電カデータ端末の受信アンテナ利得を

屋内利用時よりも高く見積もる必要がある。例えば、無指向性アンテナに比較して＋10dBの

利得アップを想定した場合、小電カデータ端末におけるGS衛星からの受信信号電カレベルは、

最大：一109．93＋10．0＝一99．93dBm

最小：一117．83＋10．0＝一107．83dBm

となる。

　ここで、上記計算結果を屋外システムとして利用度の高い伝送速度1～2Mbi悔の小電カデ

ータ端末の耐干渉入力レベルー76dBm（表1．．1）と比較すると、約20dB以上のマージンが見

込めるため、GS衛星からの干渉信号の影響はほぼ無視できるものと考えられる。更に、上記

計算にて仮定したような最悪条件（衛星が天頂方向にあり、回線がほぼフルに近い状態で利用

され、かつ、指向性アンテナのビーム内に衛星が存在する条件）が同時に起こる可能性は極め

て低く、GS衛星から小電カデータ端末への干渉は、屋外利用時においてもほぼ完全に無視で

きるものと予想される。

表2．8　MSSからの干渉
衛星高度 1414km

GS衛星からの最大与干渉総電力（日RP） 46．0×10．8＝56．33dBm

衛星一地表間の自由空間ロス最小値 一163．4dB

衛星一地表間の自由空間ロス最大値 一171．3dB

ボイスアクティビティ 0．4（。4．O　dB）

小電カデータ端末のア万ナ利得（室内利用時） 2．14dB

小電カデータ端末のア渉ナ利得（屋外利用時） 12，14dB

ケーブルロス 一1．O　dB

遮蔽欠損 23．O　dB

小電カデータ端末における干渉電カレベル

　　　　　　　（屋内利用時）

最大：一132．93dBm

最小：一140．83dBm

小電カデータ端末における干渉電カレベル

　　　　　　　（屋外利用時）

最大：一99．93dBm
最小：一107．83dBm
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（6）V　I　C　Sとの干渉

　①　干渉モデル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　距離d

　　　被干渉システム　　i＜一一一rd一一一i与干渉システム

ゴ聡漏レΨL歯　囲」艦漏ΨL曲
　　　　Lftl　　　　　Lfr　　　　　　　　　　　　　　　　　Lft　　　　　Lfrl

　　　　　　　　　　　　　コンクリート壁×1：損失17dB
　　　　　　　　図2．3　V　l　C　Sと小電カデータ通信システムの干渉モデル

　　②伝搬損失計算
　　　V　l　C　Sと省電カデータ通信システムが共存するのは主として都市部あるいは郊外部と

　　思われるので秦式（郊外）を採用する。

　　③計算結果
　　非干渉距離を下表に示す。上段は実効E　I　R　P，中段は必要伝搬損失，下段は非干渉距離で

　　ある。

　　　　　　　　表2．9小電カデータ通信システムからV　I　C　Sへの干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

E　I　R　P 32dBm 26dBm 26dBm 23dBm 15dBm

耐干渉入力 帯域幅 100MHz 26MHz 26MHz 13MHz 2MHz

被
干
渉
淑
払

モデル1

路上局 送信のみ 一

モデル2

車載局 一75dBm 85kHz

1dBm 1dBm 1dBm 1dBm 1dBm

76dB 76dB 76dB 76dB 76dB

14m 14m 14m 14m 14m

表2．10　V　I　C　Sから小電カデータ通信システムヘの干渉

被干渉システム

モデル2 モデル3 モデル4 モデル5

耐干渉入力 一
7
0
d
B
m

一
7
6
d
B
m

一
7
6
d Bm

疇
7
6
d Bm

一
9
8
d Bm

E　l　R　P 帯域幅 100MHz 26MHz 2MHz 13MHz 2MHz

与
干
渉
派
払

モデル1

路上局 14dBm 85kHz

14dBm 14dBm 14dBm 14dBm 14dBm

84dB 90dB 90dB 90dB 112dB

24m 36m 36m 36m 151m
モデル2

車載局 受信のみ 一
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3　移動体識別装置からみた干渉の検討

　（1）移動体識別装置間の干渉
　　　　　　　　　　　表3，1移動体識別装置相互間の干渉距離

与干渉システム

モデル1 モデル2

E　l　R　P 36dBm 21dBm

耐干渉入力 帯域幅 32kHz 32kHz

被
干
渉

モデル1

構内無線 一98dBm 32kHz

36dBm 21dBm

134dB 119dB

478m 178m

モデル2

特定

　小電力

一97dBm 32kHz

36dBm 21dBm

133dB 118dB

447m 167m

（2）　I　S　M機器からの干渉

　　　　　　　　　　　表3，2 l　S　M機器からの干渉距離

被干渉 移動体識別装置

モデル1 モデル2

与干渉 一98dBm 一97dBm

モデル1 所要損失 130dB 129dB

電子レンジ 自由空間 3100m 2700m

（家庭用） 3．5乗則 367m 343m

日RP＝32dBm 秦式都市 642m 601m

郊外 1500m 1400m

ア渉ナ高：2m 開放 5800m 5500m

モデル2 所要損失 133dB 132dB

電子レンジ 自由空間 4400m 3900m

（業務用） 3．5乗則 447m 419m

ElRP＝35dBm 秦式都市 781m 732m

郊外 1800m 1700m

開放 7100m 6600m

モデル3 ElRP

医療用

モデル4 日RP

加熱用
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（3）小電カデータ通信システムとの干渉

　　　　　表3．3　移動体識別装置から小電力データ通信システムヘの干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2

E　I　R　P 36dBm 21dBm

耐干渉入力 帯域幅 32kHz 32kHz

被
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1

10Mbps

DS

一70dBm

100MHz

36dBm 21dBm
106dB 91dB

76m 28m

モデル2

2Mbps

DS

一76dBm

26MHz

36dBm 21dBm
112dB 97dB

112m 42m

モデル3

1Mbps

FH

一76dBm

2MHz
36dBm 21dBm
112dB 97dB

112m 42m

モデル4

256kbps

DS

一76dBm

13MHz

36dBm 21dBm
112dB 97dB

112m 42m

モデル5

32kbps

DS

一98dBm

2MHz
36dBm 21dBm
134dB 119dB

478m 178m

表3．4　小電カデータ通信システムから移動体識別装置への干渉

被干渉システム

モデル1 モデル2

耐干渉入力 一98dBm 一97dBm

E　l　R　P 帯域幅 32kHz 32kHz

与
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1

10Mbps

DS

32dBm
100MHz

一3dBm 。3dBm

95dB 94dB

37m 34m
モデル2

2Mbps

DS

26dBm
26MHz

一3dBm 一3dBm

95dB 94dB

37m 34m
モデル3

1Mbps

FH

26dBm
2MHz

8dBm 8dBm
106dB 105dB

76m 66m
モデル4

256kbps

DS

23dBm
13MHz

一3dBm 一3dBm

95dB 94dB

37m 34m
モデル5

32kbps

DS

15dBm

2MHz
一3dBm 一3dBm

95dB 94dB

37m 34m
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（4）アマチュア無線との干渉

　　　　　　　表3．5　移動体識別装置からアマチュア無線への干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2

E　l　R　P 36dBm 21dBm

耐干渉入力 帯域幅 32kHz 32kHz

被
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1

中継局

音声通信

　一146dBm

壁×1＝17dB

　　　郊外

16kHz

33dBm 18dBm

179－17dB 164－17dB

11km 4．5km

モデル2

固定局1

音声通信

　一157dBm

壁×1＝17dB

　　　郊外

16kHz

33dBm 18dBm

190－17dB 175－17dB

22km 9km

モデル3

固定局2

音声通信

　一131dBm

壁×1＝17dB

　　　郊外

3kHz

26dBm 11dBm

157－17dB 142－17dB

2．9km 1．1km

モデル4

固定局3

映像通信

　一104dBm

壁×1＝17dB

　　　郊外

16kHz

33dBm 18dBm

137－17dB 122－17dB

780m 291m

表3．6　アマチュア無線から移動体識別装置への干渉

被干渉システム

モデル1 モデル2

耐干渉入力 一98dBm 一97dBm

E　l　R　P 帯域幅 32kHz 32kHz

与
干
渉
シ
ス
テ
ム

モデル1

中継局

音声通信

　　44dBm
壁×1＝17dB

　　　郊外

16kHz

44dBm 44dBm

142－17dB 141－17dB

1．1km 1．Okm

モデル2

固定局1

音声通信

　　55dBm
壁×1＝17dB

　　　郊外

16kHz

55dBm 55dBm

153－17dB 152。17dB

2．2km 2．1km

モデル3

固定局2

音声通信

　　55dBm
壁×1＝17dB

　　　郊外

3kHz

55dBm 55dBm

153－17dB 152－17dB

2．2km 2．1km

モデル4

固定局2

映像通信

　　55dBm
壁×1＝17dB

　　　郊外

16kHz

55dBm 55dBm

153－17dB 152－17dB

2．2km 2，1km
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（5）M　S　Sとの干渉

表3．7　移動体識別装置からM　S　Sへの干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2

E　I　R　P 36dBm 21dBm

耐干渉入力 帯域幅 32kHz 32kHz

被
干
渉
シ
ス
テ

モデル1

衛星局 送信のみ

　　　　■モデル2

端末局

　一110dBm

壁×1＝17dB

　　　都市

1．25MHz

36dBm 21dBm

146－17dB 131－17dB

600m 210m

表3．8　M　S　Sから移動体識別装置への干渉

被干渉システム

モデル1 モデル2

耐干渉入力 一98dBm 一97dBm

E　I　R　P 帯域幅 32kHz 32kHz

与
干
渉
　
　
シ
ス
テ

モデル1

衛星局

高　　度
1414km

　　57dBm
壁×1＝17dB

　自由空間

16．5MHz

57dBm 57dBm

155－17dB 154－17dB

80km 71km

モデル2

端末局 受信のみ
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（6）V　l　C　Sとの干渉

表3．9　移動体識別装置からV　l　C　Sへの干渉

与干渉システム

モデル1 モデル2

E　I　R　P 36dBm 21dBm

耐干渉入力 帯域幅 32kHz 32kHz

被
干
渉
シ
ス
テ

モデル1

路上局 送信のみ

モデル2

車載局

　一75dBm
壁×1＝17dB

　　　郊外

85kHz

36dBm 21dBm

111。17dB 96－17dB

142m 53m

表3．10　V　l　C　Sから移動体識別装置への干渉

被干渉システム

モデル1 モデル2

耐干渉入力 一98dBm 一97dBm

E　I　R　P 帯域幅 32kHz 32kHz

与
干
渉
シ
ス
テ

モデル1

路上局

　　14dBm
壁×1＝17dB

　　　郊外

85kHz

10dBm 10dBm

108－17dB 107－17dB

117m 110m

モデル2

車載局 受信のみ
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4　まとめ
　2．4G　H　z帯周波数共用モデルによる与・被干渉距離の計算結果を表4に示す。小電力データ

　通信システムは主流と考えられるモデル2、3を中心にシステム全体を整理した。

被干渉 小電カデータ 移動体識別 アマチュア無線 MSS VIC I　SM
与干渥 S

モデル2 モデル3

モデル 一 15m 37m 432m 81m 14m
小
電 2 ～1943 ～430m
力
一
9

m
フー

1 モデル 58m 一 76m 432m 170m～ 14m
タ 3 ～1943 890m

m
移 42 42 167 291m 210m～ 53～
動
体
、 ～112～112～478m ～22Km

600m 14　2
識 m m m
別

ア 256m 256m 1．OKm
マ
チ ～2．2Km
ユ
ア
鉦
ρ
箪噛も

M 干渉レベ 干渉レベ 干渉レペル

S
S

ル以下 ル以下 以下

V
I
C

36m 36m 117m

S
1．8k　m 1．8k　m 5．5km　～

1
～ ～ 7．1km

S
M

2．1　k 2．1　k

m m

表4各システム問の干渉距離

注＝干渉距離は、使用周波数が同一であると仮定して計算している。
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参考資料7
干渉実験に係る検討

1　実験目的と方法

（1）目　的

　　使用周波数を拡張した小電力データ通信システムが移動体識別装置に与える干渉、および

　電子レンジが移動体識別装置に与える干渉を測定し、計算で得た干渉距離の妥当性を確認す

　る。

（2）方法
　　電波暗室内に供試移動体識別装置と干渉波発生源を適当な距離を置いて設置し、干渉レベ

　ルおよび干渉方向を変化させて、移動体識別装置（計6機種）の動作の正常／異常を確認した。

　　干渉源としては、レベルの正確さを期すために、小電力データ通信システムの代わりに拡

　散変調が可能な標準信号発生器（S　G）を用いた。また、電子レンジはS　Gで等価が困難なた

　め、あらかじめ漏洩電力を測定した業務用電子レンジ（出力1．4kW）を用いた。

　　なお、今回の実験においては、F　H方式から移動体識別装置への送信タイミングが機種毎

　に異なるため、定量的な評価が困難であることから、F　H方式については、ホッピングを停

　止した状態で移動体識別装置に干渉を与えた最悪値をD　Sの測定結果から算出し、評価して

　いるため、F　H方式の装置を用いての実験は実施していない。

　　干渉方向を変化させたのは、移動体識別装置のアンテナの指向性による干渉距離の変化を

　測定するためのもので、移動体識別装置質問器の正面を0度とし、45度間隔で180度まで

　変化させた。

（3）拡散変調可能なS　Gを干渉源とした実験系統

　　移動体識別装置（R　F－I　D）系は、ターンテーブル上で質問器を中心に回転させた。通信

　距離はR　F－I　Dのカタログ仕様に合わせた。通信距離が2mを越えるものは正面のみの測

　定となった。

　　　　　　　　　　　　　　　干渉距離　8m　　　　　　　　　　　　　　　質問器

　　妨害波発射アンテナ

　（標準ダイポールアンテナ）

　　　　　〆

百1

轡
　　　　　　　通信距離　0．7～5m

　　□／発砲ポリ箱

　　　　　　　木の棒

〆

ターンテーブル

　　　　　　　　　　　　　図1　S　Gを干渉源とした場合

（4）電子レンジを干渉源とした実験系統

　電子レンジは400ccの水を負荷として動作させた。電子レンジ正面（扉側）の輻射電力は約22

　dBであった。移動体識別装置（R　F－l　D）系は、ターンテーブル上で質問器を中心に回転させ

　た。通信距離はR　F－l　Dのカタログ仕様に合わせた。通信距離が2mを越えるものは正面の

　みの測定となった。
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干渉距離　4／8m

〆
質問器

□
電子レンジ

応答器

　＼

□／発泡ポリ箱

木の棒

ターンテーブル

電子レンジを干渉源とした場合

2　実験結果

　8mあるいは4mの距離で干渉しないときのS　Gの出力を、10mW／MHzの小電カデータ通
信システムの干渉距離（3．5乗則）に換算した値を表1に示す．また、電子レンジについては、質

問器正面からの干渉の度合いを、O：干渉を受けずに通信可能、△：干渉でエラーを生じると

きもあるが通信可能、×：通信不可で表した。

　表中の計算値欄は、移動体識別装置の出力10mWで通信距離2mのときの、小電カデータ通

信システム（DS無線LAN）および電子レンジ（輻射電力32dBm～35dBm）からの干渉距離計算

値である。なお、実験結果の詳細は別紙に示す。

　　　　　　　　　表1　無線L　A　N（SG）に関する実験結果

移動体識別装置の条件

送信

出力

通信

距離

干渉距離換算値 備考

正面 側面 背面

A社 10mW 2m 69m 79m 69m

計算値

（DS）

37m

B社 10mW 2m 17m 5m 6m一
5m 44m 一 一

C社 10mW 2m 19m 5m 5m
5m 61m 一 一

D社 3mW 2m 84m 23m 11m
D社 10mW 3m 50m 一 一

E社 300mW 0．7m 6m 5m 6m
表2　電子レンジに関する実験結果

移動体識別装置の条件

送信

出力

通信

距離

電子レンジ（正面） 備考

4m 8m
A社 10mW 2m × ×

計算値

55k

　～
7．1km

B社 10mW 2m 一 一

5m △ 一

C社 10mW 2m 一 一

5m △ △

D社 3mW 2m 一 △

D社 10mW 3m 噌葡 △

E社 300mW 0．7m ○ ○

：未実施、○：干渉なし、△＝エラー有り、×：通信不可
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3　実験の考察

（1）小電カデータ通信システムからの干渉

　　　小電カデータ通信システム（D　S無線LAN）から移動体識別装置への干渉距離は、実験値

　　と計算値がほぼ一致しており、想定条件および計算過程が適切であったと判断できる。また、

　正面以外からの干渉の場合はアンテナの指向性のため、干渉を受けにくくなっている。アン

　テナ利得が10dB程度のときは前後比、前横比（90度方向）を20dB程度確保できると思わ

　れる。

　　なお、A社のように計算値に比べて実験値の干渉距離の方が長いものもあるが、質問器形

　状が小さくてアンテナ利得が低いためと考える。アンテナ利得が低い場合は、正面以外の方

　向からも干渉を受けやすいことがわかる。

（2）電子レンジからの干渉

　　電子レンジから移動体識別装置への干渉距離は、計算値より実験値の方が極端に短くなっ

　ている。これは、実験に用いた電子レンジの輻射出力が計算に用いた値より低いため、およ

　び電子レンジのスペクトラムが干渉にとって必ずしも最悪条件になっていないためと思わ

　れる。

　　電子レンジと移動体識別装置は現在でも大きな問題がなく共存しているので、多くの場合

　の干渉距離は実験値、すわわち数m～数10m程度と考えるのが妥当である。

　なお、詳細な測定データ、観測されたスペクトラムアナライザの波形データについては、別

紙に示す。

121



別紙

R　F－l　Dに対する、疑似S　S電波及び電子レンジ輻射による干渉実験（詳細報告）

1．伝搬環境の確認

　（1）実験系

餌駅＼ 六鷹
　　　　　　　　　標準ダイポールアンテナ
　　　　　　　　（アンテナ利得；公称2d　B）
（2）結果

　S　G出力＋10．O　d　Bmに対して、スペクトラムアナライザの読み一67。06d　Bm。

　よって、空間の減衰は56．86d　B。自由空間における理論値（距離8。Om）は58d　B。

　以上から、この空間は、ほぼ自由空間に等しい伝搬環境であると判断する。

　1．14d　Bの差は、アンテナケーブルからの漏れによる伝搬ではないかと推測される。

2．電子レンジからの輻射の測定

　（1）実験系
距離8．Om

電子レンジ

ターンテーブル木机上で回転。

電子レンジ内にビーカー、

7k400c　c。
／購
標準ダイポールアンテナ

（アンテナ利得；公称2d　B）

使用した電子レンジ

　　コンビニエンスストア、ファミリーレストランな

　　どで使用される業務用。高周波定格出力1400W。マグネトロン2本使用。

（2）結果
　　2分間MAXHOH）し、ピーク値をよみ、系全体のロス63．16d　Bを補正し、輻射電力

　　とする。

　正面　　　21．9d　Bm
　右側面　　7．92d　Bm
　左側面　　13．26d　Bm
　背面　　　5．75d　Bm

（3）追加　電子レンジからの輻射については、28日になって、木右肚に置いた場合と発泡スチ

　　　ロール上に置いた場合とで、差があることが判明したため、追加の測定を行った。

　　　また、距離4mの場合や、電子レンジ内に負荷（ビーカーの水400c　c）を置かない

　　　場合についても、測定を行った。
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（a）27日の測定

　　　電子レンジ負荷あり、距離8m、正面　　14．78d　Bm

　　　電子レンジ負荷なし、距離8m、正面　　27．95d　Bm

　　　電子レンジ負荷あり、距離4m、正面　　20．71d　Bm
（b）28日の測定

　　　（T　R27の条件と合わせるため、スペクトラムアナライザの設定を

　　　RB＝1MHz，VB＝1MHz，中心周波数＝2450MHz，刃べ渉100MHz，SWEE：Pニ1secとした）

電子レンジ負荷あり、木机上、距離8m、正面

電子レンジ負荷あり、木机上、距離8m、右側面

電子レンジ負荷あり、木机上、距離8m、左側面

電子レンジ負荷あり、木机上、距離8m、背面

電子レンジ負荷あり、30cm発泡天チロール上、距離8m、正面

24．75dBm
　6．46d　Bm

13．69dBm
　8．02d　Bm

24．96dBm
電子レンジの輻射スペクトラムのハードコピーは、別添に示す。

（4）まとめ

　輻射は、正面側がもっとも大きいことが確認された。また、時間的に不規則で、再現性が低い

　ことも確認された。負荷がある場合には右上がりの三角形のようなスペクトラムが観測される

　が、負荷がない場合には大きなピークが2つ現れた。これは、発振周波数が異なる2本のマグネ

　トロンが搭載されているためと考えられる。また、負荷がある場合には、電波が吸収されること

　によって、スペクトラムが変わるものと考えられる。

3．疑似D　S　S　S妨害源の設定

　（1）実験系

　　D　I　G　l　T　A　L

TRANSMISSION
　　ANALYZER
　　H　P3784A

標準ダイポールアンテナ（ゲイン公称2d　B）

変調信号；

7Mbps、511系列PN符号。

　　　S　G

HP83732B

（2）設定 P

中心周波数は、RF・ID

のピーク周波数に一致

させる。

90

f
柘驚

90％帯域幅二5．OMHz

　　　　　〆

lH
日
1。

H

パワーメータ

M　L4803A

99％帯域幅」7．1M馳

OdBm出力時のスペクトラムは、別紙のハード

コピーを参照のこと。

スペクトラムアナライザの読みは・1。73dBmだが、

このときパワーメータの読みがOdBmとなった

ので、SGの出力値をそのままパワーの値として

採用することとする。
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4．R　F－I　Dへの疑似D　S　S　S妨害実験

　（1）各社R　F－l　Dシステムの概要

メーカー フレーム長

磁
出力 公称サービス距離

A社 約800バイト 3125kbps 1（〉mW 1．5m
B社 48バイト 38。4kbps 10mW 5m
C社 約200バイト 31．25kbps 10mW 5m
D社（1） 1kバイト／100バイト 276kbps 3mW 2m
D社（2） 48ビット 16kbps 10mW 3m
E社 10バイト 31kbps 300血W 70c　m
B社の質問器のアンテナの指向性：半値角＝30。

A社のサービス距離は公称1．5mだ瓜今回の実験は、A社内の判定基準2mで実施。

（2）実験系

　（a）R　F－l　Dの質問器一応答器間距離が2m＊の場合

距離8m 質問器

　妨害波発射アンテナ

（標準ダイポールアンテナ）

　　　　〆

■

応答器

　＼
距離2m＊ 〆

木の

R　F－l　D系は、ターンテーブル上で質問器を中心に

回転させ、0，45，90，135，180の各角度
で測定を行う。

＊ただし、E社の製品については、公称サービス距離が70cmなので・質問器一応答器

間距離を70c　mにした。

（b）R　F－I　Dの質問器一応答器間距離が公称サービス距離の場合

距離8m 質問器

　妨害波発射アンテナ
（標準ダイポールアンテナ）

　　　　〆

一

応答器

　＼
公称サービス距離 〆

木の

角度0。のみで測定。

＊　ただし、E社の製品と、D社の3mW機については、（a）の実験内容と

　　重なるので、省略。

（3）評価方法

　R　F－I　Dシステムは、無線LAN機器などと違って、B　E　RやP　L　Rを簡単に測定できるよ

　うにはなっていないので、実際の使用状態において各社の担当者が通信状況を判断し、「OK、

　グレーゾーン、N　G」の3段階にわける評価方法を採用した。
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（4）実験結果

　（a）R　F－l　Dの質問器一応答器間距離が2m＊の場合…SG出力の読みを示す。

メーカ A社 B社 C社

角度 NG グレー OK NG グレー OK NG グレー OK
　　0
　45
　90
135
180

一18

－20

－20

－15

－17

・19～・20

・21～一22

・21～一22

・16～・20

・18～一20

一21

－23

－23

－21

－21

＋4

＋18

＋3～＋1

　＋20

　＋19

　0

＋20

＋17

＋3

＋14

＋2～0

＋13～＋11

一1

＋10

＋20

＋20

＋20

メーカ D社（3mW機） D社（10mW機） E社

角度 NG グレー OK NG グレー OK NG グレー OK
　　0
　45
　90
135
180

・22

。2

．1

＋6

＋11

　一23

　　・3

・2～・3

＋5～＋4

＋10～＋8

・24

－4

。4

＋3

＋7

＋5

＋15

＋4～＋2

＋14～＋13

＋20～＋19

＋1

＋12

＋20

＋20

＋18

＋18

＋20

＋19～＋16

　　＋19

＋15

＋18

＋20

＋20

＋20

＊ただし、E社の製品については、公称サービス距離が70cmなので、質問器一応答器間距離を

70c　mにした。

（b）（a）への追加測定と追加実験結果

　　C社の測定時だけ、タグの固定方法が異なっていたので、再測定を行った．（∬27）

メーカ C社

角度 NG グレー OK
　0
45
90
135
180

・11 ・12～・14 ・15

左の結果、（a）の測定結果と約14d　Bの違い

があることが確認されたため、伝搬系の再測定

を行った。

伝搬環境の再測定

①1／26、伝搬環境測定時の状態

講E
嗣

同じ高さ

伝搬損失＝56．86d　B

ターンテーブル上

②L27、R　F－I　Dへの妨害実験時の状態

　　　　　質問器　　　　　応答器

木の棒

　　＼

＼ ＼ 』二猶罫

ターンテーブル上
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③Ll27、伝搬環境再測定時の状態

　　木の棒

＼

標準アンテナ

同じ高さ

ターンテーブル上

このときの伝搬損失測定結果＝70d　B。

すなわち、アンテナを木の棒の直近に置くと、13．14d　Bの

差が出ることが確認された。この結果から、横河電子機器の測定

結果の相違は、アンテナの設置方法の相違によると考えられる。

メーカ A社＊1 B社＊2 C社＊2

公称 1．5m 5m 5m
角度 NG グレー OK NG グレー OK NG グレー OK
0 ．10 ・11～・13 一14 ・16 ・17～・18 。19

45
90
135
180

メーカ D社（3mW機）＊3 D社（10mW機）＊2 E社紹
公称 2m 3m 70cm
角度 NG グレー OK NG グレー OK NG グレー OK
0 ・12 ・13～一15 ・16

45
90
135
180

（c）R　F－I　Dの質問器一応答器間距離が公称サービス距離の場合…S　G出力の読みを示す。

＊1A社の公称距離は1．5mだが、今回の実験は、A社内の判定基準2mで行ったため、（a）

　の実験内容と重なるので、省略。

＊2ターンテーブル上で回転させられないため、角度ooのみ測定。

＊3E社と、D社の3mW機については、（a）の実験内容と重なるので、省略。

（d）（c）への追加測定

　　D社（10mw機）のデータカ乳距離が2mから3mになったことで、異常に悪化し

　　たので、確認のため距離2mで追加の再測定を行った。

メーカ D社（10mW機）
測 2m
角度 NG グレー OK
0 ・3 ・4～・6 ・7

45
90
135
180
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5。R　F－I　Dへの電子レンジからの妨害実験

　（1）実験系

妨害距離 質問器

□
電子レンジ

応答器

　＼
公称サービス距離 ／

木の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　角度0。のみで測定。
（2）評価方法

　4．（2）と同様の方法とする。表記の方法は下記の通り。

　rエラーなし」…ある程度の時間測定し、エラーが発生しない、と判断された状態。

　rエラーあり』…通信成功とエラー発生が混在する状態。

　「通信不可」…エラーが連続的に発生し、通信がまったく成立しないと判断された状態

（3）実験結果

妨害

メーカー　　　　　　E社 B社 C社 A社

8m 4m 4m 4m 8m 8m
角度
　0
45
　90
135
180

エラーなし エラーなし エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーなし

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーなし

エラーなし

通信不可

通信不可

通信不可

通信不可

通信不可

メーカー

機種

妨害

D社

3mW機 10mW機
8m
①

8m
②

8m
③角度

　0
45
　90
135
180

通信不可

通信不可

通信不可

工ラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

エラーあり

D社のパケットフォーマット

①データ長1000byte，276kbps

②データ長100byte，276kbps

③データ長48bit，16kbps

肚
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参考資料8

周波数共用に係る検討

1　共用の基本的な方法
　一つの周波数帯域を有限な空間で複数の利用者が共用する方法として、①空間分割

　（S　DMA）、②時間分割（TDMA）、③周波数分割（FDMA）、④コード分割（CDM

　A）がある。ここでは、各方式の概要を述べ、利用方法を検討している。ただし、コ

　ード分割は異なる通信方式間の共用方法として採用困難なので、空間分割・時間分

　割・周波数分割を組み合わせて使用することになる。

1．1　空間分割（S　DM　A）

　1．1．1　距離で分離

　　干渉を与える可能性のある複数のシステム間の距離が十分離れていれば、それ

　　ぞれで同一周波数帯を使用可能である。また、建物の外壁などの遮蔽効果を併用

　　すれば、比較的短い間隔で複数のシステムが利用可能である。

　　共用化対象システムの組み合わせによって被干渉・与干渉が無くなる距離が異

　　なるので、各システムの設置条件によっては距離で分離する方法が採用可能であ

　　る。

　1．1．2　指向性で分離

　　鋭い指向性を持ったアンテナを使用することで相互の干渉を無くすことが可

　　能である。たとえば、移動体識別装置のように短距離で特定の相手と通信するシ

　　ステム間の分離に適する。

　唾．1．3　偏波面で分離

　　　垂直編波と水平偏波あるいは右旋円偏波と左旋円偏波で分離する方法である。

　　同一利用者の同一システム間での分離に有効である。

1．2　時間分割（T　D　M　A）

　1．2．1　CSMA

　　他無線局のキャリア（あるいは総電力や相関信号）を検知し、そのキャリアが存

　在している間は送信を待機することによって送信競合を避ける方式である。相互

　　の変調方式や送受信帯域幅あるいは通信方式が異なる場合は、キャリアの検出が

　　困難である。なお、S　S方式の場合は、その特性上拡散帯域全体の電力を検出す

　　るため、帯域内に狭帯域変調信号が妨害波として入感した場合、検知してしまう

　　等のデメリットも存在する。
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1，2．2　同期方式

　　各無線局の送信・受信動作のタイミングを制微して送信競合を避ける方式であ

　る。同一システムであれば同期可能であるが、異なるシステム間の同期は非常に

　困難である。

1．2．3ランダム方式

　　各無線局の送信タイミングがランダムかつ送信時間が短い場合は、送信競合し

　ないときが確率的に存在するので、周波数共用が可能である。しかし、送信頻度

　が高くなると競合頻度が高くなってしまう。また、動画像伝送のように長時間連

　続送信する場合は適用が困難である。

1．3　周波数分割（F　D　M　A）

　　与えられた周波数帯域を複数のチャネルに分割し、各チャネルを利用者に割り当

　てる方式である。占有周波数帯幅が一律な場合はチャネル設定が容易であるが、

　2．4GHz　I　S　M帯は方式の異なる無線設備が混在するのでチャネル設定が困難であ

　る。また。送信要求があった局に対しダイナミックにチャネルを割り当てる方式（M

　C　A）は、周波数利用効率を上げることができるが、占有周波数帯幅や通信方式が

　異なるシステム間には適用が困難である。

1．4　コード分割（C　DM　A）

　　次の条件であればコード分割が可能であるが、これらの条件を異なるシステム間

　で満足させるのは非常に困難である。

①

②

③

④

⑤

D　S－S　S方式であること。

同一変調方式、伝送速度であること。

同一伝送速度であること。

受信電力と干渉波電力の比およびタイミングを制御できること。

利用者数に対応した相互相関のよいコードが存在すること。

2小電カシステムと他システム間の共用化条件の検討

2．1対小電力データ通信システム

　無線L　A　Nの場合はランダム送信であるが、画像伝送などは連続送信である。ま

た、変調方式や伝送速度、拡散コードなどがシステムごとに異なるので時間分割、

コード分割は困難である。したがって、空間分割あるいは周波数分割で対応するこ

とが適当と考えられる。
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2．1．1　空間分割

　　無線L　A　Nは一般的に水平面無指向性なので、指向性や偏波による分離が困難

　であり、距離による分離となる。干渉距離が60m程度であるので・設置密度が

　それほど高くない限り、距離による空間分割が可能である。ビル間転送や画像伝

　送の場合は1：1通信となるので、指向性や偏波面による分離を併用できる。

2．1．2　周波数分割

　　複数のシステムを隣接配置する場合あるいは面状に密着して配置する場合は

　周波数分割を併用する必要がある。一般には伝送速度2～11Mbps程度で十分な

　ことが多く占有周波数帯幅は25MHz程度となる。周波数分割によって周波数利

　用効率を上げるとともに、複数システム全体としてのトラフィックを確保するこ

　とができる。

　　なお、与えられた周波数幅をすべて使用する高伝送速度の無線設備が存在する

　場合は周波数分割ができないが、このような高伝送速度無線装置の需要は現時点

　では低いので、空間分割を併用すれば共用が可能と考えられる。

2．2　対l　S　M機器

　　まったく異質の装置であり、空間分割（距離）とすることが適当と考えられる。な

　お、電子レンジのうち半サイクル発振方式のものは時分割も併用できるが、万が一、

　干渉距離内に多数の電子レンジが存在するときは時分割使用が困難となる。また、

　ハイパーサーミアや乾燥機は使用箇所・台数が極めて限定されるので、きわめて重

　要な問題とはならないものと考えられる。

　2．2．1　空間分割

　　　I　S　M機器との計算上の干渉距離は極めて長いが、これまでの移動体識別装置

　　と電子レンジの干渉実績から比較すると、小電カデータ通信システムと電子レン

　　ジの干渉距離も実運用では、それほど長くならないと考えられる。

　2．2．2周波数分割

　　　現行帯域（2，471～2，487MHz）では、計算上の干渉距離が非常に長いにも関わら

　　ず電子レンジと共存してきた。これは、電子レンジの干渉電力を確率上の最大値

　　として計算しているためかつ、現行帯域では、干渉電力が比較的小さいためであ

　　る。これまでの例では数m程度離せば干渉を受けずに動作可能である。複数チャ

　　ネルを使用可能としておけば、少なくとも高い周波数のチャネルはこれまでと同

　　様に使用できる。
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2．3　対移動体識別装置

2．3．1　空間分割

　　同一周波数帯で使用する場合は、基本的には空間分割（距離、指向性）が適当と

　考えられる。移動体識別装置は指向性の強いアンテナを用いて限られた範囲での

　通信となるので、指向性による分離が特に有効と思われる。

2．3．2　周波数分割

　　小電カデータ通信システムと移動体識別装置は、工場内などの同一エリアで使

　用する機会が今後多くなると想定され、空間分割が困難な場合があり得る。その

　ため、既存の移動体識別装置とくに構内無線局に対しては、小電カデータ通信シ

　ステム側で干渉対策を考慮しておく必要がある。

2．3．3　干渉対策

　　小電カデータ通信システムから移動体識別システムヘの干渉距離は、計算結果

　及び実験結果から40m～80m程度であり、かつ、移動体識別システムが一般的に

　同一の運用管理者のもとで同一建物構内で運用されるケースが多いと思われるこ

　とから、基本的には、両システムの空間的な周波数共用は可能である。しかしな

　がら、移動体識別は、無線局免許を有する構内無線局であり、かつ、工場での生

　産ラインで使用されることが多いことから、干渉対策を行うことが適当である。

　　2，427MHzから2，470．75MHzまでの周波数を使用する場合、小電力データ通信

　システムから移動体識別システムヘの干渉対策（保護方法）として次の①～⑤が考

　えられる。

　　　①利用者による周波数の切替え又は電波の発射の停止が容易にできること

　　　②　他の無線局から発射される電波によって生じる伝送誤りを検知した場合、

　　　　当該電波の発射を自動的に停止する機能

　　　③　キャリアセンスした場合、当該電波の発射を自動的に停止する機能

　　　④相関信号検出した場合、当該電波の発射を自動的に停止する機能（受信

　　　　信号と拡散のための信号を演算し信号レペルを検出）

　　　　⑤　通信相手局以外の識別符号を検知し、当該電波の発射を自動的に停止

　　　　する機能

　　この各方法の効果を表1に示す。

　　②～⑤の対策は、小電カデータ通信システムが移動体識別装置から干渉を受け

た場合に検知する動作であり、移動体識別装置が一方的に干渉を受けている場合

は機能しないため、効果が不充分な面も見受けられることから、①の機能を義務

付けする必要がある。

　　なお、F　H方式又はF　H／D　S方式については、必要最小限の空中線電力（例え

ば3mW／MHz以下）とすること及び帯域内スプリアスを規定することも有効と思

われる。さらに混信を確実に回避するため、民間レベルでガイドライン等の運用
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ルールを定め、民間レベル（例えば、取扱説明書等における注意書きの義務付け）

での啓蒙活動を促進することを含めて共用条件とすることが望ましい。

DS FH マルチキャリ シングルキャ

ア リア

実現性 効果 海外製 実現性 効果 海外製 実現性 効果 海外製 実現性 効果
海外製

品の対 品の対 品の対 品の対

応 応 応 応

①CH変 O ○ O 1
0

○ ○ O ○ O ○ ○ ○

更／電波

停止

②エラー ○ O × ○ × × ○ × ？ ○ × ？

センス機

能

③キャリ × O × × ○ × × ○ ？ O ○ ？

アセンス

機能

④相関セ O O × 一 一 一 一 一 一 一 一 一

ンス機能

⑤識別符 ○ × ○ ○ × O ○ × ○ ○ × ○

号の送信
または受

信機能

表1　小電カデータ通信システムから移動体識別システムヘの保護方法の効果

○：有／対応可　x：無／対応不可　？：不明 ＝対象外

2．4　対アマチュア無線

　　アマチュア無線機の普及台数が少ないので、利用者の運用に委ねることが適当と

　考えられる。また、アマチュア無線は2次業務であるので、他の無線局へ混信を与

　えない場合に限り運用することが可能である。

2．5対MSS（グローバルスター）

　　M　S　S端末機への干渉距離の計算値では80m～900m程度となった。M　S　Sは主

　に屋外で使用するものであることから、小電カデータ通信システムを屋内使用に限

　定すれば外壁の遮蔽効果を期待できるが、既存のシステムが屋外でも一部使用され

　ているので屋内限定は現状では困難であると考えられる。また、諸外国の規格に合

　わせて小電カデータ通信システムの周波数範囲の上限を2，483．5MHzまでとすれば

　干渉を回避できるが、既存のシステムからの干渉波避けられない。

　　今後、M　S　Sが増加することが想定されており、将来的には小電力データ通信シ
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ステムの周波数範囲の上限を2，483．5MHzに押さえることが望ましいと思われる。

2．6対V　l　CS

　　周波数分割されているので問題ない。

3　移動体識別装置と他システムの共用化条件の検討

　3．1対l　S　M機器

　　　　まったく異質の装置であり・空間分割（距離、指向性）が適当と考えられる。な

　　お、移動体識別装置が間欠動作の場合、電子レンジのうち半サイクル発振方式のも

　　のは時分割の併用も考えられるが、移動体識別装置の伝送時間は数10ms程度のも

　　のが多く、時分割は事実上困難である。また、ハイパーサーミアや乾燥機は使用箇

　　所・台数が極めて限定されるので、きわめて重要な問題とはならないものと考えら

　　れる。

　　　しかしながら、これまで移動体識別装置とl　S　M機器は共存しており、電子レン

　　ジと干渉したこともあるが、距離を離したりアンテナ指向性方向を変更したりして

　　解決してきており、今後とも大きな問題はないと考えられる。

3．2　対移動体識別装置

　　基本的には空間分割（距離、指向性）と周波数分割になる。なお、いずれの移動体

　識別装置も間欠動作であれば時分割（ランダム）も併用できるものと考えられる。

　3．2．1空間分割

　　　既存のシステムで相互に干渉した場合は、距離を離したりアンテナ指向性方向

　　を変更して解決してきており、多くの場合は今後とも大きな問題はないと考えら

　　れる。

　3．2．2周波数分割

　　　既存のシステムでも2～5m程度に近接して設置する場合は、必ずしも距離や

　　アンテナ指向性だけでは干渉を回避できない場合があった。このような場合は、’

　　それぞれの指定周波数帯幅（2、427～2、470．75MHz）のなかで中心周波数を変え

　　させることで干渉を回避できる。

3，3　対アマチュア無線

　　アマチュア無線機の普及台数が少ないので、利用者の運用に委ねることが適当と

　考えられる。また、アマチュア無線は2次業務であるので、他の無線局へ混信を与

　えない場合に限り運用することが可能である。
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3．4対MSS（グローバルスター）

　　周波数分割されているので問題ない。

3．5対V　l　CS

周波数分割されているので問題ない。
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参考資料9

周波数の利用方法

1小電カデータ通信システムの二一ズ及び需要動向から見た所要帯域幅の検討

　1．1同一通信エリア内にある複数の端末が同時に通信するシステム

　　　OA環境で使用される無線LANシステムを想定し、小電カデータ通信システムと

　　して必要となる所要周波数帯域を概算する。使用モデルとしては第3章で示した無

　　線LANのモデル2（DS：2MbiVs）を採用した。

　　（1）現状のシステム条件

　　　・チャネル

　　　　　2471～2497MHzの1チャネル

　　　・データレート

　　　　　2Mbps

　　　・チャネルスループット

　　　　アクセス方式はCSMA！CAであるが、ここでは一般的なCSMAで評価する。

　　　　最大スループットは、80％程度まで到達することが可能だが、システムとし

　　　　て安定した遅延特性を得るためには、チャネルスルーブットを30～40％で

　　　　運用する必要がある。

　　　・実効データレート

　　　　チャネルスループットに対し、PHY／MACヘッダおよびACK応答などのオー

　　　　バヘッドを10％とすると、平均的な実効データレートは以下のように見積も

　　　　れる。

　　　　　　　2【Mbit！sl×0．3×0．9＝540［kbit／sl

　　　・干渉距離

　　　　第3章3．1．6の干渉距離計算結果より、モデル2の同一システム間での干渉条

　　　　件は希望波のサービスエリア30mに対して干渉距離59mとなる。

　　（2）想定トラヒックヘの要件

　　　　1フロアのオフィス環境に無線LANを構築したと仮定する。この状況から、

　　　トラヒックを想定することは困難であるが、将来的な需要も加味し、最もトラヒ
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ックの高い時間帯として以下のような仮定を行う。

　　・端末利用者：100人

　　・トラヒック＝100kBytelminノ人（WWWページのダウンロード　等）

　よって、総トラヒックは101MByte／min】＝・1。331MbiVslとなる。

　すなわち、干渉条件を満たせないオフィス環境のように1フロアでチャネルを

共用しなければならない条件では、所要のチャネル容量は1。33【Mbi）sl1

540［kbiVs】＝2．5倍となる。したがってここで想定したトラヒックに対応するた

　めには、3チャネル相当の周波数帯域が必要となる。

（3）エリア拡大への要件

　　モバイルコンピューティングヘの対応などから、複数のセルによりサービスエ

　リアを面的に拡張することへの期待がある。全セルでチャネルを共用することも

　可能であるが、高スループットを得るためには・各セルで異なるチャネルを使用

　できることが好ましい。

　　前述の干渉条件より、セル半径を30mとして六角形セルを仮定すると、同一

　チャネルを使用するためには次隣接以上の距離を必要とする。（ここでは、セル

　周辺の端末が基地局から干渉を受けるとした）

　　よって、理論的にはクラスターサイズ＝3のチャネル繰り返しが可能となるが、

　これは最適なセル配置を仮定した場合である。よって・面的にセルを構成するた

　めには最低限3チャネル相当の周波数帯域が必要となる。

30m　59m

　　　　　　　　　図1　3チャネルによるセル配置

　実際の無線L　A　Nシステムの構築は室内が主体であるが、建物の構造や部屋の

形状の制限から六角形セルを構成するのは困難である。そのため、一般には方形

セルとなることが多いと想定される。方形セルの場合に次隣接以上の距離を確保
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するためには下図に示すように最低限4チャネル相当の周波数帯域が必要とな

る。

30m
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30m

図2　4チャネルによるセル配置

（4）高速化システムヘの要件

　　無線LANの通信エリアは30m四方程度の室内を想定しており、その中に収容

　される端末数は多くても100台程度と思われる。この通信エリア内のトラフィ

　ックは業務内容によって左右され、一律に想定するのは困難であるが、多くの有

線LへN（イーサネット）が10Mbpsで動作している現状から推定すると、無線LAN

　も同程度の伝送速度で十分であると考えられる。なお、100Mbpsのイーサネッ

　トの普及が始まっているが、無線LANは有線LANに比べて収容端末数が少ない

　ので、必ずしも同等速度を必要とせず10Mbpsでも十分対応可能と考える。

　　現在、無線LANの実用化の主体は2Mbps程度がであるが、現行規格の帯域幅

でも10～11Mbps程度の高速化が実現しており、高速化のための帯域幅拡大は必

要ないと思われる。

1．2　一つの端末が高速のデータを単独で伝送するシステム

　（1）データ速度からみた高速のデータを単独で伝送するシステム

　　リアルタイムで高速度を必要とするデータとして、①動画像、②高品質音声、③

　　高速テレコントロールなどがあげられるが、現行規格で実現している”Mbpsを

　　越える速度を必要とするのは動画像伝送に限定してよいと思われる。動画像伝送

　　に必要な伝送速度を下表に示す。
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表1　画像信号のビットレート

画　　質 画像の種類 ビットレート 備　　　考

H　D　T　V 1Gbps 非圧縮、BTAS－001

現行テレビ

120～140Mbps 非圧縮、ITU－R601

素材伝送、2次分配 100Mbps lTU－R721、DPCM

30～45Mbps ITU－R723MC＋DPCM

動画 4～10Mbps MPEG2、H262等
符号化対象はH　D　T　V含むストレージメディァ

テレビ電話、会議 準動画 64kbps～1。5Mbps H261等

　出典（抜粋）マルチメディア時代のディジタル放送技術事典、NHK放送技術研究所

編、丸善（株）、1994

　　上表に示す動画像のうち、テレビ会議、ストレージメディア程度（～6．3Mbps）

の品質であれば、伝送速度5．5～11Mbpsで対応可能である。また、スタジオ規

格動画像データのビットレートは100Mbpsを越えるので、100MHz未満の帯域

　での伝送は困難であり対象外と考える。したがって、ビットレート15～45Mbps

　が伝送対象データとなる。

（2）高速化の実現性

　・性能

　　　動画像伝送用として、ビットレート15～45Mbpsが必要とされる。現在、

　　占有帯域幅22～25MHz程度で11Mbpsを伝送できる技術が確立しているので、

　　同等技術で使用周波数帯幅を拡張すれば、

　　使用周波数帯幅83，5MHzの場合　：　約37Mbps　　（11×83。5／25）

　　程度の伝送速度を確保できる。したがって、CArV／CCTVやスタジオ画像程度

　　の品質で動画像伝送が可能である。

　・コスト

　　　100MHz近い広帯域で高出カリニア増幅器を構成するためには、高価なマイ

　　クロ波デバイスを使用するか、あるいは新規に専用MM　l　Cの開発を要する。

　　また、30Mbpsを越える高速伝送を達成するためには高速ペースバンドプロセ

　　ッサと高速C　PUセットを必要とするので、製品価格は現行製品の数倍に達す
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ると想定される。当然、高速化に伴って消費電力も増加するので、適用できる

アプリケーションはビル間転送などごく限られたものになると思われる。

1．3　広帯域化の得失

　（1）広帯域化の課題

　　　同一エリアあるいは近傍エリアで複数の無線L　A　Nを運用する場合は、複数チ

　　ャネルを確保するために広い周波数帯域が必要である。また、高速データ伝送の

　　ためにも広い周波数帯域を必要とする。さらに、通信信頼性をあげるためにも、

　　広い周波数帯域が有効である。つまり、D　Sの場合は拡散率を大きくして処理利

　　得を向上させれば、通信信頼性を向上させることができる。F　Hの場合はホッピ

　　ング数を多くして、他システムとの干渉確率を下げ、通信信頼性を向上させるこ

　　とができる。

　　複数チャネルで運用する場合は、多くのユーザを収容することができ電波の効率

　　的運用が可能になる。しかし、高速伝送のため、あるいは通信信頼性をあげるた

　　め広い周波数帯域を1のユーザが占有する場合は、電波の効率的運用とは必ずし

　　もいえない。

　　　そこで、1ユーザが広帯域運用した場合の得失を検討する。

（2）　1ユーザによる広帯域運用と現行帯域運用の比較

　　広帯域運用した場合と現行程度の帯域で複数チャネル運用した場合の得失を

　下表に示す。1ユーザの高速性を取るか、多数ユーザの運用を取るかは、直接の

　比較ができないので判断が困難である。実際には、11Mbps以上の伝送速度を必

　要とするユーザ数は比較的少ないと思われる。また、L　A　Nの場合は、常時大容

　量データ伝送をしているわけではなく、時間的にも限定されると思われる。した

　がって、F　H方式以外の方式の場合、1ユーザによる広帯域運用より現行帯域程

　度で複数チャネル運用を可能とすることが望ましい。
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表2　広帯域化と現行の比較

広帯域化 現行占有帯域幅 備　考

用　途 動画像伝送、L　A　N L　A　N、動画像伝送

チャネル数 1チャネル 4チャネル

占有帯域幅 83。5MHz 22～25MHz
伝送速度 30～40Mbpsが可能 11Mbps程度まで

製品コスト 高価

収容ユーザ数

1セル内では多数の端

末が収容可

複数セルを考慮すると

1チャネルに比べて4

倍程度多い

条件によって異

なるので、単純

比較は困難

実現性 有り 既存

注　収容ユーザ数の比較は次の方式によった。

　　　・隣接するセルには異なった周波数を割り当てる

　　　・セル形状は正方形とする

一つのセル内の端末数は同数とする

（3）考察

①想定されるトラヒック量や動画像伝送等の高速伝送に対応し、かつ、面的セ

　　ル配置による周波数有効利用を図るためには、最低限現行帯域幅の3チャネル

　　相当の周波数帯域を必要とする

　②　高速化システムは現行規格の帯域幅で10Mbps以上を実現できるので、F　H

　　方式以外の方式の場合これを積極的に利用する

　ことが望ましい。

　　よって、同一通信エリア内にある複数の端末が同時に通信するシステムの場合、

　現状の1チャネル分26MHzから、26MHz×3チャネル＝78MHz以上の所要周波

　数帯域幅が要求される。なお、システムに応じて、さらにガードバンドを設ける

　ことを考慮する必要がある。

　　ただし、ビル間伝送のような限定された用途には、2．4GHz帯でも高速化が有

　用であるし、今後の技術の発展を阻害しないためかつ、国際的な動向に調和させ

　るためにも、83，5MHz程度の周波数帯域が必要であると考えられる。
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2　移動体識別システムの二一ズ及び需要動向からみた所要周波数帯域幅

　　移動体識別装置の需要動向は、第1章の予測より2005年には今の十倍の市場規模

　となっているが、周波数帯域幅としては無線器の性能向上等で今の帯域幅で十分運用

　可能と思われる。

　　しかしながら、現在の規則では、各装置が周波数固定で使用することが義務付けら

れており、混信した場合でも周波数を変更できず今後の他システムとの共存が危惧さ

　れる。

　　このため、移動体識別システム装置としての二一ズとしては、帯域幅拡大より現在

　の帯域内で自由に周波数変更が可能とすることと、今後スペクトラム拡散を使用した

　システムの導入が可能となるよう変調方式の見直しなど現状の規制緩和が望まれて

　いる。

　　また、海外との調和を考えると、現状の帯域に限定せずISMバンド全体を使用可

能とすることで、今後急速に普及するであろう国際的物流分野への対応も図ることが

可能となる。
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参考資料10

適応周波数割当制御方式（PDCA：Packet　Dynamic　ChanneiA”ocation）

1　適応周波数割当制御方式（PDCA方式）の概要
　PDCA方式は、システムに割り当てられた複数の周波数チャネル（以下チャネル

という。）から通信環境の変化に応じて最適なチャネルを選択して通信を行うこ

とを可能とするものであり、以下のような動作をするシステムである。

（1）基地局に相当する親局は、起動時に他の無線ゾーンからの干渉を受けないチャ

　ネルを動的に選択し新しい無線ゾーンを構築する。また、ネットワーク構成や

　通信環境の動的な変化に対応して、各親局は他の無線ゾーンからの干渉を検出

　してチャネルを変更する。
（2）移動局である子局は、起動時に接続可能な親局において用いられているチャネ

　ルを動的に選択する。また、無線ゾーン間の移動を検出し、移動先の無線ゾー

　ンで用いられているチャネルを選択し再接続を行う。

2　PDCA動作確認試験
　PDCA方式の無線LANシステム　　　　　　　有線ツトワーク

1駿欝鞍璽：蒙副▽・

叢議1騨箴ゑ1
　　この試験により、PDCA方式
　によって基地局が自律的に干渉　　　　　　　　　　　　　　アツドホツクネツトワーク

　回避を行うことができ・また　　　　　　　　　　図1：無線局配置例
　チャネル数の増加に伴いチャネ
　ルを設定できる割合が向上する
　　ことが確認された。
　　また、この環境より大規模な試験（基地局、移動局各16台）においても、同

　様に動作可能であることが確認されている。

3　他システムとの共用検討試験
　2．4GHz帯を用いたPDCA方式の無線LANシステムと同一周波数帯を用いる他シ
ステム（小電カデータ通信システム、アマチュア無線、移動体識別システム、

lSM機器等）との共用について、与干渉・被干渉の観点から机上検討及び実際の

評価試験の結果、当該方式を用いた無線LANシステムが、どの既存システムとも

共用可能性のあることが確認されている。

4　まとめ
　基地局配置や移動局数等の試験環境にも依存するが、これまでの試験環境下に
おいては、システムに与えられたチャネルが4～5チャネルあれば、ほぼすべての

基地局が自律的に干渉を回避しチャネルを設定できることが確認されており、

PDCA方式を用いることで、より少ないチャネル数で効率のよい運用が可能であ

152一



　ると考えられる。

　　現状の無線LANシステムにおいては、基地局への周波数の割当は固定的であり、

　複雑な伝搬環境等を考えると、同一チャネルを使用するセルどうしが干渉しあう

　可能性がある。これに対してPDCA方式は、自律的に干渉回避を行うことで、あ
　る程度のチャネル数があれば干渉を回避できることが確認されている。

　なお、この試験検討は、平成8年度から10年度まで（社）電波産業会に設置さ

れたrマルチパス環境下における単一周波数通信技術に関する調査検討会　一無線
伝送における適応周波数資源利用制御一」において実施されたものである。

参考文献

　rマルチパス環境下における単一周波数通信技術に関する調査検討会報告書』、

　（社）電波産業会、1999．3
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参考資料11

高度小電カデータ通信システム（仮称）のチャネルの検討

1　チャネルセパレーション

　チャネルセパレーションは、主に占有周波数帯幅と周波数許容偏差によって定めら

れるが、伝送速度や拡散率を規定しないため具体的数値を規定することが困難である・

ここでは、低速チャネルと高速チャネルを想定して検討を進める。

（1）低速チャネルのセパレーション

　　　周波数許容偏差が±125kHz程度であるので、ガード周波数帯は250kHz以上必

　　要である。低速チャネルであっても、2．4GHz帯を使用する場合は他の特定小電力

　　無線設備よりも速い伝送速度となることが考えられる。また・ガード周波数帯との

　　バランス上からも250kHz以上の占有周波数帯幅と考えるのが妥当である。したが

　　って、チャネルセパレーションは500kHz以上とすることが適当と考えられる。ま

　　た、S　S方式の場合、空中線電力が1MHzあたりの電力密度で規定されることか

　　ら、低速チャネルセパレーションは1MHzが望ましい。中心周波数（MHz）の下2桁

　　がチャネル番号と同一になり、運用上も都合がよい・FH－SSのときは低速チャネ

　　ルがホッピング幅となるが、IEEE802．”とも整合がとれており国際的な観点から

　　も望ましいと考えられる。

1・ 96チャネル

2，400 　　　　2，450

図1低速チャネル案

2，500MHz

（2）高速チャネルのセパレーション

　　高速チャネルは伝搬特性上からDS－SS変調方式が使用されると考えるのが妥

　当である。伝送速度2Mbpsの無線設備のチップレートはほとんどが11Mcpsであ

154



　　り、より高速な伝送速度11Mbpsの伝送を行う無線設備の場合、チップレートも1

　　1Mcpsである。したがって、占有周波数帯幅は22MHz～25MHz程度と考えるのが

　　妥当である。現行機器の占有周波数帯中副こあわせるとチャネルセパレーションは2

　　6MHzになる。周波数範囲が83．5MHzであるので、3チャネル案として考えるな

　　らば、重複しない配置で3チャネルを確保できる。この場合、最も低いチャネルは

　　移動体識別装置の周波数帯に重複しないので、周波数分割による共用化に適してい

　　ると考えられる。

　　なおJEEE802．11の高速チャネルは25MHzセパレーションのインターリーブ配

　　置であり、その数値を採用する方法もあり、この場合、同時使用チャネルは3チャ

　　ネルになるが、適当なインターリーブ配置ができれば、より自由度の高いゾーン配

　　置が可能となる。

　　　　　　　　　　　2，427　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2，470．75　　　　2，483．5　　　　　2，500

　　　　　　　　　　　　　　　移動体識別装置（無分勧　　　　　　　　　　　　MSS

2，400　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2，450　　　　　　　　　　　2，471　　　　　　　　　　　　　2，497

　　　　　　　アマチュア無線　　　　　　　　　　　　　　　　　無線LAN（現行）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　VICS

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2，499．7

2，401　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2，483

l　E巨E802．・11傑（欧米）』・5MHzセパレーション／13チャネル
［1

小電カデータ通信システム高速チャネル案（3チャネル案）

2，401　・CH1「　2，427　　　2，42β5・CH2・2，454．5　　2，456　　CH3　　2，482

2，400小電力データ通信システム低速チャネル案／無分割案 2，483．5

CH1（2，401MHz）～C日82（2，482MHz）／無分割

2，400 　　　　　　　　2，450

図2　チャネル案と既存の周波数数

2，500MHz
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2　チャネル設定の比較検討

　チャネルを設定した場合としない場合の比較検討を表4．3に示す。限定された条件

であればチャネル設定の効果を期待できるが、変調方式や伝送速度を規定しない場合

は自由度がなくなるだけで利点は期待できない。したがって、チャネルは規定せず

個々のシステムの裁量に任せることが望ましい。たとえば、狭い地域で多地点の低速

伝送が必要な場合は、狭いチャネルセパレーションを設定すべきであると考えられる。

また、汎用性が必要な場合はIEEEなどの規格を準用すればよい。

　　なお、チャネル設定に関する比較検討表を表1に示す。

表1チャネル設定の得失

チャネル設定あり チャネル設定なし

周波数利用効率 ・占有周波数帯幅を統一すれば効率的な

周波数配置が可能。

チャネル設定した方が効率的。

・キャリアセンスが困難。

全帯域使用可否 ・対応不可 ・対応可

既存機器との整合 ・既存機器はメーカ独自で設定してきた

のでチャネルセパレーションを100kH

z以下にする必要あり。

・現行どおり

海外規格との整合 ・チャネルセパレーションlMHzであ

れば整合性あり。

・必要であれば海外規格に合わせればよ

い。

実現性 ・伝送速度や変調方式の統一が困難なの

で、実効性を期待できない

・現行どおり
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郵通技第5号

平成3年7月22日

電気通信技術審畿会

会長　齋藤成文殿

郵政大臣　関　谷　勝　嗣

諮　問　書

下記について諮問する。

記

諮問第57号　無線LANシステムの技術的条件
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諮問第57号
　無線L　A　Nシステムの技術的条件

1　審議開始の理由

　2．4G　H　z帯は、l　S　M（産業科学医療用）バンドと呼ばれ・電子レンジをはじめ

とした各種のI　S　M機器に利用されている。また、この周波数帯では、小電力データ通

信システム（中速無線L　A　N）、移動体識別等の小電力無線局が運用されている。

　現在、小電力データ通信システム用については、画像伝送や高速大容量データ伝送等

の二一ズが増大しているため、産業界より、より高度な利用を可能とするように要望さ

れていること及び諸外国より、我が国の無線L　A　Nに使用可能な周波数を拡張するよう

要望されている等の理由により、利用可能な周波数帯域の拡大が必要となっているが、

同周波数帯については、用途別に専用的に利用されており、利用帯域の拡大が困難な状

況であるため、更なる周波数の有効利用方策が求められている。

　このため、小電カデータ通信システム及び移動体識別用無線局の周波数共用等の方策

により周波数の有効利用を図るとともに、小電力データ通信システムの無線局の高度化

を可能とするための技術的条件について検討する必要がある。

2　答申を希望する事項

（1）小電カデータ通信システムに係る周波数有効利用方策

（2）小電カデータ通信システムの高度化に必要な技術的条件

3　審議スケジュール

答申希望時期：　平成11年3月頃

4　答申が得られたときの行政上の措置

関係省令等の改正に資する。

5　審議体制

　準マイクロ波を使用する移動体識別用無線局の高度化について別途審議を行う小電力

無線設備委員会と連携を図って審議する。
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